
2.2	バイオエコノミー

2.2.1	 微生物分子生産

（1）研究開発領域の定義
微生物が有する多様な遺伝子機能・代謝機能等の生命現象を理解し活用して、特定の前駆体あるいは糖

質等の植物由来原料から生体触媒（酵素）や微生物自体を用いて有用物質を生産する環境負荷の低いモノづ
くりに関する技術体系及び研究開発領域。遺伝子工学・生化学・分析化学・有機化学・ゲノム生物学・シス
テム生物学・合成生物学・バイオ製造技術等の広範な知識とデータを連携させた生産技術の構築が求められ
ている。本研究開発領域は、再生可能で循環型の社会構築に向けた重要な基盤の一つになると期待されてい
る。

（2）キーワード
遺伝子、酵素、発酵、Chemo-enzymatic conversion、酵素工学、代謝工学、合成生物学、情報処理

技術、ゲノムマイニング、育種、品種改良、スケールアップ、バイオ製造、フローリアクター、コンビナトリア
ル生合成、バイオファウンドリー、無細胞合成生物学

（3）研究開発領域の概要
［本領域の意義］

国内外で大きな潮流となっているBioeconomyやCircular Economyの実現、及び革新的環境イノベー
ション戦略1）や第四次循環型社会形成推進基本計画2）に基づいて2019年5月に策定されたプラスチック資
源循環戦略3）、2020年6月に策定されたバイオ戦略20204）などの政府施策の計画実現に向けた研究開発の
推進及び社会実装を通して、持続可能で豊かな社会の実現を果たすものである。また国連による「持続可能
な開発目標（SDGs）」の達成にも深く寄与するものである。
細菌、真菌、古細菌等の微生物は驚くべき多様性を持っていることが知られている。微生物は、環境中の

無機化合物、有機化合物、あるいは植物のように光エネルギーを利用するために、多様な機能を持つ遺伝子
を進化させ、代謝機能を付与し、自身の生命維持活動に利用している。微生物機能を活用することの利点は、
環境負荷の低い生産技術を提供できることであるが、これは常温・常圧でエネルギー投入が少ない点、糖な
どの再生可能な様々な原料を利用できる点、抗生物質など複雑な骨格や異性体を有する化合物を極めて高い
選択性で生産できる点などによるものである。このような特徴を有する微生物機能を利用した物質生産は、
温室効果ガスの発生や化石燃料の使用抑制、再生可能な原材料の利活用、毒性物質の使用・排出抑制など
を通して地球環境の保全に寄与し、持続可能な社会実現に貢献するものである。
in vitroでの遺伝子組換えに成功して以来5）、半世紀足らずの間に遺伝子組換え技術、次世代シーケンス技

術、オミクス解析技術、ゲノム編集技術など、バイオテクノロジーは驚くべき速度で進化を遂げた。そして今日、
ビッグデータ解析技術や機械学習といった情報処理技術との融合によって、生命科学は新たなフェーズに突
入した6）。これまで人類が扱ってきた微生物はごく限られたものであり、地球上に存在する99%以上の微生
物は単離培養されていないことから、今後、未知の微生物機能を活用した新たな飛躍が期待されている。
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［研究開発の動向］
有用酵素、微生物のスクリーニングについては、日本が強みを維持しているところであるが、近年はメタゲ

ノムデータを含む多くの遺伝子配列データから目的とする酵素候補をマイニングする技術が多用されている状
況である。しかし、リアルの酵素分子を効率的に探索することは重要であり、浅野酵素活性分子プロジェクト
（JST-ERATO）7）では、植物や昆虫などからの探索により有用酵素が取得されている。また、難培養微生物
の探索技術なども取り組まれており、競争力のあるバイオリソースの拡幅が期待される。
酵素の改良については、2018年にノーベル化学賞を受賞したArnold により開発された進化工学的手法8）

が多くの研究成果に貢献している。これには、Error prone PCR、Site directed PCR技術、酵素タンパク
の構造解析技術、各種酵素反応モデリング技術（Dokcking model、Molecular Dynamics）の深化が大
きく寄与している。さらにRosettaに代表されるDe novo酵素デザイン技術などもさらなる深化が期待されて
いる。
発酵生産、合成生物学については、DBTLサイクル（Design・Build・Test・Learn）による技術開発が

定着し、操作の機械化・自動化も合わせて競争が激化している。その中で、アカデミアが中心となり、2019
年5月にGlobal Biofoundry Alliance9-10）が設立され、国際連携のもと技術開発に取り組むことが合意さ
れた。DBTLサイクルのさらなる効率化、高速化に関する技術開発と同時にスケールアップなどの技術開発や
知識の集積が今後進んでいくものと思われる。
これまで数十年にわたり、石油化学由来の基幹化合物をバイオ由来に転換するバイオリファイナリーに関す

る研究開発が推進されてきた11-12）。研究開発の中心は米国とEUであるが、近年、韓国や中国などアジア諸
国での研究開発も盛んである。第二世代バイオエタノール（セルロース系エタノール）の技術開発は継続して
いるものの、大手企業が撤退し、ブラジルを中心としたでんぷんベースの第一世代と合わせた1.5世代の商業
生産が拡大している。バイオポリマー原料の生産研究としては、1,3-プロパンジオール （PDO）やポリヒドロ
キシ酪酸（PHB）を対象としたものが代表例である13）。近年のトレンドとしては、食料バイオマスを原料と
するものから、非可食バイオマス（リグノセルロース等）やバイオマス廃棄物を原料とする有用物質生産へと
研究開発が拡大している14-15）。食品分野では遺伝子組換え酵母により製造されたバイオバニリンが市場に流
通している16）。
「バイオ戦略2019」にも掲げられているように、ビッグデータの活用を目指した情報処理技術が今後さら
に適用されると予想される。微生物が持つ多様性は、ゲノム・遺伝子の多様性に他ならない。微生物のゲノム
サイズは高等生物や植物に比べると遙かに小さく、利用可能な精度を持つゲノム配列が容易に取得できる。
個々の微生物が持つ代謝経路の解析が進み、それらを組み合わせることにより、本来は存在しない新奇の代
謝経路の設計が可能になりつつある。代謝経路を構築には、多くの外来遺伝子を導入する必要があるため、
長鎖DNAの人工合成技術や自動化技術が不可欠である。また、代謝フローを構成する各遺伝子の発現を同
時最適化するためのコンビナトリアル最適化という手法が注目されている17-19）。
本領域の従来の概念を発展させた次世代のフロンティアとして、無細胞合成生物学が提唱されている20）。

現時点では無細胞反応系は反応効率の点で生物生産には遠く及ばないが、DBTLサイクルを回す自動化技術
が進むにつれて、細胞を必要としない無細胞合成に発展するというものである。転写・翻訳・翻訳後修飾と
いった生物学的プロセスを効率的に実装できる技術が開発され、細胞という生きた工場を超える規模と効率
を持つ無細胞合成系の確立を目指すものである。例えば、目的化合物に細胞毒性がある場合には、この手法
が選択肢になりうる。対象化合物は、糖、エタノール、アミノ酸などから微生物が本来生産しない新規化合
物 21）や複雑な構造を有するテルペノイド、アルカロイドなどにシフトしている22）。
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【海外】
米国では、National Bioeconomy Blueprint23）、マテリアルゲノム（MGI）戦略24）とNNMI「全米製

造イノベーションネットワーク」構想 25）に基づいて継続的にモノづくり技術開発が進められている。トランプ
政権では世界を主導するような具体的な動きは見られなかったが、2019年9月にサミット（WHITE 
HOUSE SUMMIT ON AMERICA’S BIOECONOMY）を開催し、バイオエコノミーを政権が優先的に取り
組む領域と特定した26）。
DOE Bioenergy Technology Office （BETO）主導で幅広い支援が行われており、2019年5月には、

バイオ燃料・バイオ製品・バイオパワーの研究開発に7,900万ドルを助成することを発表 27）。さらに、2019
年8月にはバイオ燃料生産に関するゲノム研究（植物12テーマ、微生物13テーマ）に3年間で6,400万ドル
を助成することを発表 28）、2020年7月には、33プロジェクトに9,700万ドルを助成すると発表している29）。
微生物分子生産に関しては、Agile Biofoundryの活動が注目される。これはDOE傘下の9つの研究機関

が連携して先進技術を開発しようとするもので、Synthetic Biologyのプラットフォームを強化しつつ、企業
との共同開発も進められている。2019年には、バイオ製造セクターを加速するために合計500万ドルを超え
る8つのプロジェクトを選択した。8つのプロジェクトには、パーム油代替品、合成ガスから化学品生産用宿主、
イソプロパノール生産、新規生分解性プラスチックの生産などが含まれている30）。
欧州では、欧州委員会が2018年10月に新たなバイオエコノミー戦略と行動計画（Horizon Europe31））

を発表し、新たな3つのアクションプランと14の実施項目を課題として取り上げている。その中には、革新的
なバイオ由来のソリューションの導入、持続可能なバイオリファイナリー、プラスチック代替バイオ由来製品
の開発など微生物分子生産に関係するものが含まれている。
英国は、2018年12月にバイオ戦略（Growing the bioeconomy： a national bioeconomy strategy 

to 2030）32）を公開した。2030年のバイオエコノミー市場を4,400億ポンド（2014年の2倍）にするとい
う挑戦的な目標を掲げており、対象はマテリアル、フードなど多岐にわたるが、達成の手段の例として2025
年までに全プラスチックをリユース、リサイクルあるいはコンポスト化可能なものにすることが含まれており、
微生物分子生産の貢献が期待される。
ドイツは、2020年1月に新しくバイオ戦略（National Bioeconomy Strategy33））を公開した。生物学

的知識と責任あるイノベーションにより持続可能で気候に影響しない開発、持続可能な循環経済のためのバ
イオジェニック原料の利用という2つのガイドラインを提示しているが、ともに微生物分子生産技術の貢献が
期待されている。
EUの取組みの特徴は、理想とする社会の実現に向けて、使い捨てプラスチックごみ問題から脱プラスチック、

生分解性プラスチックへの転換を社会導入するなど、政策に誘引されながら研究開発が進められている点に
ある34）。そのため、製造技術の研究開発と並行して、製品の社会許容に関する調査、製品の規格・認証シ
ステム・表示など、社会実装に必要な課題にも取り組んでいる。アカデミアと企業による事業化のギャップを
つなぐ支援も豊富である。産学官連携のための組織Bio-based Industries Consortium （BIC）が発足して
おり、2050年までにサスティナブルで競争力のあるbio-based industryを立ち上げ、経済成長と環境の調
和をサポートし、循環型社会の構築を目指している35）。BICには240社・クラスターがFull memberとして、
165機関の大学・研究機関・政府機関がAssociate memberとして参画している。研究開発だけでなく、各
種政策支援情報やbio-based industryに関する調査報告書、position paper等の情報発信も積極的に行っ
ている。予算配布の実務は傘下のBio-based Industries Joint Undertaking （BBI JU）が担当し、EUお
よびBICから委託を受けている予算規模は3.7億ユーロとされている36）。
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中国、韓国、シンガポールなどのアジア諸国でもバイオ戦略を立てて推進しているが、最近の更新は認めら
れていない。しかし、OECDのWorking Party37）などへ多くのアジア諸国や南米、環太平洋諸国などから
積極的に参加しており、微生物分子生産を含めたバイオエコノミーへの関心度の高さが感じられる。

【国内】
一方、我が国では、2019年6月にバイオ戦略2019を10年ぶりに公表し、さらに2020年6月にバイオ戦

略20204）を公表した。この中では、2030年に世界最先端のバイオエコノミー社会を実現することを目標とし、
バイオファースト発想に基づき、国内外から共感されるバイオコミュニティを形成し、バイオデータ駆動型の研
究開発を行うとしている。本研究領域は、9つの市場領域のうち①高機能バイオ素材、②バイオプラスチック、
④有機廃棄物・有機排水処理、⑤機能性食品、⑥バイオ医薬品等、⑦バイオ生産システム、の6領域に関与
しており、環境負荷を低減するバイオ製品の開発と市場獲得には微生物分子生産技術の貢献が期待される。

本領域の研究資金は、科研費に加えて、NEDO、JST等による大型プロジェクトが複数存在するが、米国
やEUに比べて規模が小さく、研究開発プロジェクトと目指すべき社会の実現に向けた政策的支援との連携が
薄い。限られた原資で効率的に研究開発を推進し、研究成果を社会実装するためには、省庁横断的なロード
マップの策定、産学官によるバイオコミュニティ・コンソーシアムの形成、適切な予算的支援と国際連携が鍵
になるだろう。

（4）注目動向
［新展開・技術トピックス］
•	Engineering Biology Research Consortium （EBRC） 
先進的な生物工学に関するグローバルニーズに対応する非営利の官民コミュニティであり、そのロードマッ

プ38）は注目に値する。技術的な4つの視点（①Engineering DNA, ②Biomolecular Engineering, ③
Host Engineering, ④Data Science）と5つのアプリケーション領域（①Industrial Biotechnology, ②
Health & Medicine, ③Food & Agriculture, ④Environmental Biotechnology, ⑤Energy）について、
詳細かつ戦略的にまとめている。

•	無細胞合成生物学
微生物分子生産において、目的分子が細胞毒性を示すため生産菌の構築に多くの困難さが生じる場合があ

る。その場合には無細胞代謝工学系 39） , 40）が有効なケースがある。これは、無細胞タンパク質合成系を用い
て必要な酵素を細胞外で調製し、補酵素等を添加した上で分子生産系を作動させるものである。補酵素の安
定性や拡散律速などの課題もあり、現時点では工業的生産に用いることは現実的ではないが、想定した代謝
パスウエイのプロトタイピングには活用できる41）。培養工程を省略できるため、システムの自動化にも適して
いる。

•	メタボライトバイオセンサー
メタボライトバイオセンサー42）とは、転写因子43）やアプタマー 44）、リボザイム45）、酵素タンパク質など

をセンサーとしてレポーター遺伝子を連結させて、細胞内の標的化合物の存在を検知・可視化する技術である。
蛍光タンパク質をレポーターとした蛍光検出や栄養要求性・薬剤耐性によるスクリーニングが可能である。本
方法により高速・高効率で目的形質をもつ細胞を選択することが可能になる有効な方法である。
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•	生成物の単離技術
工業的に微生物分子生産によりコモディティ化学品を製造する際の最大の課題はコストである。原料コスト

や生産微生物の効率・収率はもちろんであるが、目的生成物を反応液から分離精製するダウンストリームの
コスト削減が重要である。この課題を解決する方策として、分離させながら反応 46）を行う、分離を容易にす
るため有機溶媒中でワンポット反応させる研究47）や分離精製のしやすい生成物（エステル48-50）、アルデヒド
51）等）として目的物質を設計する研究も進んでいる。バイオとケミカルおよびエンジニアリングのハイブリッ
ド技術の進展が期待される。

•	Engineered Living Materials （ELM）
米国ハーバード大学Wyss InstituteのJoshiらによって提唱された概念52）。微生物生産では、微生物を

工場として目的物質を生産・精製するが、ELMでは目的物質に自己組織化能を与え、足場の上で成長し自己
組織化によって高次のマクロレベルの物質生産を行ったり、自己修復したりするというものである。NSF 
2026 Idea Machineで大賞（賞金26,000ドル）を受賞（NSF 2026 Idea Machineは、未来の科学技術・
工学・STEM教育に関する喫緊の課題に関するアイデアのコンペティション53））。 ELMはまだ概念レベルの
話であるが、従来の発想にとらわれずに新たな概念を創造しようという米国らしさが垣間見える。DARPAが
ELMに関する研究プログラムを設立しプロポーザルを募集している54）。

•	新規微生物・酵素探索
2016年に大阪府堺市の環境中からポリエチレンテレフタラート（PET）を炭素源として利用可能な新規微

生物が発見された55）。ゲノム解析、ゲノムマイニング技術及び網羅的遺伝子発現解析により、PETを効率的
にエチレングリコールとテレフタル酸へ加水分解する酵素（PETaseとMHEase）が見いだされた。社会問題
となっている環境中のマイクロプラスチックなどの石油由来ポリマーを微生物機能により分解するという新たな
潮流が生まれている。

•	コンビナトリアル最適化法
新規の複雑な酵素遺伝子を複数導入し、目的化合物を生産可能にする代謝経路を設計した微生物の代謝

経路フラックスを最適化するために、転写活性、転写干渉、遺伝子削除といった複数のシステムをモジュー
ル化し、組み合わせることで最適解を持つ微生物を選抜育種する方法である。例えば、CIChE法（poly-3-
hydroxybutilateに応用）やType I-E CRISPR interference法（4-Hydroxypropionate, Malonyl-CoA
に応用）などが挙げられる17-19）。

•	人工遺伝子合成
人工遺伝子合成技術は重要な基盤技術の一つであり、本技術の加速により微生物育種の効率が格段に向

上すると期待されており、安価でスケーラビリティがあり、正確かつ大規模・並列化・多様化技術が求められ
ている。「遺伝子を読む」技術はNGSの登場により大きく進展したが、今後は「遺伝子を書く」技術が本領
域の発展に欠かせない要素技術である。日本ではBacillus subtilisを用いた50 kbを超える長鎖DNA合成が
可能なCombi-OGAB法56）が開発され、この技術を元にしたSynplogenが2017年に設立した。UCLAが
開発した大規模並列化した人工遺伝子合成技術DropSynth法 57） は、DropSynth2.0へと進化し、2020年
にはOctantが設立された。
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［注目すべき国内外のプロジェクト］
<海外>
•	�米国DOE「New Projects to Accelerate Innovation and Growth in the Biomanufacturing Sector」
（2020年7月〜）
米国のバイオマニュファクチャリング部門を加速するために必要な研究開発を実施するために、アジャイル

バイオファウンドリ（ABF）コンソーシアムの一環で総額500万ドルを超える8つのプロジェクトを選択。

•	EU「Directed Protein Evolution for Synthetic Biology and Biocatalysis」（2017〜2021年）
進化工学的方法やラショナルな方法論を組み合わせてタンパク質の「よりスマートで効率的な探査」の達

成を目的。

•	�EU「Production of sustainable, advanced bio-ethANOL through an innovative gas-
fermentation process using exhaust gases emitted in the STEEL industry」（2015〜2021年）
鉄鋼業界が排出する排気ガスを用いた革新的なガス発酵プロセスを通じてバイオエタノールを生産。

Horizon2020における競争力のある低炭素エネルギーの要請;「高度なバイオ燃料技術の実証」に基づく。

•	EU「GasFermTEC： Gas Fermentation Technologies ERA Chair」（2018〜2023年）
都市廃棄物やバイオマスのガス化によって生成された廃棄物ガスやシンガスを含む、世界的に入手可能な

原料からの燃料と高価値の化学物質のバイオベースの生産を通じて炭素捕集。

•	CHASSYプロジェクト（EU/Horizen 2020）
出芽酵母や脂質酵母での脂質生産、耐熱酵母での芳香族アミノ酸生産を目指したもので、酵母株のゲノム

スケールモデルを開発して研究を行っている。アイルランド、オランダ、スウェーデン、フランス、スイス、ド
イツの大学・研究機関・企業が参加 58）。

<国内>
•	NEDO「植物等の生物を用いた高機能品生産技術の開発」（2016 〜2020 年度）
通称「スマートセル」プロジェクト。遺伝子設計に必要となる精緻で大規模な生物情報を高速に取得する

システム、細胞内プロセスの設計、ゲノム編集などを産業化するための技術開発を行い、これらを利用して植
物等による物質生産機能を制御・改変することで、省エネルギー・低コストの高機能品生産技術の確立をめ
ざす。

•	NEDO「カーボンリサイクル実現を加速するバイオ由来製品生産技術の開発」（2020〜2026年度）
新たなバイオ資源の拡充や工業化に向けたバイオ生産プロセス、生産プロセス条件と育種の関連付けが可

能となる統合解析システムの開発を行う。これらの技術によって実生産への橋渡しを効果的に行うバイオファ
ウンドリー基盤を整備し、バイオ由来製品の社会実装の加速とバイオエコノミーの活性化を果たす。2020年
度は以下の3テーマを採択した。

•	データ駆動型統合バイオ生産マネジメントシステム（Data-driven iBMS）の研究開発
•	データベース空間からの新規酵素リソースの創出
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•	遺伝子組換え植物を利用した大規模有用物質生産システムの実証開発

•	SIP 第 2 期「 スマートバイオ産業・農業基盤技術」（2018 〜2023年度）
「スマートバイオ産業・農業基盤技術」は、バイオとデジタルの融合によるイノベーションの基盤構築により

「バイオ戦略2019」が提示する ①「多様化×持続的」な一次生産 ②環境負荷の少ない持続的な製造法によ
る素材や資材のバイオ化 ③「医療×ヘルスケア」の融合による末永く社会参加できる社会 ④データ基盤整備
（活用が進まないバイオ関連既存DB の有効活用化）の実現に貢献する。

•	NEDO「海洋生分解性プラスチックの社会実装に向けた技術開発事業」（2020〜2024年度）
海洋生分解性プラスチックの市場導入を促進する。海洋生分解メカニズムに裏付けされた評価手法の開発

し、海洋生分解性プラスチックに関する新技術・新素材開発を行うことにより、物性・機能性を向上した新
素材による製品の普及拡大を加速させる。

•	内閣府・NEDO「ムーンショット型研究開発事業」
目標4：2050年までに、地球環境再生に向けた持続可能な資源循環を実現
大気中の二酸化炭素（CO2）や海洋プラスチックごみなど、環境に広く拡散された物質や低濃度な状態で

環境に排出される物質について、それらを回収し有益な資源に変換する技術や、分解・無害化する技術に関
する挑戦的な研究開発プロジェクトを対象。

•	内閣府・NARO「ムーンショット型農林水産研究開発事業」
目標5：2050年までに、未利用の生物機能等のフル活用により、地球規模でムリ・ムダのない持続的な食

料供給産業を創出
「生物機能をフル活用した完全資源循環型の食料生産システム」のプロトタイプを開発・実証、「健康・環
境に配慮した合理的な食料消費を促す解決法」のプロトタイプを開発・実証。

•	バイオファウンドリー国際連盟の構築
2019年、神戸大学を含む16機関がGlobal BioFoundry Alliance （GBA）を設立した。研究開発プロ

グラムの詳細は不明であるが、多国間で分散・連携した大型プロジェクトが始まる可能性がある59）。

•	科研費・新学術領域（研究領域提案型）（2016〜2020年度）
生物合成系の再設計による複雑骨格機能分子の革新的創成科学（領域番号2805）
NGSで解析したゲノム情報を利用し、ゲノムマイニングにより天然物の生合成遺伝子を再構築することで新

たな天然物の効率的な生産を目指す。設計図を読み解くという研究から新しい設計図を書くという視点で、
生物の持つ生合成システムの合理的再構築を目指すものである。主に医薬品原料などの応用を視野に入れた
複雑骨格機能分子を標的にしている60）。

（5）科学技術的課題
微生物分子生産における技術的な課題は、標的化合物生産菌（あるいは生産酵素触媒）の開発期間の短

縮及び工業化可能な高性能かつロバストな工業化細菌の開発である。
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生産菌の開発は、DBTL（Design/Build/Test/Learn）サイクルの自動化・高速化により効率化が図られ
てきているが、さらなる高速化が期待される。Designでは、データの利活用の高度化やシミュレーション等
の技術によりさらなる高速化が期待されるとともにデータ駆動型の方法論の深化が必要である。 Learnから
Designのサイクルにおいては、利用可能なバイオリソースの多様性も重要である。環境メタゲノムデータの蓄
積により標的候補のゲノムデータは利用可能となっているが、表現型データを有するゲノムデータの有用性は
高い。環境中の微生物の99%は単離されていないことを考えると、これらの微生物の単離、活用はバイオリ
ソースの多様性を拡張すると思われる。マイクロドロプレット61）による難培養微生物の取得や複合系微生物
の可視化技術 62）、微生物の相互作用により新規化合物を探索する技術 63）なども取り組まれており、さらな
る発展が期待される。
BuildやTestでは、ロボティクスによる自動化や遺伝子クラスターの一括合成 64）などによる高速化や低コ

スト化、小スケールの評価システムが重要となる。特にTestにおいては、一次評価の一括大量処理とスケー
ルアップを考慮したより正確な二次評価の高速化がポイントとなる。一次評価は、マイクロプレートやセル
ソータなどで行うことが一般的であり、蛍光や発色による検出系の開発が重要であるが、標的化合物や標的
酵素ごとに必要となるマッチングは経験的に行われており、大きな課題となっている。この課題解決のため、
マイクロ流路によりドロプレットとして微生物を分離培養した後、分割して培養液をマススペクトル分析により
生成物を特定、生産菌を回収するシステムが開発65）されており、高速化・自動化に期待がかかる。さらに、
標的化合物をセンシングする、メタボライトセンサー 42-45）により生産菌を検出する方法も広く開発されてきて
おり、非常に有望な技術と考えられる。二次評価の正確性向上については、Amber66）などの装置が開発さ
れているが、まだまだ高価であり、廉価版の装置開発が必要である。
Learnについては、多種多様なデータの取得とデータの利活用の高度化が重要である。オミクス技術・デー

タの統合が進められているが、自動化も含めてさらに高度化されることが期待される。これまで実施されたプ
ロジェクトで取得された多様で大量なデータは、プロジェクト終了後にはデータベースを維持するのが難しい
状況になっている。有用なデータを幅広く有効活用するために、保存形式や保存方法などの統一化・基準化
に加えて、データ共通基盤の拠点整備なども重要と考えられる。
情報処理技術とAIによる生物学的データの解釈と新規代謝経路の設計という大きな潮流において、データ

と数理モデルがあれば最適解に辿り着けるのが理想であるが、まだその域には到達していない。課題としては
以下が挙げられる。①数理モデルにおいて、生物学的データの曖昧さを解消する技術　②生物学的現象を記
述する数理モデルの十分な発展　③数理モデルによる予測精度と結果の生物学的な評価手法の確立：ある代
謝経路において最も効率的な酵素を見つける場合には、膨大なホモログ遺伝子リストから候補遺伝子を絞り
込み、宿主微生物へ導入し、その活性を評価する必要がある。そのための大規模・並列化といった同時に多
数のモデルを検証できるシステム開発が必要になる。また、代謝経路を同時最適化するシステムも必要である。
④宿主微生物の選択：モデル微生物では、BuildやTestは自動化がある程度実用化しているが、目的化合物
の生産に適した宿主がモデル微生物（大腸菌や出芽酵母など）であるとは限らない。宿主微生物選択の最適
解を与える手法は確立が求められている。⑤個々の微生物に内在する二次代謝経路の十分な理解
生命現象は未知の部分が多く、新しく見いだされた現象が思いもよらぬイノベーションに繋がることも多い。

近年注目されている細胞外微粒子67）なども現象の解明や自然界での挙動解析などが、将来的に微生物生産
にも活用される情報へと繋がることを期待したい。
ラボスケールで人工的な代謝経路を構成する遺伝子群を導入し、目的物質を生産可能な微生物が構築でき

たとしても、そのまま産業応用できる訳ではない。微生物は小さな工場であり、原料を代謝経路に従って加工
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し、生産された目的物質を精製することで一連のプロセスが完了する。育種微生物を培養して効率的に目的
物質を取得する工業プロセスの構築が重要である。微生物育種研究だけでなく生物プロセス工学という異な
る分野の協調的な発展が必要である。
目的物質が化石燃料由来の化学品の代替とする場合、開発初期から再生可能な原料の活用や生成物の反

応液からの分離回収などの工学的な視点を持つことが重要である。再生可能な原料の活用性については、例
えば、リグノセルロース系原料の場合、前処理で微生物の生育や代謝を阻害する物質が発生する場合が多く、
耐性付与を考慮した生産系の構築が必要となる。また、生成物の分離回収などのダウンストリームプロセス
への負荷低減を考慮した生産系の構築も必要となり、揮発成分として生産回収する系46） , 48-51）、水への溶解
度の低い誘導体として生産する系などの検討もされている。いずれにしてもトータルコストを考慮した微生物
分子生産技術の開発が重要である。
工業化可能な高性能かつロバストな工業化菌の開発は、企業各社の競争領域の範疇であり、非公開の部

分も多いが、開発の効率化のためには、産学連携の仕組み作りが必要である。企業のオープン・クローズド
戦略に配慮しつつ、協調領域で活用できるデータやナレッジを共有することにより、国際競争力を有した迅速
な技術開発が可能となる。

（6）その他の課題
微生物分子生産の技術開発は、様々な生命機能の解明や活用の視点が必要であり、それらに対する基盤的

な研究成果の蓄積が協調領域で取り組まれることが重要である。近年、企業の技術開発では、自然界からの
新規微生物の探索はほとんど行われていないという声が多い。メタゲノムデータなどからの遺伝子マイニング
により、標的酵素触媒を取得、さらに酵素工学的手法による性能改善という流れが主流となっている。成果
取得のスピードの点からは適切な戦略と考えられるが、技術の幅自体は広がる訳ではない。難培養微生物の
取得や動物・植物などの新規酵素や機能の解明、二次代謝産物の探索などという基礎研究も地道に継続する
必要がある。日本は、この点に強みを有していたが、近年は注目されない場合が多い。名古屋議定書を十分
認識しつつ、バイオリソース資源国などとの連携なども視野に一定の研究開発投資をすべきではないかと思わ
れる。
現代の微生物有用物質生産は、遺伝子組換え技術（ゲノム編集技術を含む）を適用することが前提となっ

ており、「生物多様性条約カルタヘナ議定書」と「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性
の確保に関する法律」の遵守は常に付きまとう。第二種利用の事業化に際しては大臣確認が必要であり、企
業が避けて通れないハードルとなっている。
本領域では、各種遺伝子資源を利用することになるが、生物多様性条約・名古屋議定書において「遺伝資

源の取得の機会、およびその利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分（ABS）」が定められ、2017年8
月から発効している。これは、商業利用だけでなく学術利用に関しても適用されるうえ、生物から抽出された
DNA/RNAなどもABSの対象で、タンパク質や代謝産物は派生物であるが、派生物や塩基配列情報まで
ABSの対象とする国内法を持つ国もあるため注意が必要となる。
本領域のゴールは産業利用であるため、宿主微生物の選択は代謝経路設計と密接に関連し重要である。モ

デル微生物に関しては文部科学省のナショナルバイオリソースプロジェクト（NBRP）内にライブラリがあり、
産業用途の微生物に関しては、製品評価技術基盤機構（NITE）のバイオテクノロジーセンターで管理されて
いる68）。これまで企業や大学で個別に保有・維持してきた微生物ライブラリは散逸あるいは失われる懸念が
あるため、NITEでは、これらの埋蔵「菌」を収集・一元管理することにより、企業や大学・研究機関が再
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利用可能にするプロジェクトを始めている。研究者がこの微生物ストックを手軽に利用できるようになれば、
我が国の本領域の研究開発の発展につながるだろう69）。
微生物分子生産分野の産業化のためには開発初期から工学的な視点で取り組むことが重要であり、学術連

携と産学連携が極めて重要である。このため欧米、韓国、シンガポールなどでは研究者ネットワーク・コン
ソーシアムを形成して国内外連携による研究開発に取り組んでいるが、そのような場で日本人研究者の活躍を
見る機会は少ない。ここでは、工学、理学、医学、解析装置開発など幅広い研究者が集まり、プラスチック
原料のような汎用化学品のバイオ生産からワクチンなどの医薬品開発まで柔軟に開発を行うオープンイノベー
ションの場が広がっている。日本の研究者人材の数や意識、ネットワーク構築力という点も課題となるが、大
学を中心とした国際的ネットワーク形成を促進することが必要である。
研究人材の育成では、ウエットといわれる実験生物系の研究とドライといわれる情報処理系の研究を同時

に理解し、牽引できる人材の育成が急務である。また、STEAM人材の育成やデザイン思考の人材育成、
RRI・ELSI視点を持った研究者の育成も必要とされている。これらは、高等教育から始めるのではなく、初
等教育から始める必要があり、国民的なサイエンスコミュニケーションの場の設定が重要だと考えられる。
“バイオ（生物化学）”と“デジタル（AI）”は、歴史上の何よりも世界を変えるだろうとも言われており70）、

夢があると共に持続性があり、豊かな社会の実現に大きく貢献するものと期待される。
研究成果が社会に還元される際、微生物による生産物が、我々の生活に深く関わるものであるほど、その

背景にある科学技術が社会問題化する。例えば、天然由来物質を微生物生産に代替するという破壊的イノ
ベーションは、従来の生産国に大きな経済的な影響を与えることになる。 Evolva社が酵母で生産したバニリ
ンが市場に出た際の様々な反応は記憶に新しい。ステビア（甘味料）やオレンジフレーバーなども上市されて
おり、研究成果が次々に製品化されると思われる。革新的な技術とその利用に関しては、リスクとベネフィッ
トの評価等を通じた社会とのコミュニケーションや理念の共有が必要になるだろう。

（7）国際比較

国・地域 フェーズ 現状 トレンド 各国の状況、評価の際に参考にした根拠など

日本 基礎研究 ○ →

•	 内閣府：ムーンショット目標4「2050年までに地球環境再生に向けた
持続可能な資源循環を実現」204億円/5年

•	 微生物集団の相互作用に関する1細胞解析技術に関するJST-ERATO
プロジェクトが行われている71）。

•	 ERATO：「深津共生進化機構プロジェクト72）」（2019〜2025年）が
開始。共生現象の理解や制御による生物機能の活用が期待される。

•	 PET分解菌の発見、大腸菌によるアルカロイド合成、油脂酵母による
多価不飽和脂肪酸合成など優れた研究成果が見られる73）。

•	 新たな人工代謝経路を設計するためのツール開発とその利用が積極的
に進められている74-75）。
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応用研究・
開発 ○ ↗

•	 海洋プラスチック問題解決に向けた官民連携推進（CLOMA76）、
AEPW77）など）、再生可能原料からのプラスチック・生分解性プラス
チック開発など解決に向けた取り組みが進んでいる。

•	 経産省：「植物等の生物を用いた高機能品生産技術の開発事業」（2020
年度予算額26億円）の後継として「カーボンリサイクル実現を加速す
るバイオ由来製品生産技術の開発事業」（同18億円）、「プラスチック
有効利用高度化事業」（同10億円）が進行中。

•	 低分子医薬品や医薬中間体に関する技術開発は一定の規模で実施され
ているが、事業として中国などにシェアを占められている状況。

•	 カネカの生分解性ポリエステルPHBH製造技術開発と事業化は特筆す
べき成果である78-79）。

•	 産学官を巻き込んだコンソーシアム・イニシアチブの形成がなく、基礎
研究の成果を民間に橋渡しする機能に欠ける。バイオファウンドリーは、
神戸大学が日本で唯一名乗りを上げており、今後、民間企業を巻き込
んだ研究開発が進められると期待される80）。

米国

基礎研究 ◎ ↗

•	 DOE, DARPAを中心に中長期的視点で豊富な研究支援を行い、世界
におけるBio-based productsに関する研究開発をリードしている。

•	 大学主導の基礎研究への取り組みは依然強力であり、NSFを中心とし
て有識者がサポートする体制がうまく機能している。

•	 OECDなどの国際活動へも積極的に参加、主導しており、国際的なリー
ダシップを発揮している。

•	 EBRCはロードマップ 42）を作成・公表しており、戦略性的に取り組ん
でいる。

•	 先進的な解析技術や製品が基礎研究や応用研究をサポートすると共に
国際的な競争力の源泉となっている（次世代シーケンサー、一分子シー
ケンサー、メタボローム解析、プロテオーム解析など）。

•	 American Institute of Chemical Engineersなどが、合成生物学等
の国際学会を積極的に主催。オープンイノベーションの機会を効果的
に設定（SEED81）、Metabolic Enginerring82）、など多数）。

•	 Synbiobeta83）、Build-A-Cell84）、EBRC85）などのアカデミア連携の
組織が積極的に活動を行っている。

•	 酵母で大麻成分カンナビノイドおよび非天然誘導体の生合成に成功 86）。
•	 コンビナトリアル最適化法の一つであるSCRaMbLE法を適用し、出芽
酵母に構築したβカロテン合成を最適化 87）。

応用研究・開発 ◎ →

•	 合成生物学に関する有力なベンチャー企業が日本を始め諸外国の企業
のプロジェクトを受託・推進している（Zymergen、Ginkgo 
Bioworks、Amyrisなど）。

•	 DOEがAgile Biofoundryを中心とした企業連携による8つのプロジェ
クトに総額500万ドルをサポートし、事業化を加速。

•	 スタートアップの起業や成長は依然活発な状況を示している。ベン
チャーキャピタルやエンジェルなどの投資環境が整っている。

•	 BIO（Biotechnology Innovation Organization）88）が、継続的に
産官学連携の場の設定や、政策提言などを効果的に実施。

•	 BICなどアカデミアから民間への橋渡しを推進するシステムづくり、16
ある世界のバイオファウンドリーのうち4つが北米に存在 62）。

•	 人工遺伝子合成技術DropSynth法を有するOctantが登場（2020
年）57）。
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欧州

基礎研究 ◎ →

•	 英国、ドイツを中心にフランス・フィンランド・スイスなど合成生物学、
酵素工学の研究クラスターが集積しており、EUによるサポートや連携
も積極的に取り組まれている（英国は今後BREXITの影響を受ける）

•	 Horizon2020に基づいたプロジェクトが進行中。Horizon Europe31） 
（2021-2027）では、世界課題解決/産業競争力強化のため100億ユー
ロを付ける予定。本施策で生まれた成果を有効に活用すべく、論文化
の際に費用負担なく査読論文化するフラットフォームを構築 89）。

•	 英国Imperial College Londonが中心となって合成生物学の実用化
を推進するコンソーシアムSynbicite90）は、極めて積極的な活動を進
めている。特に、迅速なワクチン開発やアンカータンパク質の構造解
析など治療薬開発を先導している点は特筆される。

•	 大手化学企業や製薬企業が、アカデミアやスタートアップと連携してプ
ロジェクトに取り組む良好な研究エコシステムが構築されている。

•	 英国で大腸菌の全ゲノムにわたる大規模ゲノム改変を行い、縮重コドン
を削除した半合成大腸菌の開発に成功 91）。

応用研究・開発 ◎ ↗

•	 地球温暖化や海洋プラスチック問題へのアクションについて、産業界か
ら猶予を求める意見も出ているが、EUや政府はコロナ禍後の経済再
興において、環境問題に積極的な企業に支援を行う方向であり、今後
の展開を注視する必要がある92） , 93）。

•	 BASFは広く微生物分子生産技術を用いた事業を展開、DSMは飼料
も含めたNutrition, Health and Sustainable Living分野に集中、
スペシャリティーケミカル部門の一部はスピンアウトさせている。持続
性ある畜水産業のための戦略的イニシャティブを開始することを発表
94）。Bayerはゲノム編集に広く投資を展開しており、ゲノム編集による
有用作物の育種のみならず、微生物分子合成での展開が予想される。

•	 Bio-based industry政策推進のためBICとBIC JUが設立され、
CHASSY, RoadToB ioなど多数のプロジェクトが始動してい
る35） , 36） , 58）。

•	 IEA Bioenergy Task 42： オランダ、ドイツ、オーストラリア、デンマー
クが中心となりバイオリファイナリーへの取り組みを推進している95）。

•	 英国（エジンバラ大学、マンチェスター大学、ジーンミル大学）、デン
マーク（Novo Nordisk財団、デンマーク工科大）など6か所にバイ
オファウンドリーがある59）。

中国

基礎研究 ○ ↗

•	 13th Five-Year Plan（2015-2020）において、6分野 （Pharmaceuticals, 
Agriculture, Biomass energy, Environmental protection, Bio-
services, Biomedical engineering）に積極的な研究開発投資を実施。

•	 内容は非公開のものが多いが、バイオクラスターを中心に国際会議や
展示会、サミットの開催などを積極的に行っている

•	 合成生物学、Bio-based productsに関する論文量は米国に並びつつ
ある。

•	 2017年に中国科学院深セン先進技術研究院に合成生物学研究所を設
立し、国際ゲノム編集プロジェクトを中心に、Jef BoekeやJay D. 
Keaslingといった本領域の世界トップ研究者を招聘し、一気に研究レ
ベルの向上を目指している。

応用研究・
開発 ○ ↗

•	 2019年にIPOしたバイオ系スタートアップトップ10のうち、5つを中
国企業が占める。創薬ベンチャー中心に投資熱は高い。さらに、バイ
オモノづくり系のスタートアップも今後増えると予想される。

•	 天津大学合成生物学フロンティアサイエンスセンター、中国科学院深
セン合成生物学研究所・深セン先端技術研究所にバイオファウンドリー
が設立されている59）。
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韓国
基礎研究 △ → •	 2007年にBioCADを提案したのはKAISTであったが、その後、目立っ

た成果はない。

応用研究・
開発 △ → •	 目立った取り組みは認められず存在感はない。

その他
の国・
地域

基礎研究 ○ →

•	 シンガポールは、SINERGY（Singapore Consors ium fo r 
Synthetic Bioology）などの枠組みで積極的かつ戦略的に活動を展
開している。2019年10月には、US国防省の後援で、「Fu t r e 
Trends in Synthetic Biology：Asian Perspectives」を開催し、多
くの国が参加した。

•	 フィンランドは、VTTなどが中心となり各国企業との共同研究を推進
している。また、豊富な森林資源を活用した取り組みも盛んである。

•	 イスラエル（特にワイズマン研究所）の合成生物学・システム生物学
のレベルは高い。

•	 従属栄養微生物の大腸菌からCO2を唯一の炭素源として利用可能な独
立栄養大腸菌の構築に成功 96）。※ロックフェラー大・マックスプラン
ク研究所、スイス連邦工科大の共同研究

応用研究・開
発

△ →

•	 マレーシアは、いち早くバイオ戦略を発表し、バイオテクノロジーによ
る産業化を推進しているが、まだ実績は出ていない。

•	 フィンランドは、世界最大のバイオ燃料を生産 97）（10万トン/年）する
企業を有するが2019年にさらに加速するための政策を発表した98）。
中国企業が積極的な投資を進めており、今後の進捗を注視すべき。

•	 シンガポール国立大学を中心に合成生物学に力を入れており、同大学
にバイオファウンドリーも設立している59）。

（註１）フェーズ

基礎研究：大学 ･ 国研などでの基礎研究の範囲

応用研究 ･ 開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲　

（註２）現状　※日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価

◎：特に顕著な活動 ･ 成果が見えている	 〇：顕著な活動 ･ 成果が見えている

△：顕著な活動 ･ 成果が見えていない	 ×：特筆すべき活動 ･ 成果が見えていない

（註３）トレンド　※ここ１～２年の研究開発水準の変化　

↗：上昇傾向、→：現状維持、↘：下降傾向

関連する他の研究開発領域

・バイオマス発電・利用（環境・エネ分野　2.1.6）
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2.2.2	 植物分子生産

（1）研究開発領域の定義
植物バイオテクノロジーを駆使した比較的高コスト生産でも採算が見合うと考えられる、植物二次代謝物と、

当該植物以外の生物が産生する物質を、植物バイオテクノロジーによって植物に生合成させる物質生産につ
いて取り扱う。また、こうした植物を利用した物質生産において必須な、植物バイオテクノロジー技術に加え、
有用植物からの有用遺伝子の探索・同定技術についても取り扱う。

（2）キーワード
物質生産、植物バイオテクノロジー、植物の生合成、有用植物、機能性食品、植物化学、比較ゲノム進化学、

二次代謝系、遺伝子組換え、植物ゲノム編集、植物によるバイオ医薬品生産（Plant Made Pharmaceuticals： 
PMPs）、一過性発現系、植物組織・細胞培養、脂質分泌機構、植物ホルモン

（3）研究開発領域の概要
［本分野の意義］

SDGsの意識が高まるにつれ、カーボンリサイクルや低エネルギー物質生産が可能な、植物による物質生
産は、環境負荷低減型の生産系として近年、その存在感が飛躍的に高まっている。本稿では、植物バイオテ
クノロジーによって生産効率の大幅上昇が期待できる植物由来物質について、以下の2項目に分けて概説する。
一つは、天然の植物が生合成する植物二次代謝物の生産であり、もう一つは、植物以外の生物が生産する物
質を植物バイオテクノロジーによって植物に生産させる、植物によるバイオ医薬品等の製造についてである。

【植物二次代謝物と植物有用遺伝子】
医薬品やサプリメント原料、機能性食品原料、化粧品原料として利用されることが多い植物抽出物の市場

は、消費者のナチュラル志向の高まりもあり、急速な拡大を見せており、米大手市場調査会社BCCの分析に
よれば、2018年から2025年には年率6%の成長が見込まれている。こうした植物抽出物の有効成分は植物
二次代謝物である。植物二次代謝物とは、植物が生合成する化合物のうち、植物本体のエネルギー代謝には
直接関与しない化合物群を指す。植物二次代謝物には、植物体内での情報伝達を担う植物ホルモンや、植物
と他生物、すなわち害虫や寄生植物とのコミュニケーションを担う分子などが含まれ、これらは農薬や医薬品、
機能性食品成分などとして利用される。こうした植物二次代謝物の多くは、植物体内に含まれる量が極めて
微量であるため、その生産効率を上げるための努力が長年なされてきたが、多種多様な有用植物の多種多様
な生合成経路を詳細に捉えるには多大な労力が必要であり、その進捗は決して速くはなかった。しかし、近年、
DNAシーケンス技術やメタボローム解析技術の飛躍的な向上に加え、比較ゲノム進化学の進展により、これ
まで困難であった生合成機構の包括的でハイスループットな理解が可能になりつつある。こうした知見に加え、
遺伝子発現制御技術や組織・細胞培養技術など様々な植物バイオテクノロジー技術も日々進化しており、こう
した技術開発を縦横に駆使することで、本来は微量にしか存在しない植物二次代謝物の生産効率を高めるこ
とは十分に可能であり、経済的にも、またSDGsを推進する上でも大きな意義がある。

【植物によるバイオ医薬品生産（PMPs）】
近年、特に注目が集まっている植物バイオテクノロジーを駆使した物質生産としては、植物による医療用タ
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ンパク質生産、すなわちPlant Made Pharmaceuticals （PMPs）を挙げることができる。これは、抗体や
ワクチンなど、本来は植物以外の生物が生合成する医療用タンパク質を植物バイオテクノロジー技術によって
植物で生産する産業である。 PMPsでは、大型培養槽などの大規模施設･設備を要せず、栽培生産にかかる
試薬等コストを含め、イニシャル･ランニングコストの大幅な削減が可能である。さらに、哺乳類由来の病原
体は植物には感染しないため、製品の病原体汚染リスクが極めて低い点で安全性の高い生産系として、他の
バイオ生産系より優位な点において、高い期待が持たれている。
遺伝子組換えやバイオテクノロジーを駆使した植物による物質生産は、比較的新しい技術･研究開発分野

であり、これまで個別の基礎・基盤的技術開発は行われてきているが、産業化へと繋がるまでの俯瞰的研究
開発およびその実施例においては未だ未成熟な分野である。加えて、特に日本においては、基準･規制等の
整備が未整備であり、欧米･中国等に対して、新規植物バイオプロセスの知財化を伴う産業化に遅れないた
めにも、当該分野の実用化に資する具体的な技術開発は、喫緊の課題である。

［研究開発の動向］
【植物二次代謝物と植物有用遺伝子】

高付加価値物質として利用されることの多い、植物の二次代謝物は、本来は植物が病虫害や過酷な寒暖差
などの過酷な環境に適応して生き抜くために生合成される物質である1）。例えば、被食者を追い払うための生
物毒の強い二次代謝物や、カビ類などの病原体の侵入から身を保護するために抗菌性の物質を生合成するも
のもある。病虫害に抵抗するだけでなく、根から様々な物質を分泌し、この化合物に反応して植物にとって有
益な土壌微生物が植物の根の周囲に生息する現象も知られている。この中には共生する土壌微生物もあるが、
植物が分泌する化合物に反応する微生物の中には、植物にとって病害を及ぼすものもある。こうした二次代
謝物は、必要に応じて必要な場所でのみ生合成されるため、いつも大量に生合成されるわけではない。この
ように、人類が利用する植物二次代謝物の生合成量が元来少量であるということには、生物間相互作用にお
ける適応、という生態学的な理由が存在する1）。植物二次代謝物の効率的な生産のためには、この二次代謝
物によって仲介される生物間相互作用とそれにつながる生合成制御機構の全容を解明し、適切な介入を行う
ことが重要である。しかし、植物二次代謝物の生合成制御機構の全容解明は、多種多様な生物種の多種多
様な生合成経路が複雑に関与すること、植物には似て非なる重複遺伝子が大量に存在すること、などから、
従来の手法では一つの生合成経路の解明にも多大な労力と時間が必要であった。
基礎研究の分野では、近年、こうした壁を乗り越えることを可能にする様々な実験手法が相次いで利用さ

れるようになってきた。代表的なものとしては、DNAシーケンス技術、メタボローム解析技術、遺伝子及び
生体分子のアノテーション技術、比較ゲノム進化学、ケミカルバイオロジーを用いたアプローチ、分子間相互
作用のシミュレーションに基づく分子デザイン等を挙げることができる。特に、バイオインフォマティクスの進
展により、比較ゲノム進化学を利用した植物の有用遺伝子の探索・同定は、近年活況を見せている。最新の
研究例については次項で紹介する。また、ケミカルバイオロジーを用いたアプローチにより、人工合成した化
合物による植物の成長制御が可能であることが次 と々示され2） , 3） , 4）、遺伝子組換え以外の手段で植物の機能
を制御する手法が開拓されつつある。依然、消費者からの遺伝子組換え植物に対する拒否感がグローバルに
存在する中、遺伝子組換えを経ない、ケミカルバイオロジーを利用した植物の機能制御は今後、実用化に向
けて大きな期待がある。以上のように、従来のモデル植物の変異体を用いた分子遺伝学的解析に加え、こう
した様々な技術を駆使することにより、これまで明らかになることがなかった広範囲の植物種における、二次
代謝物の生合成制御機構が次 と々明らかにされつつある。
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近年、微生物を用いて高付加価値植物二次代謝物を生合成させる試みが、米国を中心に盛んに報告されて
いる。例えば、マラリヤ特効薬であるクソニンジン由来のアルテミシニン5）やケシ由来のモルヒネやコデイン
などの神経作用薬原料となるオピオイド6）を酵母に生合成させる研究例がある。こうした手法では、大量の
遺伝子セットを導入するためのバイオテクノロジー技術や代謝経路調節ばかりが注目されがちであるが、大前
提として、微生物に導入すべき遺伝子群、すなわち当該植物におけるその生合成経路に関わる遺伝子とその
機能が明らかにされている必要がある。このように、植物二次代謝物の生合成を明らかにすることは、植物
を利用した物質生産のみならず、バイオエコノミー全般に広く恩恵をもたらすと言える。
応用研究の分野では、植物の生合成に関わる遺伝子群を発現調節するための様々な手法の開発が進められ

ている。遺伝子組換えを用いない方法としては、完全人工光型植物工場などの設備を用い、様々な環境スト
レスを与えることによって植物の二次代謝系遺伝子操作の技術開発が進められている。また、最近のゲノム編
集技術の発展に伴い容易に核ゲノムのみならず、核遺伝子とは異なる二次代謝系を有する葉緑体等のオルガ
ネラゲノム編集も可能になり、これらの代謝系遺伝子発現を完全にノックアウトすることが可能になってきてい
る7）。加えて生育環境の変動による生体内二次代謝生合成増減の調節が、DNA配列のメチル化/脱メチル化
誘導により制御されていることが明らかにされつつあるが8） , 9）、RNA指令型DNAメチレーションの研究開発
に伴い、標的DNA配列に対するメチル化･脱メチル化を人為的に誘導する技術も開発されつつある10） , 11）。
これらの技術と従前のRNAi、目的遺伝子導入技術等を併用して、対象植物種の二次代謝系をファインチュー
ニングし、実用化を目指した目的二次代謝産物の高効率生産に関する研究開発も進められている。
一方、実用研究の分野では、希少植物から培養細胞を作成し、そこから特定の代謝物を高濃度に含む細

胞系統を選抜して有効成分を抽出することで、野生株を乱獲することなく高効率に植物二次代謝物を得る技
術が開発されている。植物組織や細胞を培養する基本技術そのものは、1980年代から存在するものであるが、
近年、工業生産に適した大規模培養が桁違いに安価に行えるようになったことで、実用化に拍車がかかって
いる。例えば、キリンホールディングスの「袋型培養槽」による病害抵抗性ジャガイモの種芋の大量供給12）や、
北海道三井化学の袋型バイオリアクターによるタキサン系医薬中間体10-DABの効率生産13）をその代表例と
して挙げることができる。また、希少植物が産生する極めて商用価値の高い有用成分を特定し、安価に入手
できる他の植物原料から半合成によって安価で安定的に生成する技術も開発されている14）。こうした技術は
希少植物の保護に役立つだけでなく、農薬フリーの安全な植物抽出物を安定的に供給するという点で期待さ
れている。このようにして安定的に植物二次代謝物が供給されることで、その生理活性についての研究が進展
し、植物抽出物市場の拡大へとつながることが期待されている。また、ゲノム編集技術を利用することで高付
加価値な代謝物を高濃度に含む農産物の開発が進められている。
また、近年、健康機能成分を含有する食品への関心が、グローバルに高まっており、薬用栄養学産業

（Neutraceutical Industry）と称する産業分野が生まれた。先進的な取り組み例を挙げると、「食を通じた
健康の推進」を戦略目標に掲げるオランダのフードバレーでは、2020年、食品が健康に及ぼす影響について
の臨床試験を行うための施設を、フードバレー内にあるヘルダースバレー病院内に設置し、さらなる臨床試験
を推進する予定である。また、世界最高の権威を持つ学術誌の一つ、Natureは、2020年に姉妹紙Nature 
Foodを創刊した。Nature Foodでは、食品生産の持続性や環境負荷などについて取り上げるとともに、食
品の栄養素と健康との関係についても取り扱っている。健康機能成分の多くは植物の二次代謝物であり、ま
た、ベジタリアンやビーガンといった消費者の植物食への志向も相まって、植物二次代謝物の健康への影響
を科学的に解析する必要性が高まっていると言えよう。健康機能成分を含む食品の取り扱いについては各国
が異なる対応を取っているが、日本は「特定保健食品（いわゆるトクホ）」「機能性表示食品」 といったサプリ
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メントや食品添加物とは異なる製品カテゴリーを備えており、この分野では先進的な取り組みを行っている。
機能性表示食品については2020年7月末時点で受理件数が2,800件を超えており、約半数が植物由来の製
品である。機能性表示食品は届出製品を用いたヒト試験もしくは査読付き科学論文に基づいたシステマティッ
クレビューのいずれかで届出を行うこととなっている。機能性を明らかにするためには、植物抽出物の活性評
価、単離・精製、構造解析が必須であり、こうした取り組みから従来知られていなかった生理活性成分や、
生理活性機能が明らかにされつつある。例えば、キョウチクトウ科のラフマの葉抽出物は抗ストレス素材とし
て古くから使用されていたが、厳密な成分管理がなされた抽出物を用いてヒト臨床試験を行った結果、睡眠
改善効果があることが明らかになり15）、睡眠訴求素材として新たな市場が形成されている。
【植物による医薬品生産（PMPs）】
PMPsは、1990年代に、遺伝子組換え植物体内で哺乳類の生理活性タンパク質や病原体の一部の遺伝子

発現によるワクチン効果が認められる報告が複数なされて以来、新たに確立された研究領域である。以降、
植物での高効率な遺伝子導入法、目的遺伝子の高発現のためのベクターやエンハンサーの開発、翻訳後産物
の細胞内局在に関する研究、糖鎖などの翻訳後修飾に関する研究、植物生産ワクチン等の動物試験など、個々
の要素技術に関して非常に多くの研究開発が欧米の研究機関において行われてきた。しかし、2009年に欧州
食品安全機関（EFSA）から当該組換え体の食品･飼料へのコンタミネーションリスクから非食用作物種利用
の提言が出されたことに加え、圃場栽培での医薬品製造基準への適合が困難でもあることから、圃場での
PMPs生産はほぼ断念される形となった。一方、日本では、2005年頃からPMPs研究分野と植物工場研究
分野を融合させる試みが開始され、最終的にはこの融合研究において上記コンタミネーションリスクの回避と
医薬品製造にかかる種々の基準をクリアすることで、2013年、世界で2例目となる遺伝子組換え体を用いた
医薬品、インターベリー®（動物薬）の開発･承認･上市に至り、当該領域での最先端成果を挙げることに成
功した16）。
2012年に承認1例目となったイスラエルProtalix社のゴーシェ病治療薬Elelyso®はニンジンの培養細胞

を用いたものであった17）が、インターベリーは遺伝子組換えイチゴを栽培する完全密閉型植物工場により医
薬品製造の基準を満たすことで、完全密閉型植物工場が、医薬品製造工場としても機能することを実証した。
このコンセプトを受けて諸外国でも同様の研究開発が進められ、特に米国ではDARPAやビルゲイツ財団等
の圧倒的巨額の研究開発費の投入により、上述の世界初の承認を得られた日本の植物･医薬品工場に比して、
栽培/製造面積が約10倍から100倍規模の遺伝子組換え植物/医薬品等製造工場研究開発拠点が複数箇所
整備され、実用化･事業化へ向けた具体的な研究開発が現在も急加速で進められている。
また、日本をはじめ、世界各国で遺伝子組換えオオムギやイネ、タバコを用いてヒト成長因子を主成分とし

た化粧品18）や、再生医療用の培地成分として必須なアルブミン、トランスフェリン、アクチビンA等の成分に
ついて、植物を用いたアニマルフリーな製品の開発が活発化している。こうした植物による医療用等タンパク
質生産には、現在では一過性発現系と呼ばれる遺伝子発現システムが使われることが多い。一過性遺伝子発
現システムは、大別すると植物ウイルスベクター、アグロインフィルトレーション、および、両者を融合した
MagnICON®に代表されるアグロインフェクション法が主として用いられている。これらは、いずれも植物病
原体の感染･増殖機能を利用する方法である。遺伝子組換え植物体を作出するには数ヶ月から半年くらい必
要なのに対して、一過性発現系では、感染後約1〜2週間以内で発現、目的物質にも因るが、葉生重量1g
あたり最大数mgの目的物質を得られる19）。
上述のDARPA等の研究費で整備された植物工場は、主にヒトの感染症に対するワクチンや医療用抗体等

の生産開発が進められており20）、FDAとの協議を重ねながら現在臨床試験の最終段階に至っているものもあ
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る21）。こうしたPMPsの開発は、ベンチャー企業を中心に展開しているが、近年ではこうしたベンチャー企業
の国際的なM&Aが活発化しており、特に、日本の製薬関連企業が、海外のPMPs企業の株式を過半数取得
したり、完全子会社化したりする事例が散見される。例えば、田辺三菱製薬は、2013年にカナダ発の大手
PMPsベンチャーであるMedicago社の65%の株式を取得し、2020年からは同社の代表取締役も田辺三菱
製薬出身者が務めている。メディカゴ社は2013年に田辺三菱製薬と米たばこ会社のフィリップ・モリス・イ
ンベストメントに買収された。また、デンカは2015年に、前述の一過性発現ベクターとして有名な
MagnICon®を開発したドイツのIcon Genetics GMBHを買収し、100%子会社としている。また、国内の
企業が米国の医薬品生産植物工場へ自社開発医薬品生産用の遺伝子組換え植物の生産を委託している例も
いくつかあり、日本の企業がPMPs領域での事業化へ向けた大きな動きを海外拠点で進めていることは特筆
に値する。これは、国内での中･大規模の医薬品生産植物生産拠点が整備されていないこと、米国企業の実
用化研究に伴いFDAの植物生産系に対する基準整備が進められていることが要因である。

（4）注目動向
［新展開・技術トピックス］

•	ゲノム情報が整備されていない有用植物であっても、近縁種や近縁種間の交雑種を用いてハイスループッ
トなDNAシーケンサーと高度なバイオインフォマティクス技術を駆使した比較ゲノム進化学を利用した解
析により、有用遺伝子を特定できることが示された。具体的には、雌雄異株の果樹であるキウイにおいて、
雌雄を決定する遺伝子を同定し、この遺伝子を導入することによって雌雄両性花の作出に成功した。雌
雄異株の果樹においては、果実のならない雄株の遺伝形質が不明であるため、掛け合わせによる品種改
良に多大な時間がかかっていたが、雌雄両性花の作出により、新種改良の迅速化が期待される22）。同
様に、イチイ由来の抗がん剤として知られるパクリタキセルの生合成に関与する遺伝子も同定された23）。

•	植物二次代謝物の増産においては、代謝系関連遺伝子の発現調節が重要であり、自然界では環境変動
に応じて関連DNA配列のメチル化･脱メチル化によって制御されていることが相次いで報告されてきた。
これを受けて、カリフォルニア大のグループがCRISPR/dCASの系を用い、また国内では植物ウイルスベ
クターの系を利用して、それぞれ目的DNA配列のみにメチル化・脱メチル化を誘導する技術の開発に成
功した。これらは、組換えと異なり元のDNA配列を一切変えること無く遺伝子の発現が制御可能な方法
であり、今後、物質生産の広範囲にわたって利用可能な有望な新規技術である24）。

•	筑波大学と筑波大学発のベンチャー企業であるサナテックシードは、ゲノム編集を用いて血圧降下作用が
期待できる健康機能性成分であるγ‐アミノ酪酸（GABA）を高濃度に含むトマトを開発した。この高
GABAトマトの開発では、外来の遺伝子は導入されておらず、トマトが本来持っているGABA合成酵素
遺伝子であるGAD遺伝子の活性調節部位を、ゲノム編集技術を用いて破壊することでGABAの高含量
化に成功した。サナテックシードは、このゲノム編集による高GABAトマトについて、2020年12月、厚
生労働省へゲノム編集技術応用食品としての届出を行い、厚生労働省はこの届出を認め、日本初のゲノ
ム編集食品となる見通しとなった。農林水産省へカルタヘナ法における「遺伝子組換え生物等」に該当
しない生物として情報提供書の提出及びゲノム編集飼料としての届出を行った25）。このゲノム編集による
高GABAトマトは「シシリアンルージュハイギャバ」として、2021年からまずは家庭菜園向けに苗の無
償提供を行い、実際に商品として流通するのは2022年以降の見込みとなる。

•	米国のDARPAプロジェクトの一環で整備された医薬品製造遺伝子組換え植物工場の一つとカルフォル
ニア大などが共同で、栽培から抽出･精製に至る工程、特に収穫後のダウンストリームプロセシングに注
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目し、設備投資、事業運営費OPEX、売上原価等を試算した論文を相次いで報告している26） , 27）。この
ように、単なる研究開発だけでなく、事業観点での評価も重視されている。

•	2019年に韓国の企業が開発した遺伝子組換えタバコで生産した家畜注射用ワクチンが動物用医薬品とし
て韓国所轄省庁から承認を得た。遺伝子組換え植物体により開発された医薬品の承認は日本に次いで二
例目で有り、注射型ワクチンとしては初である。これにより、医薬品としての承認を得るための非臨床安
全性試験、臨床試験、GMP対応等の韓国内での前例が示されたことになり、当該研究開発に必要なデー
タや基準･規制対応が明確化され、後続の実用化開発研究への門戸を大きく開いたことになる。また、
これを受けて韓国内に2018年から国内プロジェクトで医薬品開発用遺伝子組換え植物工場研究開発拠
点整備が進められており28）、より研究開発が加速化されると思われる。

［注目すべき国内外のプロジェクト］
【国内】

•	2020年度文科省戦略目標「革新的植物分子デザイン」に基づく、JST戦略的創造研究推進事業「さき
がけ」における「植物分子の機能と制御」（2020〜2024）において、植物分子（植物由来化合物及び
その関連遺伝子）を軸として、生体内及び生態系内の生命現象の解明と、その有効利用に資する基礎的
知見の創出と革新技術の構築に向けた研究が推進されている。

•	NEDOスマートセルプロジェクト「植物等の生物を用いた高機能品生産技術の開発」（FY2016-2020）
において、植物と微生物の両生物種を用いた生物生産の研究開発が推進されている。ゲノム情報等の膨
大なデータを活用し、物質生産効率を飛躍的に高めた細胞/植物（スマートセル）を開発する。ドライと
ウェットの融合を軸に、植物の場合は、Crisprに代わる国産ゲノム編集技術の開発、DNAやヒストンの
メチル化･脱メチル化を人為的に操作可能とし、遺伝子発現のスイッチを任意にON/OFF可能とする技術、
目的産物の細胞内輸送や蓄積部位を制御する等の遺伝子操作の基盤技術開発と特殊な環境/栽培技術に
よる二次代謝系遺伝子発現変動を精査し、目的物質の高効率生合成を誘導する栽培環境条件の推測を
可能にする技術の検討を行っている。また、これらの開発技術をリアルタイムでプロジェクト参加企業に
より事業化する実証研究が並行して行われている。

•	NEDO「カーボンリサイクル実現を加速するバイオ由来製品生産技術の開発」（FY2020-2026）において、
低炭素社会構築を指標に、バイオものづくり産業の基盤として、生物機能を活用した産業用物質生産シ
ステムの一貫的な検証を実現できるバイオファウンドリ基盤を開発し、バイオ由来製品の社会実装の加速
化を目指す。微生物と植物の両方を扱っている。

【海外】
•	EUではHorizon2020の中で、当該分野に関して2つのプロジェクトが走っている。一つは、Pharma-
Factoryで、もう一つがNewcotianaである。後者は、タバコを物質生産用の宿主植物として捉え、
CRISPR/Cas9などのゲノム編集技術に代表される新育種技術を利用して、代謝産物生産能を高めたタ
バコの新規育種と組換えタンパク質生産用の新規育種を同時並行に進め、事業規模の評価も行うことに
している。 Pharma-FactoryとNewcotianaは、人の健康のための試薬や医薬品開発というゴールへ向
けた開発であり、2020年のCOVID-19の流行に対して人の健康維持のために両プロジェクトがタバコ
を用いて何らかの貢献をすべく若干の方向修正を検討している。同様に、カナダ、ケベック州のCQDM
のファンディングにより企業と大学のコンソ-シアムによるVLP技術を利用したCOVID-19対策プロジェ
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クトが進められている。
•	韓国では、Pohang近郊に遺伝子組換え植物によるワクチン生産施設を整備している（2018-2021）。

（5）科学技術的課題
•	植物版iPS細胞化を可能にする技術開発
現状では、一部の作物を除き、ほとんどの有用植物において遺伝子組換え技術が確立していない。有用遺

伝子の同定や機能解析といった研究開発段階においても、有用物質生産といった実用段階においても、汎用
な遺伝子導入技術の確立は極めて重要である。多くの場合、遺伝子導入を行うには、組織培養を経てカルス
化と再分化が必要であるが、こうした培養方法は植物ごとに条件が異なることが多く、培養系の確立に極め
て長時間を要することが多い。脱分化を促すためのケミカルバイオロジーを用いたアプローチ4）や、脱分化・
再分化に関わる新たな因子の探索が進められている29）が、未だ、植物版iPS細胞とでも呼べる技術は確立
されておらず、喫緊の課題と言えよう。多くの植物二次代謝物は特定の組織や細胞でのみ生合成されるため、
脱分化と再分化に自在に介入できるようになれば、特定の物質を生合成する組織を培養したり、特定の組織
を多く含む植物体を設計することで、植物による物質生産の効率を飛躍的に高めることが可能になる。

•	植物体内での高蓄積および効果的な分泌を可能にする技術開発
植物を利用した物質生産においては、植物体における高効率な生合成に加え、有用物質の蓄積や排出も重

要な課題である。多くの二次代謝物は生物毒性を持つため、植物体内では特定の貯蔵組織に隔離されている
ことが多いが、この貯蔵キャパシティーを大きくすること、或いは速やかに植物体外に排出させることは高効
率な物質生産において重要である。油脂や脂肪酸、脂溶性二次代謝物の物質生産を目的とする場合には、油
脂分の回収効率を高めるために、生合成した脂質を体外に分泌させる機構の搭載、あるいは強化が必須であ
る。農学的にも、脂質の分泌は貯蔵根の病障害耐性において重要な役割を果たすことが知られているが、脂
質の細胞外分泌マシナリーは基礎研究において解析が始まったばかりである。一方、外来遺伝子の一過性発
現による物質生産においては、内在性のプロテアーゼなどによって目的タンパク質の90%近くが生分解されて
しまうとの報告もあり、これを抑制する技術開発が求められている。従って、植物体内での高蓄積あるいは、
効率的な排出のためのメカニズムを解明することは急務であると考えられる。

•	倍数体ゲノムへの挑戦
作物や果樹を含め、多くの有用植物は、似て非なる遺伝子セットを複数持つ異質倍数体である。特に、作

物や果樹では倍数性が高い方が植物体が大きくなる傾向があり、極めて有効な品種改良の手段として用いら
れてきた。しかし、倍数化が不可能な植物種も知られており、また、倍数化が起こる分子メカニズムはいまだ
不明である。一般的に植物には極めて多くの重複遺伝子が存在するが、倍数体植物種では、数種類の似て非
なるゲノムセットが存在するため、さらに多くの似て非なる遺伝子セットが複数存在することになる。このため、
ゲノム編集によるノックアウトでの形質改変が現状では難しい。従って、倍数化の分子メカニズムを解明し、
異質倍数体であってもゲノム情報の効率的な書き換えを可能にする技術を開発することは重要な課題である。

•	社会実装を実現する実用化研究の重要性
商用規模で植物二次代謝物や、遺伝子組換え、或いは一過的発現系を用いての医療用などの異種タンパク

質を生産するには、ハイスループットで低コストな生産システムを実現する技術開発が必要である。具体的に
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は、目的物質を大量に生合成でき、かつ省エネルギーで目的物質の認証基準に合った栽培環境の構築、植物
体からの高効率、ハイスループットな抽出・精製技術の確立、ハイスループットな遺伝子導入とその解析技術
（数百〜千個体/回レベル）などを挙げることができる。こうした課題は試行錯誤による生産システムの改良だ
けで達成されるものではなく、植物の生合成について、細胞生物学的な視点から生態学的な視点まで広く多
角的に包括的な理解を目指す過程で、そのブレイクスルーが生まれると考えられる。

（6）その他の課題
植物を利用した高効率な物質生産を推進し、社会実装することは、SDGsの達成に貢献する上で多面的な

効果がある。植物による物質生産は、サスティナブルで低エネルギー消費な物質生産であるだけでなく、例
えば名古屋議定書の順守を通じて開発途上国の経済発展に貢献すること、また、高度に管理された高効率物
質生産により稀少植物の乱獲を防ぎつつ、物質生産の高効率化によって無節制な農地の拡大を抑制して自然
環境の保全にも貢献することができる。
植物を利用した高効率な物質生産を社会実装につなげるためには、基礎、応用、実装研究の十分な連携

が必要であるが、現状では基礎、応用研究は推進されつつあるものの、実装研究との連携が極めて不十分で
あるため、これらの基礎・応用研究の成果を社会実装につなげることが困難な状況である。実装研究とは、
市場の需要や消費者の志向動向を見極めたうえで、コストや安全性、各種法規制や知財への対応を盛り込ん
だ研究開発を指す。こうした実装研究を実現するためには、産学官が連携し、以下の2点について留意する
ことが重要である。

（i）異なる研究分野が連携・融合した研究開発体制の整備
PMPsの開発には、植物分子生物学、植物生理学、植物病理学といった植物分野の研究者だけでなく、完

全密閉型植物工場を実現する機械工学分野や生物環境工学、また、医薬品としての価値を担保し、革新的な
医薬品開発を行う医学や獣医学、薬学分野、など、極めて多くの異なる分野の研究者の参画が必要であった。
植物二次代謝物についても同様に、植物化学、細胞生物学、構造生物学、天然物化学、応用微生物学、薬学、
食品科学などの分野が連携して研究開発を進める必要があると考えられる。特に、食品が健康に及ぼす影響
についての研究がグローバルに興隆している現在、植物二次代謝物の生理活性について、医薬品だけでなく
食品への応用をターゲットに据え、その健康に及ぼす影響を精緻に解析することは、社会実装を目指すうえ
で急務であると考えられる。現在、国内学会は各専門分野、領域に特化したものが多く、分野横断的な、あ
るいは異分野研究領域が交差するような応用目的の学会/研究会は少なく、主に学会主催で行われるシンポ
ジウム等も分野融合的なものはごく希であり、異なる専門分野の研究者間で情報交換や、知識の共有をする
機会が少ない。このことが、本研究分野における実用化･応用研究が少ない要因の一つとなっている。
同様に、産学連携においても、一企業が当該分野での事業化目的研究開発を推進するためには、異なる複

数の学会等に参加・情報収集し、目的に適した異分野専門研究者の連携、共同研究体制を構築する必要が
ある。しかし、一研究機関や一企業が主体となって、これらの研究体制を整備することは、多くの労力と困難
を伴うものであり、それらを軽減するためにも国主導型のプロジェクト等で体制を整えるなどの工夫が必要で
ある。

（ii）法規制
日本は機能性表示食品制度や、外来遺伝子を含まないSDN-1ゲノム編集農産物の流通について、グロー
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バル市場の先端を行く法規制を整備しているが、一方で、ゲノム編集農作物や遺伝子組換え植物に対する社
会の理解は決して十分なものでなく、最先端のバイオテクノロジーを駆使した植物による物質生産の社会実装
化の大きな障壁となっている。この傾向は決して日本独特のものではなく、世界中で遺伝子組換え作物が大
量に栽培されているものの、生鮮食料品としての利用が非常に少ないのは世界共通の傾向である。従って、
消費者に受容される製品分野から社会実装を進めることが重要であり、そのためにも産業化までのゴールを
見据え、産業界からの市場情報もフィードバックしつつ、基礎研究から事業化までを産官学の知恵を結集で
きるように支援すべく、ニーズのある植物や植物成分を選定し、集中して推進するなどの工夫が考えられる。
カルタヘナ第二種産業利用における植物利用が整備されていることは、当該技術の産業化に対して非常に

重要なことである。一方、遺伝子組換え植物による物質生産の出口としては、医薬品製造のための試薬や診
断薬、ワクチンや医療用タンパク質等が主として挙げられる。しかし、遺伝子組換え植物体を用いたこれらの
製造法は新規のものであり、例えば、Good Laboratory Practice （GLP）、Good Manufacturing 
Practice （GMP）対応、製造法や販売申請等に対する事例も無いことから、どのようにこれらの研究を進め
ていくべきかが不透明であり、技術の出口戦略の大きな障害となっている。
また、近年のグローバル電子商取引の発達により、海外発の多彩な植物由来化合物の素材が多く輸入され

るようになってきた。例えば、最近では大麻由来のカンナビジオール（CBD）と呼ばれる、幻覚を誘起しな
いがリラックス効果を持つとされる成分の国内への輸入が目立つ。海外から輸入されるCBD等の安全性につ
いて、当然、日本国内における明確な規格・規制が必要であるが、日本国内では大麻成分の研究および分析
は、麻薬取締法により厳しく制限されているため、日本国内での安全性やその含有成分濃度などについて、
検証されることなしに販売されている状況であり、消費者の安全を考えるうえで極めて憂慮すべき事態である。
国内の認証機関で分析し、安全性に関する規格・規制が整備されることが望ましい。

（7）国際比較

国・地域 フェーズ 現状 トレンド 各国の状況、評価の際に参考にした根拠など

日本

基礎研究 ○ → 植物ホルモンや植物の生合成研究ついては歴史的に強みがあるが、中国
や米国に比べると当該分野の研究者人口や研究費が少ない。

応用研究・開発 〇 →

当該研究開発分野での実用化・事業化を目標とする国内企業は複数在る
が、国内での研究ネットワーク・拠点が少ないことから、海外で研究開
発が進められている。現在、当該分野を含め産学連携体制での大きなプ
ロジェクトが無いことも、国内での実用化開発の失速の一因である。

米国

基礎研究 ○ →
有用物質生産植物種の大型ゲノム解析プロジェクト、高発現ベクターの
開発など、進められてきたが、現在は実用化･事業化目的応用研究へ比
重がかなりシフトしている。

応用研究・開発 ◎ ↗

大型生産設備の拡充や植物から目的物質抽出・精製工程の研究、それに
伴う施設整備･ランニングコスト･エネルギー消費・製品製造にかかる原
価コストの試算等の具体的な研究開発が進められている。また、医薬品
製造にかかる規制･基準の整備等も関係省庁と進められている。
COVID-19ワクチンも含め、ヒト用医薬品の承認へ最も近い位置にある。

欧州 基礎研究 〇 ↗ モデル植物研究が一段落し、実用植物の基礎研究が充実している。
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応用研究・開発 ◎ ↗

植物でのヒト型糖タンパク質生産技術、ICON genetics社の開発した
magnICON®等の一過性高発現ベクター開発成果が顕著であり、知財
化、およびライセンス化され世界中で利用されるなど、基礎･基盤技術が
開発されてきている。HORIZN2020の中の大型プロジェクトでさらに基
礎的知見、基盤技術の拡充が図られている。米国のような大型施設は無
いが、小･中規模ながら既に製造･上市に至る企業施設を有し、アカデミ
アと企業を結ぶ国際会議も毎年開催され、研究者間ネットワークが以前
から構築されており、応用技術の実用化意欲が高い。

中国

基礎研究 ○ → ゲノム編集、エピゲノム編集など基礎的論文数は非常に多く報告されてお
り、増加の傾向が続いている。

応用研究・開発 △ ↗
応用研究に関する情報はあまり見えてこないが、既に組換え植物での試
薬等生産を事業化している企業等は認められる。ただ、当該国のこの分
野における規制･基準がどのようになっているのかは見えて来ていない。

韓国

基礎研究 ○ →
植物生産タンパク質の翻訳後修飾などの基礎研究が行われている。高発
現化への基礎研究はむしろあまり認められない。日本と同様、研究者数
の規模は大きくない。

応用研究・開発 ◎ ↗

Bioapp社の開発した家畜用ワクチンの承認が得られたことにより、規制・
基準がある程度明確化されたことが実用化への道を拓いている。大型プ
ロジェクトで遺伝子組換え植物物質生産拠点形成が動いており、アジア
の中では最も事業化意欲が高い。

イスラエ
ル

基礎研究 △ → 基礎研究において、特に目立った動きは無い

応用研究・開発 ◎ →

培養細胞ながら遺伝子組換え植物で世界初のヒト用医療用タンパク質の
承認をFDAより取得し、ファイザーと販売契約を結んでいる。その他、
遺伝子組換え植物で再生医療用の試薬を生産･販売する企業など、事業
化実施例が他国より先駆けて行われてきている。

（註１）フェーズ

基礎研究：大学 ･ 国研などでの基礎研究の範囲

応用研究 ･ 開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲　

（註２）現状　※日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価

◎：特に顕著な活動 ･ 成果が見えている	 〇：顕著な活動 ･ 成果が見えている

△：顕著な活動 ･ 成果が見えていない	 ×：特筆すべき活動 ･ 成果が見えていない

（註３）トレンド　※ここ１～２年の研究開発水準の変化　

↗：上昇傾向、→：現状維持、↘：下降傾向

関連する他の研究開発領域

・バイオマス発電・利用（環境・エネ分野　2.1.6）
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2.2.3	 植物由来材料

（1）研究開発領域の定義
低環境負荷のモノづくりを目指すバイオエコノミーが大きな潮流となっている中で、本研究開発領域は、問

題解決の一つの方策として、再生産可能な資源として植物由来原料を用いるバイオマス化を推進するものであ
る。本項では、植物由来原料の開発、製造、既存材料のバイオマス化推進、および新たな機能性材料の開
発について、植物由来の原料を用いて製造されるバイオマスプラスチック（biomass plasticsあるいは
biobased plastics）およびセルロースナノファイバー（CNF）に焦点を当て概説する。

（2）キーワード
バイオエコノミー、サーキュラーエコノミー、バイオマス、植物由来原料、バイオマスプラスチック、ナノセ

ルロース、セルロースナノファイバー、構造材料、機能性材料

（3）研究開発領域の概要
［本領域の意義］

地球温暖化の原因となっているCO2の排出削減は産業界が総力を挙げて取り組む喫緊の課題である。この
様な脱炭素社会に向けた動きに伴い、次の3つの観点から植物が産生する物質群が化学品やエネルギーの原
料として注目され、利用への取り組みが活発化している。

•	再生産可能であり、枯渇性の化石資源の消費を抑制できる
•	温室効果ガスを用いて作られるため、温暖化を抑制できる
•	物質の分子の特徴が、製品の機能向上や新たな機能の付加に繋がるとともに環境負荷を低下できる

【バイオマスプラスチック】
プラスチックは石油採掘量の6%を使って年間4億トン生産されている。素材としてリサイクルされる量は約

20%にとどまり、また、その耐久性ゆえに環境に入り込んだ際に長期間存在し続けることから、今世界各地
域では、プラスチックの負の側面が社会的な課題とされている。一方で、プラスチックは、その優れた基本的
性能（成形加工性、軽量、耐久性、安価で安定した供給）やさらなる機能性の付加により、人々の暮らしの隅々
にまで浸透しており、感染症問題を背景に、安全・衛生上、どうしても必要なプラスチックがあることも認識
されている。ポリエチレン（PE）やポリプロピレン（PP）といった汎用プラスチックが今後も社会に欠かせ
ない役割を担っていく限り、その原料を植物由来に転換し、この四分の三世紀の間に蓄積してきたプラスチッ
クの製造、加工技術といった社会基盤を活かすことは、資源枯渇および温室効果ガス排出の課題への対策を
いち早く行う手段となり得る。また、植物由来の分子の知見とそのポリマー化の技術の洗練により、植物由
来の原料を使いこなすことで、既存の材料やその組み合わせでは実現が困難な機能を有する新たなバイオマ
スプラスチックの開発も期待される。

【CNF】
セルロースナノファイバー（CNF）は植物繊維をナノレベルまで解繊して得られる軽量、高強度、低線熱

膨張のナノ繊維である。木材の半分はCNFであり、国土の約7割が森林である我が国においては、木材蓄積
量の2/3を占める人工林において毎年8,000万m3近く（CNF量に換算して1500万トン）蓄積量が増加して
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おり、豊富な持続型自国資源である。CNFの製造と利用に関する研究は、欧州、北米、中国、韓国、そして
わが国で急速に進んでいる。我が国は、CNF材料について林業、製紙産業を含め、自動車・航空、電機･
電子、建築・建材等の産業、さらにはこれらの産業を支える化学産業、成形加工産業を包含した大規模なサ
プライチェーンを有している。高性能で高付加価値の大型産業資材として、自動車や電子機器、建材、医療、
化粧品など幅広い用途に向けたCNF材料開発を、基礎研究との両輪で推進していくことは、国際的に進んで
いるバイオエコノミー、サーキュラーエコノミーの観点から極めて意義のあることである。

［研究開発の動向］
【バイオマスプラスチック】
•	原料となるバイオマス化学品の開発
植物由来の材料としてバイオマスプラスチックを開発することは、これまで石油、石炭等を原料としてきた

一連の生産システムを大きく変換するチャレンジに他ならない。研究開発の項目は、工業化までの道筋の順
に、ターゲット化学品設定、原料選択、変換法選定、化学触媒/生物触媒開発、生産プロセス開発、および
大規模複合工業化となる。
バイオマスプラスチックを製造するために必要な原料は、現在、大量に安定的に生産され、かつ生産地域

で食用として用いられていないものを用いるため、持続的な供給が可能なものはトウモロコシ（Zea mays）、
サトウキビ（Saccharum officinarum）、テンサイ（サトウダイコン、Beta vulgaris）を代表とする糖類、ア
ブラヤシ（Elaeis guineensis）、ダイズ（Glycine max）、ナタネ（Brassica napusなど）、トウゴマ（Ricinus 
communis）といった作物から得る油脂に限られている。これらの原料からは、主に3つの方向性で化学品
が製造される。
A）	 石油化学の基礎原料となりうる物質を、植物由来のエタノール、あるいは有機系廃棄物、林木、藻類

を含めた有機物から製造する。
	 米国では、大量に生産される自国の植物由来資源をエネルギーや素材の製造に活用する目的で、

2000年代初頭からエネルギー省（Department of Energy、DOE）主導でバイオマスプラスチック
の原料となりうる植物由来の基盤化学品の開発を進めてきた。既に大量に生産されているエタノール
の化学変換により、エチレン、プロピレンといった基礎化学品を製造する研究機開発がプロセス開発か
らコスト低減まで広く行われている。さらに、未利用の植物由来の資源や、産業、生活から発生する
廃棄物を直接基礎化学品や炭化水素の混合物、すなわち原油に変換する挑戦が続けられている。

B）	 現在プラスチックの原料となっている化学品を、直接あるいは数度の変換を経て製造する。
	 米国DOE主導で進められてきた例に見られるように、植物由来の原料から化学変換法や発酵による生

物化学変換法で直接あるいはさまざまな化学品の製造のための中間物質（building blocks化学品）
を製造する研究開発が続けられている。乳酸、1,3-プロパンジオール（PDO）、1,4-ブタンジオール
（BDO）など商業生産が始まっているものに続いて、いくつかの化学品が開発途上にあり、それらを使っ
た製品の開発と歩調を合わせた取り組みがなされている。たとえば、植物由来の糖類を発酵して得た
乳酸を原料にして製造されるポリ乳酸（polylactic acid、PLA）、植物油脂からディーゼル燃料（脂
肪酸メチルエステル）を製造する際に副生するグリセリンから発酵法で1,3-プロパンジオール
（1,3-propanediol、PDO）を製造し、これを用いて製造されるポリトリメチレンテレフタレート（PTT）
は、ナイロン類を代替して商業的に成功した例として知られている。その他には、植物由来の糖や残
渣部分を原料に化学変換法で製造されるフランジカルボン酸（2,5-furandicarboxylic acid; FDCA）
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と植物由来のエタノールから得るエチレングリコール（EG）を用いて、ポリエチレンテレフタレート
（PET）を代替し、より高機能なポリエチレンフラノエート（PEF）を製造する開発が進められている。

C）	 市場が求めるプラチックの物性を実現するために必要な化学品を、植物の分子構造の特徴を活かして
製造する。

	 まず必要とされる物性を目標に定め、計算科学と情報科学を駆使したマテリアルインフォマティクス
（mateirals informatics、MI）の手法を開発しつつ、ポリマーにした際に想定の物性が発揮される
構造の化学品を、植物由来の原料から製造可能な範囲で作り出す試みが始まっている。

一方、現在製造販売されているバイオマスプラスチックのほとんどは、代替されたプラスチックより数十%
増から数倍の価格となっている。これは、現在は需要の立ち上がり期で生産設備が小さくスケールメリットが
出ないこと、新規設備への投資が価格に転嫁されること、さらに、石油製品がコンビナートでのリファイナリー
（petroleum refinary）方式で原料やエネルギーを高度に使いこなした上で製造されている情況と比較する
と植物由来の化学品は独立した製造設備での目的生産が多く、総合的な量産効果が得られないなどのコスト
低減の障壁になっている要因が多い。そこで、工学、経済学的な研究を中心に様々な分野の知見を総合した
バイオリファイナリー（biorefinary）構築のための基礎および応用研究が、ハブ研究拠点の活用などを通し
て進められている。

•	既存プラスチックのバイオマス化推進
資源枯渇および温室効果ガス排出の課題への対策として、各国では政府主導で現状必要欠くべからざる用

途のプラスチックに関して、植物由来原料に転換していく取り組みが、1970年台から始められている。周辺
領域の学術、技術の進展により、研究開発は2000年代に入って加速してきたが、海洋ゴミの中のプラスチッ
クの問題が顕在化してきた過去数年は特に、国や地域を超えた国際的な活動として拡がっており、特に欧州
では域内の経済活性化を兼ねて推進がなされている。ターゲットとしては、一般的に用いられている汎用プラ
スチックであるPEやPPに加え、特徴ある機能を持ったポリカーボネート（PC）類、ポリアミド（ナイロン、
polyamide、PA）類、ポリエステル（PEs）類、ポリウレタン（PU）類、ポリスチレン（PS）類などとなっ
ている。

•	新たなバイオマスプラスチックの開発
市場や製造の要求に応じてプラスチックに新たな機能を付与するためには、原料の組成を変える、添加剤

を加える、製造（重合）方法を変えるなどのポリマー製造の段階と、複数のプラスチックや添加剤を混合する、
複数の材料を層構造にする、製品に後処理を施すなどの加工の段階で行われる。しかし、既存の材料とアプ
ローチでは目標とする物性に到達できない、あるいは製造コストが現実的でない場合、さらに最近では、製
品の一生を通じて環境負荷を下げるために、新しい原料や重合方法を用いて新たなポリマーを作り出す試み
がなされる。植物由来の分子には、これらの目的を果たすための潜在的な可能性が秘められており、PC類で
は実際に既存の透明プラスチックの性能を凌駕する材料が、糖類由来のイソソルバイド（isosorbide）を用
いることによって得られ、商業化がなされている。この先行例に倣い、各国では高機能材料開発の大型の国
家プロジェクトが企画、遂行されている。特に、前述のようにブラスチックの物性からマテリアルインフォマ
ティクスを活用してポリマーの分子構造を推定していく方式のように、蓄積された経験、知見の外挿に踏み込
めるツールを開発に組み込んでいく時代となっている。
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【CNF】
CNFは、その製造と利用に関する研究が基礎と応用の両輪により世界中で活発に行われている。CNFに

関する研究は1980年前後に米国のTurbakらが製紙用パルプを解繊して調製したのが始まりと言われている。
研究開発が特に発展したのは2000年代に入ってからであり、2004年頃から論文や特許数が急激に増加して
いる。2019年度はナノセルロース（CNFおよびCNC（セルロースナノクリスタル）、それらを用いた材料の
総称）に関する論文、著書が5,471件あった。
日本におけるCNFに関する取り組みは活発かつ先進的である。2014年3月には経済産業省の主導により、

CNFの将来展開プランについて技術ロードマップが策定された。続いて、6月にはオールジャパン体制でナノ
セルロースの研究開発、事業化、標準化を加速するためのナノセルロースフォーラムが発足した（現ナノセル
ロースジャパン）。バイオ戦略2019などでも重要な戦略素材に挙げられている。この様な国家戦略の主導に
より、現在、CNFおよびCNF材料の製造を行う5つの商用プラント、22のテストプラントが国内で稼働して
いる。また、CNF材料の製造、利用に関する地域フォーラム、地域ハブが13あり、地域の公設試、企業と
連携して活発に活動している。日本と同じようにCNFに関する研究開発が活発なのは北欧、北米および中国
である。豊富な森林資源と大規模の製紙産業を背景に、スウェーデン、フィンランド、カナダ、米国では
2006-2008年頃から複数の大型プロジェクトが立ち上がり、それが現在も続いている。特許からみると出願
が多いのは、日本では、日本製紙、王子ホールディングス、凸版印刷、三菱化学、花王、フィンランドの
UPMキュンメネ、ストラ・エンソ、カナダのFP INNOVATIONS、一方、大学では、日本の京都大学と中
国の東華大学である。
CNFの製造では、多大なエネルギーを要するというコスト課題があり、製造方法について多くの方法が開

発されている。低濃度で製造する技術としては、高圧ホモジナイザー法、グラインダー法等があり、一方、高
濃度では2軸混練機などを用いた方法もある。解繊を促進するために触媒や酵素を使う技術も開発されている。
特に、TEMPO酸化触媒を用いることにより解繊を大きく促進する技術が確立された。この技術を開発した
東大の磯貝明ら日本人研究者3人が2015年スウェーデンの財団から森のノーベル賞といわれる「マルクス・
バーレンベリ賞」を授与されている。
CO2削減の観点から最も期待されるCNFの利用は、軽量、高強度の特徴を活かし、大量の使用、長期に

わたるCO2固定が期待できる構造用途である。世界のプラスチック消費量は年間3億トンになろうとしており、
この5%をCNFが占めるとすると10兆〜15兆円の市場になる。現在はガラス繊維や炭素繊維と同様に、樹
脂の補強用繊維としての利用が研究開発、事業化の中心となっている。
親水性のCNFと疎水性の樹脂をそのまま混合しても馴染まないことから、CNF強化樹脂材料では、CNF

表面の疎水化変性や樹脂との界面を制御する相溶化剤の開発が、製造プロセスの開発と共に進んでいる。そ
の中で、変性パルプを溶けた樹脂の中で混練し、パルプのナノ解繊と疎水化ナノファイバーの樹脂中への分散
をワンショットで行うコストパフォーマンスに優れた方法（パルプ直接混練法：京都プロセス）が我が国で開
発された。
可視光波長（400nm- 800nm）に対して十分に細いCNFは透明樹脂の透明性を損なうことなく補強でき

る（CNF強化透明樹脂シート）。あるいは100%CNFで透明シートになる。これらは低熱膨張、高強度のため、
自動車や建材のガラス代替として開発が進んでいる。CNFは微細な網目構造を形成するため、断熱材 や吸着
材 、分離材 、触媒担体 などに応用する検討も進められている。特にCNFからなる断熱材は、真空断熱にも
比する性能を示すだけでなく、光の透過性が高いため、夢の材料とも言われる「透明断熱材」を実現できる
可能性がある。透明断熱材は、住環境や自動車の窓ガラスにも適用できるため、著しい省エネルギー効果が
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期待されている。
CNFシートは、フレキシブル、折り畳み性、耐熱性、絶縁性、耐薬品性、表面平滑性、高誘電率という

特徴もあり、ペーパートランジスタ、ペーパー太陽電池、ペーパーメモリなどが論文発表されている。現在、
ウェアラブルデバイス、ヘルスケアデバイスなどはポリマー基板をベースに研究開発が進められているが、海
洋プラスチックのような環境問題を引き起こす懸念から、循環型資源や生分解性資源を使ったペーパー湿度 
センサやペーパーガスセンサ 、ひずみセンサなどディスポーザブルデバイスの開発が始まっている。
その他、Liイオン電池やスーパーキャパシタのセパレーターへの利用についても検討されている。生体親和

性があるCNFは人工の腱、軟骨、血管といった医療用途やコンタクトレンズへの応用も研究が進んでいる。
近年は、セラミックス等の無機材料とCNFを複合化する研究も進展しており、脆性の高いセラミックスに靭
性 や屈曲性 を付与し、加工性・操作性を格段に向上させる技術も蓄積されてきた。

 （4）注目動向
［新展開・技術トピックス］
【バイオマスプラスチック】
•	バイオクルード（bio-clude）製造のプロセス開発
植物由来の原料を物理化学的なプロセスで原油状態、あるいはナフサに変換するバイオクルード製造技術

が相次いで実証規模の試験に入った。これらの変換済み原料は、既存の石油精製および石油化学工業の設
備に原料として導入することができ、植物由来の材料を普及させるための有効な手段となる。

•	PET の100%植物由来化と植物由来のPPの原料製造の工業化
国の助成も得つつ企業主導で開発と投資が行われ、PETの100%植物由来化に必要なp-キシレン（PX）と、

PPのモノマーであるプロピレン製造の実証設備が建設中あるいは建設を終え、サンプル出荷が始まった。前
者は農業、林業残渣など未利用のリグノセルロース系バイオマスを原料としている。なお、既存プラスチック
の植物由来化に近い化学品としては、カブロラクタム（PAなどの原料）、アジピン酸（PA、PEsなどの原料）、
イソブテン（合成ゴムなどの原料）、プロピレングリコール（PEs、PUなどの原料）、ブタジエン（合成ゴム
などの原料）、イソプレン（合成ゴムなどの原料）などが挙げられる。

【CNF】
•	低コストでのCNF強化樹脂材料製造プロセス「京都プロセス」の開発と実証
パルプのナノ解繊と疎水化ナノファイバーの樹脂中への分散をワンショットで行う方法：パルプ直接混練法

「京都プロセス」が京都大学、京都市産業技術研究所等の共同研究で開発され、商用プラント建設へと発展
した。2018年6月には商用プラントで製造した疎水化変性CNFで補強した発泡樹脂材料をミッドソールに使
用したランニングシューズが販売され、世界中で700万足の売り上げを達成している。

•	ナノセルロースヴィークル（NCV）の開発
自動車へのCNF材料の本格投入に先立ち、京都大学が拠点となり2019年には、22の機関が参画し、ドア

（外板、トリム）、樹脂ガラス、ボンネットなど様々な部材にCNF材料を利用した実走するクルマ：ナノセルロー
スヴィークル（NCV）が完成し、東京モーターショーに出展された。NCVではCNFによる部材の軽量化効
果で一般的な自動車で比較し10%の低燃費化を達成している。

312 CRDS-FY2020-FR-04CRDS 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター

俯瞰報告書　　ライフサイエンス・臨床医学分野（２０２１）

俯
瞰
区
分
と
研
究
開
発
領
域

バ
イ
オ
エ
コ
ノ
ミ
ー

2.2



•	CNFの安全性評価
CNFおよびCNF材料の人体および環境中での安全性については長年にわたり評価されてきた。これまでの

ところ有害性に関する報告はなく、近年、食品や化粧品への添加剤として変性CNFが利用（商用化）されて
いる。最近は、海水中でのCNFの生分解性について評価が行われ、未処理CNFはもとよりアセチル化で疎
水化したCNFも海水中で分解することが明らかになっている。

［注目すべき国内外のプロジェクト］
【バイオマスプラスチック】
•	米国DARPA Living Foundryプログラム（2015年〜）
機能の発揮を期待される1,000個の生物由来の新たな分子を、オンデマンドに近い形で作り出す基盤技術

を構築。複数の産学連携研究グループがシステム作りと情報の蓄積を進めている。

•	米国DOE Bioenergy Technologies Office（BETO）
「BioEnergy Engineering for Products Synthesis」、「Process Development for Advanced 
Biofuels and Biopower」といったプログラムで、バイオマス原料から、生物的、及び化学的にバイオ燃料、
バイオ製品や化学中間体を商業的に実行可能な変換技術開発を支援（2016年度実績 約94億円）。

•	欧州Bio-based Industries Joint Undertaking（BBIJU） （2014年〜）
バイオベース産業セクターのプロジェクトに37億ユーロ（4,440億円）の資金を提供するイニシアチブ。

資金のうち9億7500万ユーロ（1170億円）はHorizon2020からの提供である。123のプロジェクトのうち
「GreenSolRes」プロジェクトでは、リグノセルロース系バイオマスからbuilding blocks化学品（プラットホー
ム化学品）であるレブリン酸（levulinic acid）を介してバイオマスプラスチックの製造を行う技術実証が行
われている。

•	内閣府戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第2期 「スマートバイオ産業・農業基盤技術」
「革新的バイオ素材・高機能品等の機能設計技術及び生産技術開発」では、バイオとデジタルの融合により、
新規バイオポリマーの探索から生産体系の確立までを一気通貫でおこなう基盤技術開発を推進。「生物機能
を活用した革新的バイオ素材・高機能 品等の生産システムの開発・実用化」においては、マテリアルインフォ
マティクス（MI）を植物由来の原料から機能の高いプラスチックの開発プロセスに応用し、イミダゾール系
の新たな材料として高耐熱性を備えたポリマーが開発されるなど成果が得られつつある。

•	科学技術振興機構（JST）先端的低炭素化技術開発（ALCA）
実用技術化プログラム「バイオマスの化成品化及びポリマー化のための高効率生産プロセスの開発」（2017

〜2019年度）では、食料と競合しないバイオマス資源のリグノセルロースを出発原料とし、化成品やポリマー
素材を生産する技術、それらを高効率・高速度で合成する触媒や酵素、省エネルギーで目的の製品を生産で
きる環境調和型プロセス等の開発を実施。

•	内閣府　ムーンショット型研究開発事業　目標4
2050年までに、地球環境再生に向けた持続可能な資源循環を実現するとし、プロジェクトの一つに「非
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可食性バイオマスを原料とした海洋分解可能なマルチロック型バイオポリマーの研究開発」を採択。

【CNF】
•	スウェーデン　Wallenberg Wood Science program （2008-2028年） 
王立工科大学（KTH）を中心にWallenberg Wood Science programを立ち上げ、2028年まで毎年7.2

百万ユーロの規模でCNFやリグニンの製造と利用に関する研究を行うことが決まっている。

•	フィンランド　FinnCERESプロジェクト（2018-2024年）
Aalto大学とフィンランド国立技術研究センター（VTT）が共同で行っているバイオエコノミーをベースに

置いた次世代CNF材料開発および関連人材育成プロジェクト。20名の博士研究員を新たに雇用し研究開発
を進めている。

•	JST未来社会創造事業「地球規模課題である低炭素社会の実現」領域（2017年〜）
「多段階ボトムアップ式構造制御によるセルロースナノファイバーの高度特性発現」（代表者：東京大学・齋
藤）、「変性CNFを用いる機能複合材料の階層構造制御」（代表者：大阪大学・宇山）において、CNFに関
する基礎的研究が進められている。

•	経済産業省地域オープンイノベーション拠点選抜事業（2020〜2022年度）
京都大学生存圏研究所がCNFを柱としたバイオナノマテリアル共同研究拠点（代表者：京都大学・矢野）

として選抜され、新素材-CNFナショナル・プラットフォーム（地域企業イノベーション支援事業、近畿経済
産業局、京都市産業技術研究所）と連携してCNF材料の社会実装を支援している。

•	�NEDO「炭素循環社会に貢献するセルロースナノファイバー関連技術開発」技術開発プロジェクト（2020
〜2024年度）　
次の研究開発項目によりCNFおよびCNF材料製造プロセスの飛躍的な改良による大幅なコスト削減、用

途開発の促進、CNF材料の安全性評価を進めている。
	 研究開発項目①「革新的CNF製造プロセス技術開発」7テーマ
	 研究開発項目②「量産効果が期待されるCNF利用技術の開発」6テーマ

（5）科学技術的課題
【バイオマスプラスチック】

バイオマスプラスチックの原料となる化学品を植物由来原料からより効率よく生産するためには、化学変換、
生物化学変換に欠かせない要素である触媒開発とリグノセルロース系バイオマスや有機廃棄物などの一次処
理の低環境負荷化、低コスト化が鍵となる。触媒開発においては、IT活用、自動化、極小スケール化などの
手法を用いたハイスループット化が望まれる。リグノセルロース系バイオマスや有機廃棄物などの資源は植物
が自身の体を支えるために作り出した強硬な分子構造であること、水分を多く含むことなどから、化学品に変
換するために多くのエネルギーを必要とする。そこで、常温常圧に近い環境での反応や、水分を含んでいても
効率的に反応が進行するプロセスの開発が望まれる。
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【CNF】
天然材料である木材や農産廃棄物から、工業的に安定して高品質の製品を生産する技術や資源を地域循環

させながら低コスト・低炭素で活用していくシステムの開発、国際標準化や製造プロセスや装置を含めたコス
トダウンのための基礎研究が必要である。また、原料である木質バイオマスの適正、材料のキャラクタリゼー
ションや強度等各種特性の発現するメカニズムの解明は、安定生産、品質改良、耐久性の向上等の面から継
続的に必要な研究テーマである。また、CNFはそのサイズからナノ材料であるため、安全性に関する評価は
継続して必要である。今後、産業的に大量に用いられることを想定するとリサイクル性の評価やライフサイク
ルアセスメント（LCA）、ライフサイクルCO2排出量（LCCO2）の評価も必要である。

（6）その他の課題
産業界は、提供する製品やサービスが地球環境と人々の暮らしを豊かにすることを第一に考え、環境

（environment）、社会（social）、ガバナンス（governance）、すなわちESGの観点から、製品やサービ
スのバリュー・チェーンを自ら評価している。植物由来の原料は人の手によってさまざまな場所や環境の下で
作られる資源である。これを今後も長く使っていくためには、環境面だけでなく倫理面への配慮が欠かせない。
まず、食料になりうる農産物を工業原料に用いることの是非については、目下さまざまな視点から議論が続け
られている。利用に際しては、全世界と地域ごとの食糧事情や農業の位置づけに注視し、都度判断をしてい
かなければならない。次に、植物由来の原料を直接扱う事業でないとしても、用いる原料が社会的に認めら
れているかを確認すること、すなわち、種々の持続可能性認証に示されるような正しく生産、管理された資源
を原料として選ぶ配慮が必要である。また、製品やサービスが環境に与える影響を、客観的に評価し公開す
ることが求められる方向にある。実際に、原料や製品の商取引の現場で、環境負荷値を仕様書に表すことを
求める地域がある。バイオマスプラスチックやCNFは環境負荷やエネルギー消費を抑える可能性があるが、
個々の最終製品とその廃棄処理までのlife cycle assessment（LCA）が行われた例は少ない。これらの環
境負荷を、より正しくかつわかりやすく示すシステムを整えていく必要がある。

【バイオマスプラスチック】
今後、新規な化学品、材料の開発にはAI、IoT、マテリアルインフォマティックス（MI）などIT関連技術

の応用が欠かせない。化学変換での化合物の変換、生物化学変換での化合物の変換、ポリマーの構造と物
性の関係等、現在は各々の製品の開発・製造企業に蓄えられている情報を含めてデータベース化し、利用が
できるようなシステム作りなど、デジタル活用のためのプラットホーム確立が必要である。
循環型社会では、一度使い終わった製品や生産現場で品質に届かなかったものは廃棄物ではなく資源と考

える。プラスチックはその姿形に至るまでに、多くのエネルギーを費やして高分子化してきた資源であるゆえ、
焼却によるエネルギーリカバリーや埋め立てといった最終処理はできるだけ避け、再び役に立つ素材として活
用したい。植物由来のPEやPETなど既存のリサイクルの仕組みにそのまま適応できるバイオマスプラスチッ
クは問題がない。一方、生分解性プラスチックや生物分子の特徴を活かしたバイオマスプラスチックを、PE、 
PET、 PP、 PSなどで成り立っているマテリアルリサイクルのシステムに混入させることは現状では避けなけれ
ばならない。ただし、素材を限定したマテリアルリサイクルや、さまざまな素材を受け容れるケミカルリサイク
ルの普及が進めば、これらプラスチックを再び原料とすることが可能となる。なお、実際にこれらのリサイク
ルを正しく行っていくためには、わかりやすい廃棄物回収の仕組み、たとえば製品への使用後の取り扱いの明
示とそれに沿った回収インフラの整備が必須である。
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【CNF】
この10年間で基礎的な蓄積は多くなっているが、それを踏まえた新規製造法や加工技術を考えると、基礎

研究と応用研究は必ずしもリンクしておらず、さらに、CNFの製造、変性に関する川上側（製紙会社）と加工
（化学・樹脂会社）と利用（自動車部材、家電部材、医療材料）との連携、相互理解がなされておらず、
CNF材料の社会実装を大きく妨げている。例えば、CNFを用いた軽量高強度材料、樹脂複合材料については、
一部、商用化が始まっているものの、現状では複合対象の樹脂と比較して価格が高く、強度、耐熱性などの
特性を保ちつつ、一層のコストダウンが求められている。CNFの電子デバイス研究開発では、国内外ともに
大学を中心とした基礎レベルの研究報告が多く、企業との産学連携や企業独自での研究開発が進んでいない。
CNFおよびCNF材料をバイオエコノミー、サーキュラーエコノミーの根幹となる大型素材として発展させてい
くためには、オープンイノベーション形式等による、川上・川中・川下を繋いだ21世紀型の学問体系の構築
が求められる。
また、グローバル事業展開のためには、日本の資源的、産業的特徴を活かしたイノベーションエコシステム

の創出が求められている。国際標準化をさらに進めつつ国際競争との協調を両立させることが課題である。
知的財産では、オープン・クローズ戦略を構築する必要がある。近畿、中国、四国、九州等では地域の特徴
を生かしたナノセルロースの拠点が形成されているが、地域経済の活性化のため、地域の資源的、産業的特
長を生かした地域展開の推進が必要である。並行して、各地域拠点の強みを活かした拠点間での連携、情報
共有、人的交流を国レベルで推進する必要がある。

（7）国際比較

国・地域 フェーズ 現状 トレンド 各国の状況、評価の際に参考にした根拠など

日本

基礎研究 ○ ↗

【バイオマスプラスチック】
•	 低利用/未利用の植物資源の利用や植物由来の原料からの高付加価値
プラスチック開発が進められている。

•	 セルロース系原料から化学品製造原料となる糖類を高効率、高品質に
得るためのプロセスの要素技術、天然樹脂やリグニンからの特殊機能
プラスチックの原料探索が行われている。

【CNF】
•	 昨年度のナノセルロースに関する論文・著書数は189件である。

応用研究・開発 ◎ →

【バイオマスプラスチック】
•	 代表的なバイオマスプラスチックの製造企業があり、PHA
（Polyhydroxyalkanate）類やポリカーボネート（polycarobonate、
PC）系バイオマスプラスチックなどの製造に係る研究開発が行われて
いる。

•	 業界が先導しアカデミアがサポートする研究開発を政府が技術基盤整
備から設備投資まで支援している。

【CNF】
•	 CNFおよびCNF材料の製造を行う5つの商用プラント、22のテストプ
ラントが稼働している。

•	 CNF材料の製造、利用に関する地域フォーラム、地域ハブが13あり、
地域の公設試験所、企業と連携して活動している。
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米国

基礎研究 〇 ↗

【バイオマスプラスチック】
•	 エネルギー省（DOE）の他、農務省（United States Department 
of Agriculture、USDA）も農業振興を目的に研究開発を推進している。
DOEがbuilding blocksと呼ぶ化学品は、現在20〜30種類がターゲッ
トとなっており、すでに商業化に至ったものまである。

•	 DARPAの Living Foundryプログラムが開発を目指す1,000個の新
たな分子の中には、バイオマスプラスチックの原料にすることが目的に
なっているものもある。

【CNF】
•	 ナショナル ナノテクノロジー イニシアティブ（NNI）が主導し、農務
省食糧農業研究所、森林局、エネルギー省、国立科学財団が具体的
なプロジェクト支援を行っている。

応用研究・開発 〇 ↗

【バイオマスプラスチック】
•	 大学やベンチャー企業の技術を取り入れつつ、主に大手の穀物流通業
や化学企業が開発を進めている。

【CNF】
•	 米国農務省林産研究所（FPL）、Maine州立大学から幅広い用途をター
ゲットとした様々なCNF、CNCが提供されている。

欧州

基礎研究 ◎ ↗

【バイオマスプラスチック】
•	 2000年代初頭には、フランス、オランダ、ドイツ、英国等に基礎〜応
用研究が可能なハブ施設が整備され、近年は、産学一体で森林資源
や農業生産物の効率的な化学品への変換など、原料生産に係る研究が
行われている。

【CNF】
•	 欧州委員会による森林分野研究コンソーシアムWood Wisedome-Net
やHorizon2020を通じ、ナノセルロース開発研究への投資や標準化
に取り組んでいる。ターゲット用途は、自動車、エレクトロニクス、パッ
ケージ、建築、医薬品・ヘルスケア等を想定。北欧に加えて、スイス、
フランスで盛ん。

応用研究・開発 ○ ↗

【バイオマスプラスチック】
•	 それぞれの国が擁する企業の優位性を活かして法制や標準化が進めら
れている。

•	 具体的には、PLA（オランダ）、1,4-ブタンジオール（1,4-butanediol、
BDO）を用いたポリエステル（polyester、PEs）類（イタリア、ドイ
ツ）、ナフサ（naphtha）（フィンランド）のプロセスが完成し、商業規
模の投資が進められつつある。

•	 ポリエチレンフラノエート（PEF）については、鍵となるフランジカル
ボン酸（FDCA）の製造技術の開発が異なったプロセスで米国企業と
競争状態になっており、今後の展開が注目される。
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中国

基礎研究 ○ ↗

【バイオマスプラスチック】
•	 大気や水質汚染対策も視野に入れ、過去20年来、広範な研究開発が
大学および国研で行われており、特に触媒など、製造プロセスに直接
関わるものに力が注がれている。

•	 リグノセルロース系バイオマスや植物油脂などから排出される二酸化炭
素を、直接化学品に変換する技術の開発が多く試みられている。

•	 生物化学変換の研究では、合成生物学（synthetic biology）の国際
ネットワークに参加するなど、加速が図られようとしている。

•	 国家発展改革委員会（National Development and Reform 
Commission、NDRC）が汚染防止法制中で、使用禁止とするプラス
チック製品の提示とバイオマスプラスチックへの置き換えを示した。

【CNF】
•	 2019度のナノセルロースに関する論文は1398件で世界第一位。全世
界の論文・著書数の1/4強を占める。数億円規模の大型プロジェクト
としてはCHINESE ACADEMY OF FORESTRY SCIENCES が行って
いる”Structural regulation and directed recombination of wood 
and its efficient utilization”がある。

応用研究・開発 ○ ↗

【バイオマスプラスチック】
•	 積極的なインフラ整備、設備投資や海外からの生産技術誘致により、
原料や材料の安定した生産が実現されつつある。

•	 PLA、ポリアミド（polyamide、PA）に加え、BPS（polybutylene 
succinate）系やPEFなどのPEsの開発が欧米日に肩を並べるレベル
になっている。

•	 材料の加工や他の材料との複合化技術については、2014年以降特許
出願数が日本を大きく上回っている。

【CNF】
•	 急激に活発化していると思われるが、詳細は明確でない。

韓国

基礎研究 〇 →

【バイオマスプラスチック】
•	 有力企業が主導する形で化学研究院（Korea Research Institute of 
Chemical Technology、KRICT）やKAIST（Korea Advanced 
Institute of Science and Technology）といった国の研究機関が密
接に協力し、開発を行っている。

【CNF】
•	 ナノセルロースに関する論文は2019年度183件で、日本とほぼ同じ。
•	 山林庁（Korea Forest Service）傘下の研究機関National Institute 
of Forest Serviceを中心にナノセルロースの研究開発が進んでいる。

•	 2020年から現代自動車も参加する4年間の新プロジェットが開始され
た。

応用研究・開発 ○ ↗

【バイオマスプラスチック】
•	 輸送機器（自動車）への応用を企業が牽引しており、耐熱性や強度、
成形性の改良を図っている。

•	 建築土木（建築材料）も加えた特許出願状況は、中国、日本に次いで
活発で、欧米とほぼ同水準。

【CNF】
•	 SAMSUNGやLGが国際市場を見据えて用途開発を推進。
•	 SAMSUNGはガラス繊維強化材料等について2018年の時点で300
名の研究者をCNF材料分野に投入し、EUのプラスチック構成製品の
廃棄物管理に関する法規制化への対応を目指している。
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カナダ

基礎研究 〇 ↗

【CNF】
•	 2019年の論文数は270件で日本の1.5倍。
•	 トロント大学グループ、アルバータ大学グループがナノセルロースの開
発研究を推進している。

応用研究・開発 〇 ↗

【CNF】
•	 天然資源省の支援の下、民間非営利研究機関であるFP Innovations
が中心となりナノセルロースの研究開発と実用化を推進している。
2012年には製紙会社と共同でCelluForce社を設立し、NCC商用プ
ラントを建設している。2014年にはKruger社と共同で、セルロース
フィラメントの実証プラントを稼動させた。自動車、航空機、食品、医
薬品、パッケージ、エレクトロニクス、製紙、エネルギーと幅広い用
途への展開を検討している。

北欧

基礎研究 ◎ ↗

【CNF】
•	 スウェーデン王立工科大学（KTH）木材科学センター（WSC）が基
礎的研究およびCNFをベースとした次世代の高機能材料開発を進めて
いる。昨年度のナノセルロースに関する論文・著書数は178件と日本
とほぼ同じ。

•	 フィンランドAalto大学とVTT（フィンランド国立技術研究センター）
が共同で、バイオエコノミーをベースに置いた次世代CNF材料開発お
よび関連人材育成プロジェクトを実施。

応用研究・開発 ◎ ↗

【CNF】
•	 スウェーデンでは、製紙関連研究機関であるRISEがCNF製造、利用
に関する応用的研究を進めている。

•	 フィンランドStora Enso社 はトン単位でのMFC（ミクロフィブリル化
セルロース）販売を行っている。

•	 ノルウェイBorregard AS社がExilva の商標でMFC（ミクロフィブリ
ル化セルロース）を中心に販売をしている。接着剤や塗料用増粘剤、
パーソナルケア商品、パッケージ材料用途が主たる出口である。

（註１）フェーズ

基礎研究：大学 ･ 国研などでの基礎研究の範囲

応用研究 ･ 開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲　

（註２）現状　※日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価

◎：特に顕著な活動 ･ 成果が見えている	 〇：顕著な活動 ･ 成果が見えている

△：顕著な活動 ･ 成果が見えていない	 ×：特筆すべき活動 ･ 成果が見えていない

（註３）トレンド　※ここ１～２年の研究開発水準の変化　

↗：上昇傾向、→：現状維持、↘：下降傾向

関連する他の研究開発領域

・循環利用とライフサイクル評価（環境・エネ分野　2.2.10）
・構造材料（複合材料）（ナノテク・材料分野　2.4.2）
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	 5）	国立研究開発法人　産業技術総合研究所、セルロースナノファイバーの検出・定量の事例集、セルロー

スナノファイバーの有害性試験手順書、セルロースナノファイバー及びその応用製品の排出・暴露評価
事例集. https://www.aist-riss.jp/assessment/45276/ （2021年2月1日アクセス）.

	 6）	Sweden, Wallenberg Wood Science program. http://www.wwsc.se （2021年2月1日アクセス）.
	 7）	Finland, FinnCERES project. http://www.finnceres.fi （2021年2月1日アクセス）.
	 8）	A. Laufer, Biorefineries, K. Wagenmann and N. Tippkōtter （eds.）, Advances in Biochemical 

Engineering/Biotechnology 166 （New York： Springer, 2019）, doi： 10.1007/978-3-319-
97119-3.

	 9）	CNFに関し、2019年度の論文・著書数はcellulose nanocomposite*, cellulose nanofiber*, 
cellulose nanowhisker*, cellulose nanofibril*, cellulose nanocrystal*, microfibrilated 
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nanofiber*, nanofibrillated cellulose*　を検索ワードとしWeb of Scienceで検索した。
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2.2.4	 植物・農業

（1）研究開発領域の定義
圃場環境の変化が作物に与える影響、作物と圃場環境との相互作用についての研究開発、及び農業の環

境負荷低減に資する研究開発について概観する。

（2）キーワード
圃場生態学、化学生態学、作物生育シミュレーションモデル、気候変動・地球温暖化、持続可能型農業、

微気象計測、開放系環境操作実験、群落微気象モデル、大気－植物－土壌相互作用、光合成、二酸化炭素
吸収、環境応答、バイオスティミュラント、植物の誘導防衛・間接防衛、天敵、植物間コミュニケーション、
みどりの香り（Green Leaf Volatiles: GLVs）、食害誘導性植物揮発性物質（Herbivory-Induced Plant 
Volatiles: HIPVs）

（3）研究開発領域の概要

［本分野の意義］
現代の農業は持続可能性について大きな懸念がある。特に、地球規模での大きな課題は、大気 CO2濃度

増加とそれにともなって生じる気候変動（地球温暖化）に対する対策と、環境負荷低減である。これらの課
題解決のためには圃場環境の変化が作物に与える影響、作物と圃場環境との相互作用についての根本的なメ
カニズムを理解し、圃場環境システムと収量とをつなぐ精度の高いシミュレーションを可能にすることが不可
欠である。

【圃場マルチスケールモデルの開発】　
地球の人口増加に加え、近年の化石燃料依存からの脱却推進、消費者のナチュラル志向、ベジタリアン志

向の高まりによって、野外で栽培される作物（植物）の需要は劇的に高まっている。これまでの農業は地球
環境への負荷はほとんど問題視せず、収量を最大化させる方向へ発展してきたため、環境負荷を低減させよ
うとすると、どうしても減収傾向になることが知られている1）。これに加え、気候変動によってCO2濃度の増
加と気温の上昇、これまでにない異常気象によって、収量は低下傾向になることが示唆されている1）。実際の
ところ、人類による温室効果ガスの実に4.5％は農業によって排出されており、オゾン層を破壊するN2Oの
60％は農業の過剰な施肥由来である2）。また、人類が排出するメタンの11％は稲作由来であることが報告さ
れている2）。従って、今、気候変動下において、増え続ける農作物需要に応えられる収量を確保しつつ、環
境負荷低減を行うというマルチタスクを解決しなければならない、難しい局面にある。このマルチタスクを解
決するためには、高温耐性作物の作出、環境負荷を低減する施肥技術の開発、ノンケミカルな農業病害虫の
管理技術など、個別の問題を解決する技術に加え、作物の成長や収量と圃場環境のバランスを最適化するた
め、作物と圃場環境の相互作用について理解する必要がある。野外で栽培される有用植物（穀類や野菜類に
加え、ゴムノキやパームヤシ、タバコなどの非可食農作物を含む）は、整備された圃場で密集して生育するた
め、互いに隣の植物と、光や土壌養分、水分などの生育資源を奪い合い、また密集による湿度や温度といっ
た気象条件（圃場の微気象）の変化を生み出す。同時に、圃場環境は光不足や肥料分不足などによって作物
収量に影響を与えるだけでなく、密植による高湿度が作物病を誘発したり、高温による収量低下を招くなど、
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様々な影響を及ぼす。つまり、作物群落（密集して生育する植物群を群落と呼ぶ）と圃場環境は、互いに影
響を与えあう、相互作用の関係にあると言える。実験室などで小規模に栽培される作物はこうした密植の影
響をほとんど受けないため、作物の成長と圃場環境の相互作用を理解するには、野外の実験的な圃場環境に
おいて多種多様な精密計測を行い、それらをモデル化する必要がある。これまで、日本を含む世界各地の開
放系大気CO2増加実験（Free-Air CO2 Enrichment：FACE）圃場などを利用して、作物生育シミュレーショ
ンモデルの開発が進められてきた。この作物モデルでは投入する肥料の量や気温、光強度と作物収量をモデ
ル化することが可能であるが、圃場環境、作物の成長の両方において精密計測技術が発達し、モデル化を行
うコンピュータパワーの向上も相まって、近年では作物の成長と土壌窒素濃度、土壌からのメタン発生量、圃
場の微気象、CO2濃度など、真の意味でマルチスケールモデリングを行うことが現実のものとなりつつある。
こうしたマルチスケールモデリングが可能になれば、圃場環境と収量のバランスを最適化する新しい作物品種
や、栽培介入法の開発へとつながり、気候変動下でも収量の確保と環境負荷低減を両立させる革新的な農業
へと変革していくことが可能になる。

【環境負荷低減を実現する作物 ‐ 他生物間相互作用】 
農業病害虫に対する農薬の過剰使用は主要な負荷要因の一つである。自然生態系とその一部である農生態

系においては、様々な動植物が直接的および間接的な相互作用関係が自立分散システム的に構築され、その
総体は複雑な「生物間情報・相互作用ネットワーク」を形成している。かかるネットワークは、生態系におけ
る他種共存を実現させている。農薬の使用は、圃場内における害虫の駆除だけにとどまらず、生物間情報・
相互作用ネットワークを通して、周辺の自然環境に対しても様々な負の影響を与える。生物間情報ネットワー
クを担っているのは様々な天然化学物質であるが、例えば、天敵を誘引する植物由来物質等を同定してその
役割を解明し、バイオスティミュラントとして農業資材に利用することで、農業の環境負荷低減に貢献するこ
とができる。農薬の使用を減らし、地域環境に負荷を与えず、さらに安全安心な農業生産技術の確立のため
には、農生態系を中心とした自然生態系の生物間情報・相互作用ネットワークの基本構造を解明する必要が
ある。なお、農薬の使用以外でも、様々な環境負荷を改善する場合にも、この生物間情報・相互作用と農作
物の収量は、圃場での作物（植物）の様々な生理学的な反応に左右されるため、生物間情報・相互作用ネッ
トワークについても、圃場のマルチスケールモデリングのパラメーターとして考慮する必要がある。

［研究開発の動向］
【圃場マルチスケールモデルの開発】

圃場で栽培される作物の収量予測に用いられる手法は大別して二つある。一つは、回帰分析などを駆使し
た統計モデルで、実際の収量（実収量）を標準的条件で得られる平均収量とその変動要因との和で表すとい
う考え方である。統計モデルは、過去の収量変動と気象条件との関係の解析に有用で、頻繁に利用されてき
た3）。しかし、統計モデルでは、あくまでも過去のデータに基づく予想であるため、気候変動といった過去の
データ範囲を超えるような中長期的な予測は実施できない。もう一つは、収量を生育に伴う作物体の重量増
加、収穫器官への分配といった生育プロセスの結果として表す、プロセスモデルと呼ばれるものである。これ
は、実収量を、潜在収量（養水分の過不足、病害虫、倒伏などの生育阻害がない条件で、気候のみからみ
た達成可能収量）が、種々の生育阻害によって制限された結果とみるもので、気候変動による影響を考慮し
た将来のシミュレーション収量予測などで利用されている。一般に、プロセスモデルは統計的モデルに比べて
複雑で、多くのパラメーターを要するが、収量成立の道筋を捉えやすいといった利点がある。
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こうしたモデルは 1960年代から開発され始め、現在は様々な作物に適用されている。1980年代からは作
物生産に影響する土壌の養水分の動態を含むシミュレーションモデルも開発されるようになった。さらに、
1990年代には、土壌からの温室効果ガスを含む微量ガスの放出を予測する生物地球化学モデルも開発され
るようになった。これは、気候変動に関する政府間パネルの第一次報告書（IPCC 1990）が温暖化への警
鐘を鳴らし始めた時期に相当する。その後、生物地球化学モデルは、圃場レベルの予測からより広域的な温
室効果ガスの放出の推定にも用いられるようになった4）。こうしたシミュレーションモデルの開発は、主に欧
米が先行的に実施してきたが、イネや水田土壌のモデル化においては、日本の研究が大きく貢献してきた。た
とえば京都大学の堀江は、気象からみた潜在的な収量の予測のために、シンプルでかつ主要な要素を取り入
れた動的モデルを1987年に開発5）し、気候変動の影響評価を実施した6）。また水田土壌における物質循環
やメタン放出量を評価するために、欧米で開発された生物地球化学モデルを水田に適用するための改良を施
したモデルが開発され7） , 8）、日本やアジア地域における水田からのメタン発生量の将来予測に使用されてい
る9） , 10）。さらに近年は農研機構の長谷川などが中心に開発したモデルを用いて、気候予測シナリオに基づく
日本全国におけるコメ収量と品質低下リスクの将来予測が実施されている11）。
これまでに開発されたモデルは、現在農業モデルの相互比較と改良のための国際プロジェクト12）

（Agricultural Model Intercomparison and Improvement　Project: AgMIP）の枠組みにおいて、不
確実性要因の解析と予測精度の改良が進められている。例えば、世界で用いられている13のイネのプロセス
モデルを比較検討したところ、13モデルの平均予測収量は、低緯度では温度上昇に伴って減収する傾向にあ
るのに対し、寒冷地では、3℃上昇程度までは減収は認められず、それ以上で減収する傾向にあった。これは、
気候変動に関する政府間パネルが第5次報告書13）で取りまとめた傾向と類似しているが、13のモデルの予
測値に極めて大きな幅があったことから、気温変動に対する収量応答の予測は、現時点では極めて正確性に
欠くと言え、気候変動下で必要な収量を確保するためにはその要因解明が急務であることがわかった。
モデルの評価および改良のためには、人工的に環境条件を変更して作物や土壌プロファイル、圃場の微気

象の反応を調べる環境操作実験が不可欠である。モデル開発と環境操作実験は、まさに将来の気候変動影響
を予測する上での車の両輪であるが、後者の不足が研究推進上最大のボトルネックになっている。
環境操作実験は、主に閉鎖環境で温度や CO2濃度を制御するものであったが、1990 年以降は屋外の開

放系の群落条件で将来の高 CO2環境を実現するFACE実験などが世界各地で実施されるようになった。日本
ではイネを対象とした FACE実験が 1998年に岩手県雫石町で開始され、2010年からは茨城県つくばみらい
市に場所を移し 2017年まで実施された14）。大気 CO2濃度を高めた場合、一般に光合成は促進され、乾物
生産ならびに収量が増加する。実際、岩手県や茨城県で合計11年間実施した FACE 実験においても、両地
点で共通して用いた品種「あきたこまち」の収量は、高 CO2によっておおむね増加したが、その程度は年次
によって大幅に変動し、冷害年には増収が認められない一方で、他の年では増収の程度は高温になるととも
に低下した15）。さらに、茨城県で実施したFACE 実験から、高 CO2環境下では、高温で頻発する白未熟粒
の発生が助長されることが示された16）。以上の結果は、CO2濃度と高温が複合的に作物の収量・品質に影
響することを示す実例である。国際的な作物モデルの精度比較を通して、FACE 実験の結果をモデル改良に
役立てる試みも開始されており、環境要因や栽培管理、品種などの相互作用を検証できる実験データのさら
なる充実が強く望まれる。
高CO2環境が高温障害を助長するメカニズムとしては、高CO2によって気孔が閉じがちになり、葉面から

の蒸散が抑制されて放出される気化熱が減少し、葉面温度が上昇することが挙げられる。すなわち高CO2濃
度になると、外気温が変化しなくとも葉面温度が上昇するため、植物は高温障害を受けやすくなる。一方、
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低湿度、強風といった、晴天日の植物の蒸散が極めて大きくなるような条件のオーストラリアでは、気温が 
40℃を超える厳しい高温が頻発しても、稲の高温障害の発生は報告されていない。こうした気象条件の下で
は、蒸散冷却による群落表面温度の低下量が大きくなり、オーストラリアの生育環境では日中の葉温は気温
よりも 7℃近く低くなっていた17）。一方、多湿で風が弱く、大気からの蒸散要求が少ない気象条件となる中
国長江中流域では、日中の気温が32～3℃であっても、穂の温度は気温よりも3℃ほど高くなり、高温に伴
う稔実低下が観察された18）。
このように群落（葉面や穂）の温度環境は、気温の変化ばかりでなく、それ以外の気象条件（湿度や風速

など）や大気CO2濃度に依存して複雑に変化する。そのため、地球温暖化の進展によって生じる作物の高温
被害を的確に予測し、それを回避するための技術を開発するためには、群落微気象環境の高精度な計測と共
に、群落微気象環境を気象条件や大気CO2濃度から、大気環境に対する植物の生理応答（気孔開度の変化
など）を考慮して評価する物理モデル（群落微気象モデル19））が必要となる。温暖化の進展によって発生リ
スクの増大が予想されるイネの高温被害の一つに、出穂期における受精障害（高温不稔）がある。出穂・開
花期における日最高気温がおおむね35℃以上になると、受精障害によって受精率が低下し始め、40℃を超え
ると受精率はほぼゼロになることが人工気象装置を用いた実験によって確かめられているが20）、群落微気象
モデルによる穂温推定値を使用することで、より高精度で生産現場における高温不稔被害を把握できることが
確認されている21） , 22）。 
気象条件や大気CO2濃度による蒸散量の変化は、作物の水利用にも影響を与える。一般には低湿度条件

になるほど、圃場からの大気への水蒸気の放出量（蒸発散量）は増加し、作物の生産に必要な水の量（水
消費量）は多くなる。すなわち低湿度条件による葉面温度の低下量の増大（高温被害の軽減）は、圃場にお
ける水消費量の抑制とトレードオフの関係にある。また高CO2環境は光合成速度の上昇をもたらす一方で、
気孔開度を低下させるため蒸散量が抑制され、作物の水利用効率（＝光合成量／蒸発散量）の大幅な上昇
をもたらす。気候変動下における持続的な農業生産のためには、水資源の保護や作物生産のための水消費量
の抑制が重要なことは言うまでもないが、今後予想される気象環境の変化や大気CO2濃度の上昇による作物
の蒸散量や水消費の変化を定量的に評価するためには、上述した群落微気象モデルが有用なツールとなる。
作期の違いがイネの生育期間の全水消費量（積算蒸発散量）に与える影響や23）、大気CO2濃度が登熟期間
の水利用効率に与える影響の品種特性による違いについて24）、農研機構の研究グループが群落微気象モデル
を用いた定量的な評価を実施している。

【環境負荷低減を実現する作物 ‐ 他生物間相互作用】　
植物−植食性節足動物（植食者）−捕食性天敵（肉食者）の三者からなる。食う−食われる関係は、三

栄養段階相互作用系（以下三者系）と呼ばれ、陸域生態系における基本構造である。この三者系において植
物は単に食われているだけではなく、様々な種類の防衛方式を備えている。害虫などの食害を受けたり、病
原菌の侵入を受けた場合に、そのストレスに反応し、防衛を強化したり、新たに防衛を誘導的に開始する。
これは植物の誘導的防衛と呼ばれている。植物には恒常的防衛もあり、それらは更に直接防衛と間接防衛の
2つに分けられる。直接防衛とは、植物が毒物質、忌避物質、接触阻害物質、トゲ、腺毛などで植食者から
身を守る場合を指し、間接防衛とは、植食者の天敵の効率を高めて防衛する戦略で、天敵誘引物質の生産、
代替餌の供給、天敵の住処の供給などが知られている。三者系の視点で、1990年代より新たに研究が大き
く進展したのが誘導的間接防衛の研究である。植物が植食者の食害ストレスを受けたると、様々な揮発性物
質の生産を開始する。この揮発性物質は植食者誘導性植物揮発性物質（Herbivory-Indiced Plant 
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Volatiles: HIPVs）と呼ばれている。注目すべきHIPVsの生態的な機能の一つとしては、食害している植食
者の捕食性天敵（肉食者）を誘引する機能である。この戦略は1990年代に新たな植物の防衛戦略として報
告され、現在でも様々な研究機関で基礎から応用まで研究が進められている。特徴的な点としては、HIPVs
の植食者（害虫）の種特異性である。例えば、ある作物株が害虫Aの食害を受けると、害虫Aの特異的天敵
Xを誘引し、Aを株上で殺させる。またもし同じ作物株が害虫Bの食害を受けると、害虫Bの特異的天敵Yを
誘引し、Bを株上で殺させる。これは動物の抗原抗体反応に類似した植物− 植食者−捕食性天敵の三者系に
おける特異性である。もちろん特異性のない、あるいは低い三者系も報告されている。HIPVsが関与する三
者系は地上部生態系で研究が進められてきているが、地下部生態系でも、植物−根を食害する昆虫−昆虫寄
生性線虫の三者系で、食害を受けた根から出る揮発性物質が寄生性線虫を誘引するという一連の例が最近に
なって海外の研究グループより報告されている25）。
植物の誘導的間接防衛は、植物ホルモンの一種であるジャスモン酸（JA）シグナル伝達系が関与している。

植食者、特にチョウ目幼虫の食害では、幼虫の唾液中に存在する成分（エリシター）を植物が受容し、JAシ
グナル伝達系が誘導的に活性化する。機械的傷でもJAシグナル伝達系は活性化するが、エリシタ−の誘導は
単なる機械傷によるものとは異なるが、その生理学的な機構は明らかにされていない。また、食害でサリチル
酸（SA）シグナル伝達系が活性化する場合が、吸汁性の植食者の三者系で報告されている。
もう一つ新たな植物の防衛戦略が2000年以降に科学的に実証された。これも生物間情報・相互作用ネッ

トワークに影響を与える。食害を受けた植物が放出するHIPVsは、食害を与えている植食者を殺す捕食性天
敵を誘引するが、そのHIPVsを隣接する同種あるいは異種の未被害植物が受容すると、あたかも食害を受け
たかのような誘導的防衛反応を示す。この現象は「植物間コミュニケーション」（あるいは、「植物−植物間相
互作用」、「立ち聞き」）と呼ばれている。HIPVsを「立ち聞き」した植物は、JA酸（傷害応答関連の植物ホ
ルモン）が関与する誘導防衛を開始する26）。多くの研究例では、直ちに防衛を開始するのではなく、食害を
受けた際に速やかに誘導防衛を開始するという、車のアイドリングに似た誘導防衛応答である。この応答は、
直接防衛、間接防衛の両方を含むが、植物の種によってその応答形態は異なる。植物がHIPVsを立ち聞き
することで開始される誘導防衛には、JAシグナル伝達系が関与していることが明らかになっている。HIPVs
が関与する地下部三者系を農生態系に応用し、害虫防除に役立てようという試みに関しては、スイス、ニュ
シャテル大学のTurlingsらのグループで基礎研究が進められている。彼らはイネ科作物（トウモロコシ）−
根を食害するハムシ科幼虫−幼虫に寄生して殺す線虫の三者系において、線虫を誘引する成分
Caryophylleneを特定している27）。また、植物間コミュニケーションの研究では、地上部のHIPVsが情報
として機能しているという研究例が多いが、地下部で菌根菌ネットワークを通して、植物がコミュニケーショ
ンしている例も報告されている28）。地上部だけでなく、地下部生態系にもスポットを当てる必要がある。
地域生態系で成立している自立分散的な「情報・相互作用ネットワーク」の基盤となる植物の防衛戦略の

解明は、地域環境に負荷を与えず、さらに安全安心な農業生産技術の確立のために不可欠な基礎研究領域で
ある。応用的には、より天敵を誘引する作物や、立ち聞き感度の高い植物の育種が今後重要となるが、その
基盤にもなる。

（4）注目動向
［新展開・技術トピックス］

•	2020年、気候変動や農業の環境負荷を低減し、持続可能で健康的な食糧供給に関する高い知見を提供
することを主たる目的として、国際的に権威あるNatureの姉妹紙Nature Foodの刊行が開始された。
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•	ビル＆メリンダ・ゲイツ基金など9団体の支援を受ける光合成効率向上を目的とした国際共同研究グルー
プ（Realizing Increased Photosynthetic Efficiency: RIPE）が、2019年以来、立て続けに劇的な
光合成効率の向上を可能にする技術を発表している。光合成効率の向上は、農作物によるCO2吸収量
を増加させ、単位面積当たりの収量を増加させる可能性があることから、農業の環境負荷低減と収量確
保を両立させる夢の技術として、欧米でし烈な開発競争が繰り広げられている分野である。2019年には、
光合成においてCO2を植物体内に取り込む際の効率低下を引き起こす「光呼吸」という現象を、合成生
物学的な手法を用いて抑制することに成功した。光呼吸を抑制した植物体は圃場試験において20％以上
バイオマスが増大した29）。2020年には光合成において光エネルギーを化学エネルギーに変換する電子
伝達系を強化し、同時にCO2固定のプロセスにおいて必要なSBPaseと呼ばれる酵素の量を増量するこ
とに成功した。この光合成能力を向上させた植物体は、温室試験ではバイオマスが50%増大し、圃場試
験では27%のバイオマス増大を達成した30）。温室でのバイオマス増大量と圃場での増大量がかなり異な
るが、こうした問題を解決するためにも、植物群落と圃場環境の相互作用を扱う作物モデルは重要である。

•	2020年の報告によると、東北大学の牧野率いる国際共同研究グループは、光合成において直接CO2吸
収に関わるRuBisCOと呼ばれる酵素を増量した遺伝子組換えイネを作出し、圃場試験を行った。その
結果、遺伝子組換えイネは、同じ窒素施肥量に対して最大で 28%の増収効果があることを確認した。光
合成の機能改善により、窒素利用効率が向上し、収量の増加に結び付いた実例は世界初であり、農業
の環境負荷低減につながると期待される31）。 英国シェフィールド大学のBeerlingらは、各種モデリン
グを駆使することで、農地にケイ素を含む岩石の粉砕物を撒くことで、土壌が改良し、大規模な大気中
CO2の土壌への固定が可能であることを試算した。シミュレーションによると、大気CO2の土壌への固
定は米国や中国といったCO2の排出大国において、特にその効果が顕著に認められた32）。

•	2019年、AgMIPはプロジェクトの一環として、14種類の作物モデルによる15種類の作物の成長と収
量をモデル化した大規模データセット（Global Gridded Crop Model Intercomparison: GGCMI）
を公開した。この大規模データは地球の全球を細かくグリッドで区切り、それぞれの地域における作物
の成長と収量について、土壌窒素濃度や気象データ、大気CO2濃度などのパラメーターを用い、データ
セットで提供された各種作物モデルを用いてシミュレーションを行うことができるものである。全世界の
研究者がこのデータセットを活用し、作物モデルの結果を多角的に比較検討することにより、より正確な
収量予測が可能になることが期待されている2）。

•	農耕地における作物・土壌の適切な管理は、将来の食料確保と地球温暖化抑制において極めて重要であ
る。気候変動および農耕地管理が、作物生産や耕地の物質循環に及ぼす影響について、包括的かつ定
量的に評価する手法は、管理技術の効果を測り、削減目標への貢献度を明確にするためにも必要不可欠
である。2019年8月に刊行されたIPCC特別報告書『気候変動と土地』においても、農業における適応
と緩和の両立が取り上げられている。

•	日本で実施された実用化に向けた研究例として、「ミズナ−コナガ幼虫−コナガ天敵寄生蜂（コナガサム
ライコマユバチ）」の三者系がある。ミズナハウス内に発生するコナガ幼虫を防除するため、周辺環境に
生息するコナガサムライコマユバチを合成のHIPVsで呼び寄せる試みであり、一定の効果が得られてい
る33）。総合防除の視点からは、イギリスロザムステッド耕地作物研究所のグループがPush-Pull 
strategiesという手法を提唱している。彼らは、アフリカでその有効性の実証試験を行い、良好な結果
を得ている。

•	日本では、ダイズ畑に周辺雑草（セイタカアワダチソウ）の切断した匂いを漂わすことで、人為的な植物
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間コミュニケーションを作り出し、作物の害虫に対する抵抗性、収量を向上させることに成功した研究が
報告されている。またこの暴露でダイズ種子内のイソフラボンやサポニンの含有量が増えることも報告さ
れている34）。

•	植物の誘導的間接防衛における植物の応答を自動計測することで、密閉型大型ハウス栽培における病害
虫の予防と発生予察を行う技術開発35）がある。そのためにはHIPVsの高感度センサーの作成と普及が
重要である。また、農家的な知見としては、レタスは内部に害虫がいる場合は、やや温度が高くなるので、
手で触って温かいレタスは出荷しない。このようにHIPVs以外でも植物（作物）の誘導的防衛反応はさ
まざまな形で現れるため、作物に応じた予防と発生予察技術が求められる。

［注目すべき国内外のプロジェクト］
•	農林水産省委託プロジェクト「農林業に係る気候変動の影響評価（A-8）」（2013～2017年度）
イネFACE実験などによる作物の高温・高CO2影響メカニズムの解明と、作物モデルを用いた気候シナリ

オに基づく作物収量・品質の将来予測と適応技術の定量評価が実施された。また「温暖化の進行に適応する
生産安定技術の開発（A-11）」（2015～2019年度）では、地力の変化と気温ならびに大気CO2濃度の上
昇が、イネの生育・収量におよぼす相互影響に関する研究が実施されている。

•	文部科学省SI-CAT（気候変動適応社会実装プログラム）（2015～2019年度）
作物モデルを用いた最新の気候シナリオに基づくコメの収量・品質予測と適応策の評価に加え、それら結

果を活用した地方自治体における気候変動適応計画の策定支援が実施された。現在、環境省S18「気候変
動影響予測・適応評価の総合的研究」のテーマ2「農林水産業分野を対象とした気候変動影響予測と適応策
の評価」において、最新の気候シナリオと高度化した作物モデルを用いた作物の気候変動影響予測と適応策
の評価が、引き続き実施されている。

•	JST・CREST「植物頑健性」（2015～2022年度）
この領域で取り組まれた研究開発の中には、フェノミクスに着目したものがあり、野外における作物の動態

に関する理解が進んだ。ハイブリッドモデリングによる環境変動適応型品種設計法の開発や、光合成を中心
とした作物の生理生態学的な応答の解析、トランスクリプトーム等オミクスを駆使した解析、作物と昆虫など
の他生物との相互作用の評価、土壌微生物と作物との相互作用、などに着目した解析が挙げられる。

•	JST・さきがけ「植物分子の機能と制御」（2020～2025年度）
一部課題では、植物他生物間コミュニケーションについて化学生態学的な理解を目指している。

•	米国　Phytobiomeプロジェクト
このプロジェクトではアメリカ植物病理学会が主導し、植物（作物）を基軸にして、相互作用する関連生

物の総体を取り扱う研究が推進されており、地上部と地下部の両方について解析が進められている。

•	Horizon 2020　Agriculture and forestry領域
スイス・ベルン大学で行われるPRENEMAと題するプロジェクトでは、自然生態系と圃場生態系における

地下部の三者系を扱い、植物が被食者にされされた際に放出する物質の化学プロファイリング等を推進して
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いる。

（5）科学技術的課題
【圃場のマルチスケールモデル】

土壌、作物、そして群落の微気象モデルを融合して、環境と耕地管理との交互作用を定量的に評価する手
法を開発し、圃場の物質循環をコントロールすることは、温暖化への適応、および環境負荷低減農業の実現
のために不可欠である。しかし複合的な気象条件を取り扱い、土壌や作物の生態生理学的な特性を反映した
包括的なモデルを構築して運用し、モデルの問題点を洗い出して、改良を進めていくには、十分なデータがな
い19）。気候変動の研究に取り入れるには、組織的あるいは協調的な仕組みが必要である。ようやく FACE な
どの環境操作実験を利用して、作物モデル精度比較と改良を行う試みが始まったが、これまでの環境操作実
験では、CO2濃度、温度、水といった単独の環境要因を扱うことが多かった。先にも述べたように現実の気
候変動下では様々な環境要因が複合的に変化するので、それらを複合的に取り扱うことができる新規の環境
操作実験プラットフォームを構築し、そこから精度の高いデータを取得して、モデル研究で問題となった新た
な課題（仮説） に取り組む必要がある。
農生態系の周辺環境で涵養されている土着の天敵を有効利用し、農薬の使用を低減させる手法の開発。土

着天敵を誘引する成分の特定と、合成、徐放性を確保した天敵誘引剤の開発。その実現には、周辺環境（里
山）の保全管理技術の見直しも含まれる。
JAの類縁化合物（PDJなど）を処理した植物を用いた土着性天敵の誘因技術の開発。品種改良、遺伝子

組換えで天敵を効率よく誘引する作物あるいはコンパニオン植物の作出、あるいは探索が必要である。土着
性天敵の有効利用のみでは、完全に圃場生態系の害虫を制御できないため、他の耕種的防除技術とのマッチ
ングによる相補的・相乗的な防除効率の向上を図る研究も必要である。植物間コミュニケーションを利用し
た作物の抵抗性向上技術の開発。HIPVsやその他植物由来の揮発性物質に対して、誘導的防衛反応の応答
性が高い作物の選抜、作出が可能であると考えられる。植物間コミュニケーションでは、植物に嗅覚受容機
構が存在することは間違いないが、その機構は全く未解明である。この新しいコンセプトの研究は、植物の
新たな能力の解明につながる。

（6）その他の課題
•	基礎から実用までを目指した研究体制
近年の分子生物学や植物生理学の進展は著しく、それらの分野の基礎的な研究成果を、野外の植物の環

境応答機構の解明や、気候変動に適応した作物の品種改良や栽培技術の開発などに役立てることが期待され
ている。これらの分野の研究は主として実験室で実施されてきたが、オミクス解析技術の進歩により、トラン
スクリプトームやメタボロームなどのデータが野外で手軽に取得できるようになった。実際の生産現場におけ
る作物の生産性や物質循環を研究対象とする、農学の各分野（作物学や生態学、土壌肥料学、農業気象学
など）との研究連携の促進が望まれる。
2018年に気候変動適応法が公布され、気候変動適応計画の策定が義務付けられた。自治体レベルでの地

域気候変動適応計画の策定や、地域気候変動適応センターの設置も進んでいる。将来気候シナリオに基づく
農業を含む各分野に対する総合的な影響評価と、適応計画の策定支援に関しては、環境省が中心にプロジェ
クトを企画し、それに各セクターの省庁や大学の専門家が参加して推進している。これらプロジェクトでは気
象学や環境分野の専門家がリーダーシップを取るが、影響評価の対象となる各分野の専門家の役割が重要で
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ある。日本において最も重要な作物の一つであるイネの気候変動影響評価は、気候シナリオの作成、現象解
明のための圃場実験（FACEなどの環境操作実験）、影響評価モデル（イネ生育モデルや群落微気象モデル）
の開発、気候シナリオに基づく影響評価（将来予測と適応策の評価）と適応計画の策定支援までを、国立研
究開発法人（農研機構）における研究グループが実施している。低環境負荷で持続的な農業生産を実現する
ためには、このようなグループを核として、フィールドを対象に得られた「圃場の物質循環」に関する基礎的
な研究成果を、国内外の気候変動対策に積極的に反映させていくための仕組みが必要である。

•	実用化と法規制の問題
HIPVsを用い、周辺に生息している土着天敵を有効活用する研究は、農薬の使用低減を目指したものだが、

現在の農薬の定義からは、このようなHIPVsも農薬として扱われる。この点は問題で、この解釈のため、農
薬登録のための実証試験が不可欠となる。実証試験は化学農薬を対象に設計されているため、HIPVsを用
いた害虫管理のようなマイルドな防除方法では実証試験をパスできない。同様な問題は、JAやSA、その類
縁化合物を用いた植物の直接・間接誘導防衛の利活用においても発生する。また、植物間コミュニケーショ
ンを利用した作物の抵抗性付与に関しても同様に農薬登録が必要となる。農薬登録法上の農薬の定義を改め
ない限り、実用化は困難と思われる。

•	実験プラットフォーム
「圃場の物質循環」に関する研究を戦略的に推進するためには、上述した研究分野における幅広い人材が
共同で利用できる実験プラットフォームの設置が望まれる。研究内容の性格上、少なくとも10年間は維持す
る必要がある。実験プラットフォームの運営のための予算や設備を確保し、大学や国立研究開発法人の研究
者が組織をまたいで利用できような仕組みが必要となる。

•	人材育成
「圃場の物質循環」やそれを担う植物の生理生態を、フィールドスケールのマクロな視点から理解するため
には、生理生態学者やアグロノミストの役割が重要であるが、近年はいずれの人材とも大幅に不足している。
大学の生物学や農学系の学部や学科においても、分子生物学や植物生理学を志願する学生は多いが、生態
学や作物学、農業気象学などのフィールド調査・計測に関わる研究分野に対する志願者が多くない現状がある。
今後の人材育成を推進するために、これら分野の重要性と魅力を国内外に積極的にPRすると共に、分子生
物学や植物生理学などの分野との連携に加え、社会的な関心が高い地球温暖化や気候変動対策に関わる分
野との交流を強めていく必要がある。

•	国際連携に関する課題
大規模な環境操作実験や大気―作物―土壌結合モデルの国際的な連携を行うにあたり、サンプルやデータ

のやりとりに時間および労力を要する。多国間、多機関との 契約を締結するか、コンソーシアムのような包
括的な枠組みが必要で、これらをサポートする体制が必要である。また、外国との機関で予算の配分を行う
場合の事務的な手続きも混乱が予想される。効率的な研究運営のためには、これらの要素についての研究サ
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ポートの充実が不可欠である。

（7）国際比較

国・地域 フェーズ 現状 トレンド 各国の状況、評価の際に参考にした根拠など

日本

基礎研究 〇 →
イネに関しては、遺伝学的材料や作物モデル、水田群落微気象モデルな
どの研究蓄積があり、一定の優位性が認められるものの、他国との差は
縮小している。生態学に関する大型プロジェクトがない。

応用研究・開発 ◎ →

コメの収量モデルの相互比較では世界をリードしている36）。イネの気候
変動影響評価について、気候シナリオの作成、圃場実験、モデル開発、
気候シナリオに基づく影響評価と適応計画の策定支援まで、単一の研究
グループで実施している。

米国

基礎研究 ◎ →
地球温暖化による作物収量予測のためのモデリングや生理解析、大規模 
FACE 実験が行われている 37）。光合成効率向上のための大規模研究も
推進中である

応用研究・開発 ◎ →

構築されたモデルをもとに、遺伝子情報と衛星データから、広域の作物
収量を精度よく推定する方法が開発されている。
作物（植物）を基軸とした植物‐他生物相互作用について相対的に解
析を行うPhytobiome projectが行われている。

欧州

基礎研究 〇 → ゲノム編集や、インタークロッピングなどを視野にいれた光合成モデルや
生産予測モデルの開発が盛んである38）。

応用研究・開発 〇 → 蓄積されたデータをもとに、Deep Learningを利用した光合成や植物の
気孔の挙動の解明がおこなわれている。

中国

基礎研究 △ ↗
中国科学院南京土壌研究所は、イネ―コムギ FACE 実験で顕著な成果
を挙げている。日本との研究連携も実施している。また、化学生態学、
分子生態学等への政府の支援が充実している。

応用研究・開発 △ ↗
中国科学院、南京農業大学などで圃場・地域・グローバルケースの作物
モデル研究が展開されている。また、化学生態学、分子生態学等への政
府の支援が充実している。

韓国
基礎研究 △ →

ソウル大学などが中心となり、衛星リモートセンシングと生物物理学的プ
ロセスを組み合わせた、イネ収量推定モデルを開発している。化学生態
学に関しては国際誌での発表が少ない。

応用研究・開発 △ ー 国際誌での発表が少ない。

（註１）フェーズ

基礎研究：大学 ･ 国研などでの基礎研究の範囲

応用研究 ･ 開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲　

（註２）現状　※日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価

◎：特に顕著な活動 ･ 成果が見えている	 〇：顕著な活動 ･ 成果が見えている

△：顕著な活動 ･ 成果が見えていない	 ×：特筆すべき活動 ･ 成果が見えていない

（註３）トレンド　※ここ１～２年の研究開発水準の変化　

↗：上昇傾向、→：現状維持、↘：下降傾向
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関連する他の研究開発領域

・農林水産分野における気候変動適応・緩和（環境・エネ分野　2.2.12）
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2.2.5	 植物工場

（1）研究開発領域の定義
一時はランニングコストの高さから衰退したかに思われた植物工場関連技術は、近年の気候変動による異

常気象の多発、植物によるバイオ医薬品製造などの高付加価値物質生産への注目、都市部マーケットでの製
品の浸透、LED光源の普及によるランニングコストの低下など、様々な要因が重なり合うことで、再び高い
注目を集めている。本項目では、究極のICT活用型高付加価値志向農業ともいえる植物工場関連技術と、植
物工場ならではの多彩な栽培環境を利用した植物の環境応答の研究開発について取り扱う。

（2）キーワード
植物工場、施設園芸、苗工場、都市農業、環境調節、LED照明、水耕栽培、農業ロボティクス、AI、作

物生育シミュレーションモデル、フェノミクス、アグリバイオインフォマティクス、生体リズム、生体計測、画
像情報処理・画像認識、環境ストレス応答

（3）研究開発領域の概要
［本分野の意義］

植物工場は、光・温湿度・二酸化炭素濃度・培養液組成などの栽培に必要な環境条件を全て施設内でコ
ンピュータ制御することで、季節や場所に捉われずに野菜等の植物を安定的に生産する栽培施設である1） , 2）。
閉鎖環境で太陽光を使わずに環境を制御して周年・計画生産を行う「人工光型植物工場」と、温室等の半
閉鎖環境で太陽光の利用を基本として、雨天・曇天時の補光や夏季の高温抑制技術等により周年・計画生産
を行う「太陽光利用型植物工場」に大別される。特に人工光型植物工場（以下、植物工場）は、砂漠地帯
や寒冷地など海外の耕作不適地での植物生産が可能となるため、植物工場は輸出産業としても期待されてき
た。最近では、農業人口の減少や異常気象の多発により、国内における社会実装も急速に進んでいる。
GLOBALG.A.P.やHACCP、JASなどによる規格・基準の整備が進み、衛生面・安全面が一層強化され消
費者にとって身近な存在になってきている3） , 4）。また、薬用植物や遺伝子組換え技術を利用した植物によるバ
イオ医薬品生産（Plant Made Pharmaceuticals： PMPs）の研究開発や、その生産に用いられている。さ
らには、月面農業や都市農業を実現する手段として植物工場は注目されている5） , 6）。都市農業は、人口が集
中する都市部で「地産地消」を実現し、フードマイレージの大幅な縮小に貢献できる7-9） 
植物工場は、都市農業として社会実装されているが、同時に生物学と工学の融合領域である植物工場は、

幅広い基礎〜応用研究の場でもある。生育の最適化・安定化といったシステム制御の研究開発だけでなく、
植物が備える様々な防御機構（代謝コストのかかるストレス応答や、生育のリミッターなど）を環境刺激で解
除し機能を最大化するといった先進技術の創出が、今まさに進められようとしている。植物工場は、実用作
物を対象に、植物の成長の表現型を数値評価（フェノミクス）し、数式に乗せて解析していく、次世代植物
生理学の中核となり得る領域である。商業利用（利益確保）の観点から、数値化の精度は数%オーダーを目
指す必要があり、従来生理学と比べ1桁高い精度が要求される。したがって、数値化においては生体内の内
部ノイズやパラメータの分布も解析対象となる。また、モデル植物（シロイヌナズナ）とは異なる時空間スケー
ル（数十cm〜数m、栽培期間が数週間〜数ヶ月）を対象とするため、葉面温度分布や気流の境界層といっ
た物理的制約に紐付けられた植物生理学を構築する必要がある。
植物工場は、植物の生育環境を“シーケンス制御”により最適に調整するシステムである。植物に与えられ

334 CRDS-FY2020-FR-04CRDS 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター

俯瞰報告書　　ライフサイエンス・臨床医学分野（２０２１）

俯
瞰
区
分
と
研
究
開
発
領
域

バ
イ
オ
エ
コ
ノ
ミ
ー

2.2



る様々な環境入力は、その順番とタイミングが大事であり、膨大な組み合わせの中から最適な環境入力パター
ンを見出す必要がある。したがって、生育や体内時計などの自律的な変動と環境入力応答の複合モデルを基
礎とした生育モデルが基礎となる。また、個体差ならびに生理代謝における内部ノイズの影響を縮小するため
に、生育診断に基づくフィードバック制御やフィードフォワード制御も必要となる。
農業生産プロセスを植物の成長代謝への逐次的な介入（シーケンス制御）であると考えると、様々な生理

応答に対する分子的な作用機序の解明や、膨大なオミクスデータ・フェノタイプデータの取得・データベース
技術のみでは、農業生産における様々な課題の解決は難しい。「市場（利益）→生産（収量）→成長→代謝」
の階層的な“目的関数”を連立的に解くモデル研究が必要である。つまり、「各階層における制約条件の具体
化」が重要である10）。
さらには、情報技術（ICT、IoT、AI）による生育診断、作業機械/ロボットによる栽培・生産プロセス

の自動化など、最新の工学技術との親和性が極めて高い領域である。さらには、ゲノム編集作物などの栽培
試験や生産など、作物育種との関わりも深い領域である。

［研究開発の動向］
【基本生産技術の確立】

2005年頃までにはレタス類やハーブ類などの生育期間が短い作物において栽培方法は確立していた。
2009年に農水省・経産省による全国的な拠点整備事業が行われ、いわゆる植物工場の第3次ブームが始まっ
た。ここでは、植物工場を3倍に拡大し、生産コストを3割削減する目標が設定され、販路拡大と栽培システ
ムの見直しによる最適化・省エネ化が行われた。また、栽培光源を蛍光灯からLED照明に変える取り組みが
進められ、2016年には、植物工場は191カ所にまで増加した（2009年時点では50カ所）。また、販路拡
大と省エネ化が進むことで、日産5,000株を超える量産型植物工場も実現可能となった。しかしながら、「高
コスト構造」という生産における根本課題により、植物工場の半数以上は赤字の状況にあった3）。
一方で、甘草やシソなどの薬用植物、低カリウムレタス、アイスプラント、バジル、ブルーベリーなどの機

能性野菜、芋類、イネなどの穀物の栽培技術の開発も進められた。

【大規模生産のためのロボット技術とAI技術】
2014年頃から、植物工場の大規模化が進められている。大規模化の実現には、作業の能率化と環境の均

一化を課題とし、前者は機械（ロボット）技術、後者は照明・空調技術が基本技術となる。ロボット化は、
まずは比較的単純な作業である播種、苗の移植が対象とされ、続いて複雑な判断と動作が必要な収穫ロボッ
トが最近の対象となっている11）。植物の状態（形状や生育度合い）を判断しながら作業を行うためには、画
像認識を備えたロボットのAI化が必要である。また、照明・空調技術も大きな栽培空間における生育のムラ
を排除するために、栽培状況を逐次モニターし、AIにより照明・空調をフィードバック制御（またはフィード
フォワード制御）する必要がある。
これらの作業ならびに栽培のAI化は、日々の生産量の緻密な調節を可能とするため、市場ニーズの変動に

合わせた生産量調整（市場ニーズ同期）も可能すると期待される。さらには、レタスやハーブなど、異種の
植物を同時に栽培する多品目栽培を実現する基礎となる。

【植物による医薬品生産、遺伝子組換え・ゲノム編集植物等の生産】
2006〜2011年度の経済産業省プロジェクト「植物機能を活用した高度モノ作り基盤技術開発/植物利用
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高付加価値物質製造基盤技術開発」ではヒトや動物の医薬品原体となる物質の遺伝子を導入した遺伝子組
換え植物（GM 植物）に有用物質を生産させ、これを経口投与、または、抽出精製して利用する技術開発が
行われた。例えば、GM ジャガイモを用いた家畜用経口ワクチン原料の生産や、GM トマトを用いた糖尿病
等の予防に貢献するとされるミラクリンの生産、GM レタスを用いた酸化ストレスに起因する炎症に有効なチ
オレドキシンの生産などがあり、他にもイネやイチゴ、ダイズ、レンギョウ、ミヤコグサ、タバコなどを用いた
研究開発が進められた12） , 13）。また、自然環境と隔離された植物工場におけるゲノム編集作物の栽培は、野
外での圃場栽培に比べ、消費者によるゲノム編集作物への抵抗感を著しく低下させ、ゲノム編集作物の社会
実装の実現に貢献すると考えられている。 

【フィールド用苗生産とスマートフードシステム】
野菜及び花きの苗を生産するための施設として植物工場技術は利用されている。種から育てた苗だけでな

く培養苗や接ぎ木苗なども対象とし、蛍光灯やLED光を用いることで適度にストレスを与えることにより、高
品質な苗の安定供給に貢献している。気候変動にともないストレスに強い苗の需要は益々高まっている2）。
農産物の生産から流通、加工、販売、消費に至る広範な領域を対象としたサステナブルな社会を実現する

ためのスマートフードシステム/スマートフードチェーンが議論されている。生産と流通が双方向に連携するこ
とにより、余剰農作物を少なくするためのデマンドチェーン及びサプライチェーンの開発が期待されている9）。

（4）注目動向
［新展開・技術トピックス］
【工学的展開・大規模生産のためのロボット技術とAI技術】

商業ベースの経済的制約（設備投資・運転コストの制約）の下で、大量生産による単価当たりのコスト縮減、
ロボット自動化による能率向上、生体画像認識や環境データのAI解析技術の駆使、などが試みられている11）。
また、利益シミュレーションの基礎となる生育・収量予測モデルの精緻化、販売時点情報管理（POS）デー
タによるデマンド予測など、数理モデル研究が注目されている。さらに、高度なフェノタイピング技術と機械
学習により生育予測を可能とし、生育ムラの低減、生育の安定化・最適化を実現するための研究開発がなさ
れている。

【生物学的展開・環境調節・生育空間調節による高度な生理代謝制御】
オミクス、フェノタイピングなどの大規模な生物学的データが、生産現場においても安価に取得できるよう

になったため、データに基づく生物状態の評価が可能となっている14-16）。また、これまでほとんど研究されて
こなかった非自然的な栽培条件における生理代謝の研究が可能となっている。例えば、低気圧（高所環境）、
乾燥、微少重力、LED等の特殊光波長域、光や温度の時間的変調（kHzからµHz）などの高ストレス環境
制御下における環境応答の利用が可能となっている。これらの生理学的基礎研究による新発見は、植物工場
の新技術として直ちに社会実装できる大きなメリットがある。また、宇宙農業を想定した養液栽培技術（ジャ
ガイモ、玉川大学・パナソニック・JAXA）も注目されている5） , 6）。海外では、噴霧耕（エアロポニックス）が、
根圏における細菌叢やVOCsなどの基礎研究をベースに技術開発が注目されている17）。

【生物学的展開・多品目栽培、栽培品目の拡大、最適栽培の拡大】
レタス類だけでなく、ホウレンソウやバジル等の葉物野菜、イチゴやトマトなどの果菜類、ジャガイモなど
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の芋類、イネやダイズなどの穀物、薬用植物、ゲノム編集作物など、植物工場はあらゆる植物を生産できるだ
けでなく、これらの最適な栽培条件・方法をデータ化し、システムとして社会に普及することを可能とする。
農業の不確定な要素（天候による環境変動、作業者の経験と勘、生育ムラなど）を極力排除することで、農
業のシステム化の壁となる諸課題を明らかにし、さらには現代植物科学の到達点と未開領域を明らかにする
効果をもつ。特に、モデル植物（シロイヌナズナ）と異なる時空間スケール（数十cm〜数m、栽培期間が
数週間〜数ヶ月）を対象とするため、物理的制約に紐付けられた植物生理学を構築する必要がある。

［注目すべき国内外のプロジェクト］
【国内】
•	大規模生産のためのロボット技術とAI技術（2014年〜）
2014年大学発ベンチャー（（株）みらい他）による日産1万株植物工場におけるLED照明が全面採用さ

れた。2014年経済産業省イノベーション拠点立地推進事業（大阪府立大学他）によるレタス日産5,000株
植物工場における概日リズムに着目した苗選別と自動移植ロボット・栽培室の自動搬送装置・各栽培棚への
ダイレクト送風システム・多色LED光源などの当時の最先端技術が導入された。2017年バイテック（株）他、
2018年セブンイレブン、2018年三菱ケミカル、2019年東京電力グループが日産数万株の大規模植物工場
の建設を発表している。

•	植物の生育・環境応答予測モデルを基盤とする環境適応型植物設計システム（2015年〜）
文部科学省H27年度戦略目標「気候変動時代の食料安定確保を実現する環境適応型植物設計システムの

構築」に基づく、CREST「植物頑健性」領域（2015-2022年度）、さきがけ「フィールド植物制御」
（2015-2020年度）、「情報協働栽培」領域（2015-2020年度）では、植物工場またはその栽培技術が直
接的な研究対象あるいは研究試験施設として利用された。人工光植物工場（レタス）、太陽光植物工場（トマ
ト）などの実際の栽培フローにおける生育・環境応答予測モデルの研究や、イネやダイズなどに対するオミク
ス解析やフェノタイピングの高速化装置としての研究がある。
上述の戦略目標とは異なる観点として、「生命システムの動作原理とその数理モデル」に着目した“数理的

手法”による研究開発も本来関連している。「生命システムの動作原理の解明と活用のための基盤技術の創出」
（2006年設定）、「社会的ニーズの高い課題の解決へ向けた数学/数理科学研究によるブレークスルーの探索」
（2007年設定）、「社会における支配原理・法則が明確でない諸現象を数学的に記述・解明するモデルの構築」
（2014年設定）、などが該当する。しかしながら、これらの領域における“農業（植物生産）”を直接的に扱っ
たプロジェクトは少なく、異分野融合のアクションが必要である。

•	実用技術開発
農水省委託事業としては、農林水産省の委託プロジェクト研究「人工知能未来農業創造プロジェクト」

（2017-2021年）において植物生体情報とAIによる太陽光植物工場における農産物生産の最適化の研究開
発が実施されている（AIを活用した栽培・労務管理の最適化技術の開発（愛媛大学を中核機関とした7法
人コンソーシアム））。
2017年NEDO「次世代人工知能技術の社会実装を目指した先導研究」の一つとして「人工知能技術を用

いた植物フェノミクスとその応用に関する先導研究（特定非営利活動法人植物工場研究会、産総研、鹿島建
設（株）、千葉大学）」が採択され、レタスなどの園芸作物やその他植物の特性や成長量を総合的定量的に
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把握し、生育に必要な環境因子の動的作用を解析する植物フェノタイピング技術を人工知能技術によって開
発し、さらに植物フェノタイピング利活用基盤として整備し利用可能とすることで植物工場での生産活動や将
来的には育種などにも適用し得る応用技術の実現を目的とした。

•	植物による医薬品生産（PMPs）、ゲノム編集植物の生産
NEDO「植物等の生物を用いた高機能品生産技術開発」（2016〜2020年）ならびにJST OPERA「食の

未来を拓く革新的先端技術の創出」（2019年度〜）においてはゲノム編集作物などの高付加価値作物の実験
施設、さらには生産施設として植物工場が用いられている。

【海外】
植物工場は世界各国で急速に普及傾向にある18）。植物工場に精力的な研究拠点や国際会議・カンファレン

スは、昨今世界中で急増している19）。
主な研究拠点、プロジェクト等としては、以下が挙げられる
•	オランダ・ワーゲニンゲン大学の植物工場プロジェクト20）

•	米国農務省USDA（Ohio州立大学、Mishigan州立大学など）における葉物野菜を対象とした植物工
場プロジェクト21）

•	中国：複数大学のグループ（例：Chinese Academy of Agricultural Sciences、その他多数）
この他、シンガポールでは政府による政策強化の動きが見られる。

（5）科学技術的課題
植物工場における基本的課題の一つに、生産プロセスの定常状態の維持が難しいことが挙げられる。植物

の受光量や養液組成、雰囲気のガス組成は、植物の生育・生理代謝や装置の経年変化（劣化）との相互作
用により、一定に保つことは難しい。また、個体差（製品ムラ）が大きいことは、工業製品とは大きく異なる
性質である。このような生体の動的で確率的な性質は、生態系における数理生物学（数学的な動態解析手法）
が参考になる。これまで、成長プロセスはロジスティック方程式22）、花成プロセスはFT-FLCモデル23）、光
合成産物管理はショ糖合成-デンプン分解モデル24）、個体間相互作用は格子モデル、概日時計の昼夜サイク
ルへの同期は位相方程式25）、個体レベルの概日リズム形成はKuramotoモデルなどが考案されている。
植物生産においては、生育や機能性物質に関わる二次代謝にとって最適な状態を維持し、極力個体差を排

除する技術が必要である。また、播種・苗の移植・定植・収穫といった作業や、品質検査と等級選別を自動
処理するための非破壊型の生体計測とロボット技術が必要である。さらに、収穫後の鮮度維持技術も重要で
ある。
以上から、植物工場の基礎となる科学技術は、
①生理代謝解析（オミクス解析：トランスクリプトーム解析、メタボローム解析）
②表現型計測（フェノタイピング、画像解析、機械学習）
③生育・代謝モデリング（数理モデル）
④品質検査（非破壊法による成分分析）
⑤作業ロボット技術
⑥鮮度保持技術（収穫・トリミング技術、予冷技術、コールドチェーン技術）
である。
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上述の関連科学技術において、今後、特に研究が必要な課題を以下に挙げる。

•	植物の複合環境応答の時系列オミクス解析
植物工場は、植物の生育環境を“シーケンス制御”により最適に調整するシステムである。植物に与えられ

る様々な環境入力は、その順番とタイミングが大事であり、膨大な組み合わせの中から最適な動的な環境パ
ターンを見出す必要がある。赤色や青色などの多色LED照明、温度変化、気流、移植作業などによる物理
刺激に対する複合的な応答を、ストレス応答、光合成変化、成長速度変化、形態変化などの異なるタイムス
ケールで要素分解し、時空間的・統合的に理解し、最適状態を定量的に表現できるようにする必要がある。
従って、生物学的知見だけではなく、ダイナミクスを扱う統計モデルや力学モデルも必要となる。
統計モデルとしては永野らのイネ圃場における複合環境における植物の生理応答（トランスクリプトーム応

答）の研究24）が世界的に有名であり、CREST「植物頑健性領域」（2015-2022年度）やさきがけ「フィー
ルド植物制御領域」（2015-2020年度）における展開が見られる。一方、力学モデルは成長や概日時計、花成、
光合成産物管理、形態形成などを対象に研究がある27）。

•	フェノタイピング
植物の形状、色、温度、匂い、成分、葉の運動などの表現型を計測し、特徴量の抽出（特徴量エンジニ

アリング）と、最適化の目的となる評価関数の設計が必要である。マルチモーダル・AI栽培ロボットの目や耳、
鼻といった五感を司る技術となる10）。

•	生育/代謝モデリング
時系列オミクスデータと時系列フェノタイピングデータに基づき、植物生産において最適な生育・代謝を実

現するための逐次環境制御を可能とする数理モデリングが必要である。環境応答の非線形特性、タイムス
ケール、体内時計（生体リズム）、内部ノイズなどを扱う力学モデルと、オミクスデータ・フェノタイピングデー
タなどの大規模複雑データの取り扱いに優れた統計モデル（機械学習）が必要である。

•	機械と生物の情報融合技術
植物工場内には、植物の集団だけでなく、照明・空調・養液等環境調節機械群、作業ロボット群、作業

者集団といったそれぞれが自律動作する動的な集団から構成されている。これらは究極的には情報的に統
合・融合し、AIにより最適化される。環境調節や作業ロボットの動作には、固有の時間遅れや位相差がある
（自律性の存在）ため、トータルとしての情報融合技術は生産工程全体の最適化において必要となる10）。

（6）その他の課題
植物工場は生物と環境の「システム制御」を基礎としているのに対し、植物科学は現象の解明を目的とする。

これらのスタンスは歴史的には大きく異なり、植物科学の延長線上に植物工場の科学技術は置かれてこなかっ
た。植物工場への社会的期待が高まっている現在、植物工場（人工環境下における植物生産システム）を活
用した植物科学の新たな可能性（システム制御）の探究が期待される。
2009年の植物工場ワーキンググループ報告書では、植物工場は農商工連携のシンボルであり、その工業

技術・栽培ノウハウは輸出産業として有望とされた。2016年の調査報告書では、経営的に厳しい状況ではあ
るが（規制・税制の面で露地栽培と比較して優遇措置が少ない、生物固有の不安定性の存在、など要因とさ
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れた）、植物工場の生産システムを他国に先駆けていち早く確立し、食料生産に不適な海外地域等に対して
パッケージとして輸出することで、外貨獲得を通じて日本経済へ貢献することも有望視された。
しかしながら、2017年頃から米国や中国、欧州などで、大規模な研究開発や建設が相次ぎ、国際市場が

急速に伸びているにもかかわらず（2025年には約1兆円と予想）、我が国の植物工場は厳しい国際競争に晒
されている。一方、民間投資による国内の植物工場は盛況であるが、研究開発に関する情報はほとんど公開
されておらず、大学等研究機関との連携が疎かになりつつある。今後の国際競争を鑑みると、産学連携によ
る応用研究と基礎研究の強化が望まれる。

（7）国際比較

国・地域 フェーズ 現状 トレンド 各国の状況、評価の際に参考にした根拠など

日本

基礎研究 ◎ →

水耕栽培、LED照明、空調管理など、工学的な要素技術の研究基盤が
強い。トランスクリプトーム・メタボローム解析の研究基盤を持つ。ゲノ
ム編集作物など高付加価値品種を有する。
一方で、生物学と工学の境界領域であるため、固有の基礎研究が認知さ
れておらず、JSTやNEDO、NAROなどによる直接的な研究資金の投入
がなく、世界をリードする専門的な基礎研究が不足。中国等の海外勢に
対する研究競争力が弱まっている。

応用研究・開発 ◎ ↗

全国に研究拠点を整備しており、産学連携を擁する基盤を持つ。民間に
よる投資が積極的に行われており、社会実装が進んでいる。また、JAS
規格などの品質管理・衛生管理の整備が進められている。大規模化と自
動化、数理モデルを用いた生産管理について、民間レベルの研究開発が
進んでいる。世界市場に向けた標準パッケージの展開が期待できる。

米国
基礎研究 ○ ↗ 総じて優れているが、自動化技術の進捗は不明。

応用研究・開発 ○ ↗ 植物工場ベンチャー企業が多数。

欧州
基礎研究 △ ↗ 総じて優れているが、自動化技術の進捗は不明。

応用研究・開発 △ ↗ 植物工場ベンチャー企業が多数。

中国
基礎研究 ○ ↗ 国家主導による研究拠点が立ち上がり、急速に成果を出してきている。

応用研究・開発 ○ ↗ 世界市場に技術提供を開始している。

韓国

基礎研究 △ - 不明

応用研究・開発 △ - 2010年頃より商用化。ソウル地下鉄駅構内に全自動植物工場がオープン
（2019年）するなど実用化が進むが、社会実装の勢いは不明。

（註１）フェーズ

基礎研究：大学 ･ 国研などでの基礎研究の範囲

応用研究 ･ 開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲　

（註２）現状　※日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価

◎：特に顕著な活動 ･ 成果が見えている	 〇：顕著な活動 ･ 成果が見えている

△：顕著な活動 ･ 成果が見えていない	 ×：特筆すべき活動 ･ 成果が見えていない

（註３）トレンド　※ここ１～２年の研究開発水準の変化　

↗：上昇傾向、→：現状維持、↘：下降傾向
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関連する他の研究開発領域

・農林水産分野における気候変動適応・緩和（環境・エネ分野　2.2.12）
・農林水産ロボット（システム・情報分野　2.2.10）
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2.2.6	 水産

（1）研究開発領域の定義
漁獲量が世界的に横ばいとなり、養殖生産量が漁獲量を超え、養殖生産の重要性が高まっている。本領域

では、効率的で持続可能な養殖生産技術の確立が極めて重要である。ここでは、養殖生産における重要な研
究開発領域として、魚介類の育種（品種改良）、飼料開発および魚病・寄生虫対策を中心に概説する。

（2）キーワード
ゲノム予測、ゲノム編集、代理親魚、不妊魚、代替飼料、ニュートリショナルプログラミング、魚病耐性、

DNAワクチン、寄生虫ワクチン

（3）研究開発領域の概要
［本領域の意義］

国連によると、世界人口は2020年に77億9,480万人であるが、2050年には97億人、2057年には100
億人を越えると予測されている1）。このような人口増加の状況を考えると、土地利用に限界がある農業や畜産
業による食料生産だけでは不十分であり、漁業生産は極めて重要である。世界の漁業生産2）をみると、漁獲
量は1960年に3,476万トン、1990年代に9,000万トン台まで増加するが、それ以降はほぼ横ばいとなり、
2018年には9,758万トンであった。一方、養殖生産量は1960年に211万トン、1990年に1,728万トンであっ
たものが、2018年には1億1,451万トンに増加して漁獲量を大きく上回った。世界の漁業生産における養殖
生産の重要性が高まっており、漁獲から養殖へのシフトは世界的な大きな潮流となっている。
日本の人口は1億2,600万人（2020年2月）であるが、今後、2053年には9,924万人、2065年には8,808

万人に減少すると予測されている3）。漁業生産 4）をみると、1984年に生産量は最大となり、1,282万トン（漁
獲量1,161万トン、養殖生産量121万トン）であった。その後、漁獲量は2019年には320万トンと大きく減
少し、養殖生産量は91万トンと微減で推移している。
このような状況下で、養殖生産を持続可能なものとして展開して、養殖生産量・生産額を増加させていく

ためには、従来の経験ベースのノウハウに加え、サイエンスベースの新たな技術開発が不可欠である。

［研究開発の動向］
日本は養殖総生産量こそ多くはないが、養殖対象魚種は極めて多岐にわたっており、養殖産業そのものの

歴史も諸外国に比べると長いため、研究面でも先進的な取り組みが多い。例えば、マダイやトラフグを用いた
ゲノム編集関連のプロジェクトは注目に値する5）。魚類のゲノム編集技術は、ゼブラフィッシュやメダカを用い
て開発されてきたが、食用海産魚を用いた取り組みは海外では殆ど行われておらず、日本が他国をリードして
いるといえる。実際にはミオスタチン遺伝子のノックアウトによるダブルマッスル養殖魚の作出は実用化にか
なり近いレベルにまで研究が進んでいる。日本発のモデル魚であるメダカを用いた先駆的研究が、そのまま有
用海産魚へと応用されてきた点が大きな原動力となっている。
代理親魚を利用した世代の加速や、凍結生殖細胞を駆使した魚類遺伝子資源の保存に関する研究は、基

盤となる基礎研究から応用研究まで一貫して日本主導で進められた先駆的研究事例であり、現在も大きな優
位性を保持している。一方、養殖対象魚のゲノム解読研究における中国の台頭は著しい。すでにゲノム解読を
終えた魚種も多く、現在も夥しい数の養殖対象魚種のゲノムが解読されるべく、多くのプロジェクトが進行中
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である6）。
ノルウェーにおけるタイセイヨウサケに関するプロジェクトは産官学が連携し、本種の養殖技術に関する幅

広い研究が進められている。その筆頭はゲノミックセレクションを駆使した育種である。一方で、ノルウェー
ではタイセイヨウサケの生産量の多さおよび養殖対象集団が高度に育種されているという背景から、逃亡魚の
環境へのインパクト（天然集団の遺伝的攪乱、天然集団との競合等）も大きな社会問題になっている。この
逃亡魚の問題を解決すべく、種苗の不妊化も大きな研究対象になっている。これら一連の研究は、産業界が
大きなスポンサーになっているため、そのデータの詳細が見えづらいという側面もあるが、論文ベースとして
はdead end遺伝子のノックアウトによる不妊サケの生産に成功している7）。不妊魚は卵と精子を生産できな
いため、不妊サケはCRISPR/Cas9を受精卵一粒ずつに注入することによって生産されている。これらのゲノ
ム編集魚作出時に同遺伝子のRNAを同時に顕微注入することによる妊性のある親個体の生産が試みられてい
る。

•	ゲノム編集
CRISPR/Cas9を利用したゲノム編集技術は、マダイ、トラフグ、クロマグロなどの養殖対象魚に適用され、

ミオスタチン遺伝子の機能を完全に欠損し、筋肉量（可食部量）が大きく増大したマダイが得られている8）。
このマダイは、通常のマダイと同じように餌を食べるが、食べた餌を効率よく利用して筋肉量が増えることが
明らかとなっている9）。2020年8月現在、第4世代が得られており、量産化が可能な段階まで進んでいる。
成熟までの期間がマダイよりも長いトラフグや、魚体サイズが大きいために陸上水槽で飼育できないクロマグ
ロでは、ゲノム編集第2世代以降に関する情報を得るのに時間がかかるが、マダイと同様に短期間での品種
改良効果が得られることが予想される。日本におけるゲノム編集魚の取り扱いに関する関係省庁の基本方針
が決まり、流通・販売に向けて具体的な運用が検討されている。ゲノム編集は従来の技術と比較して極めて
効率の良い品種改良の手法であり、スピーディーな進展が期待される。

•	ゲノム予測
家系記録を用いずに、小規模なリファレンス集団を作成し、その表現型とゲノム情報を統合し、目的形質に

寄与している遺伝子座を同定した後に、選抜を行う“ゲノム予測”の水産への応用も進みつつある。本法が水
産養殖分野での育種の正攻法としては重要な位置を占めるものと期待される10）。さらに、これらのゲノム情
報を駆使した選抜と発生工学技法の組合せによる世代の加速は今後の育種の切り札になるものと世界的に注
目されている11）。

•	代替飼料
養殖生産を持続可能なものとするためには、養魚用飼料の調達は最重要課題の一つである。魚粉は、タン

パク質および必須アミノ酸含量が高く、不消化成分が少なく、抗栄養因子の問題がないことから、配合飼料
の主要原料として使用されているが、世界的な魚粉需要拡大による価格高騰が養殖経営を圧迫する大きな要
因となっている。これに対して、高品質な養魚飼料の安定供給を目指して、魚粉代替源の探索が様々な動物
性原料および植物性原料について行われている。日本では海水養殖魚のタンパク質要求量が高いことから、
大豆粕が配合されるようになっている。脂肪酸に関しては、多くの海産無脊椎動物が長鎖多価不飽和脂肪酸
を生合成可能であることが明らかになった12）。一部の動物種ではDHA生産が可能であることも報告されてお
り、これらの生物試料としての養殖生産への利用も今後の大きな可能性を秘めている。
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新規代替源の検索、廃棄食材の利用、昆虫、微生物あるいは組織培養などによる代替原料の生産、低魚
粉に対応可能な養殖魚の品種改良など、持続可能な養殖の実現に向けた取り組みが継続されている。

•	魚病対策
魚病対策としてワクチン開発が精力的に行われているが、ワクチン利用における問題点は、その投与方法で

ある。養殖魚の場合、一匹当たりの単価が家畜と比べて安いため、ワクチンを一匹ずつ手作業で注射するの
は、人件費が制約要因になる。そこで、魚体をワクチン溶液へと浸漬することで体内へとデリバリーするため
の研究が進展している。このアプローチは以前から試されてはいたが、最近になって抗原の体内への取り込み
機構が明らかにされ13）、当該分野の研究加速が期待されている。
また、いわゆる環境DNAの技術を用いた魚病のアラートシステムの構築も進んでいる。これは環境水中の

病原体由来DNAをPCRで検出するものであり、魚病の発症前に感染リスクのアラートを出すことが可能にな
る技術として期待されている14）。

（4）注目動向
［新展開・技術トピックス］

•	未成熟なニジマスの精巣からA型精原細胞を採取して培養・増殖させて三倍体ニジマス稚魚の雌雄に移
植し、2年後に得られた卵および精子の人工授精によって作出されたニジマスが正常に発育して成熟する
ことが報告された15）。この技術は絶滅危惧種の保全に利用できるだけでなく、優良な養殖魚の生産にも
応用可能である。代理親魚を用いることでクロマグロのような大型の親魚を用いることなく小型魚を用い
てクロマグロの生産を可能とするもので今後の展開が期待される。

•	ゲノム編集関連では、早期成熟に関するマダイおよびトラフグを用いた応用研究プロジェクトが進んでい
る。この研究ではトラフグの成熟を早めるために、1年で成熟するクサフグを代理親魚としてトラフグの
代わりに用いる技術も利用している。様々な新しい技術の組み合わせにより、養殖生産効率を高めようと
する注目すべきプロジェクトである。

•	ゲノム育種関連では、様々な魚種において実用可能な「高度ゲノム情報を利用した選抜育種法」を構築し、
選抜育種の効率化と普及を目指すプロジェクトが進行している。寄生虫耐性に関連する遺伝子が同定さ
れたように、ゲノム情報に基づく育種を実用化するための研究が加速しており、今後の進展が期待できる。

•	寄生虫症は一般的にワクチンによる予防は困難であるが、一部培養が可能な寄生虫（スクーチカ）では
ワクチン開発が始まり、水族館などで効果が得られている。培養ができないハダムシではDNAワクチン
開発や耐性系統の確立により一定の成果が見られ始めている。粘液胞子虫については飼育用水の紫外線
処理での予防効果が確認された。べこ病に対しては薬剤による治療が可能であることが示された。住血
吸虫では生活環の解明による予防対策が確立された。これは長年の課題であった寄生虫対策の新しい展
開であり、今後の技術開発が期待される。

•	近年魚の消費量が急増して価格が高騰したため、新しい養殖対象魚種の探索が行われ、ご当地サーモン
養殖や、スマ養殖などの技術開発が行われている。また、従来は対象とならなかったアカムツ（ノドクロ）
やギンダラの種苗研究も開始している。また、漁獲量が減少し、モロッコなど海外からの輸入量が減少
して価格が上昇しているマダコに関しても日本・スペインなどで技術開発が進行している。このような魚
種の安定生産技術を確立していくことは重要である。
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［注目すべき国内外のプロジェクト］
•	水産研究・教育機構「SH“U”N project：Sustainable, Healthy and “Umai” Nippon seafood 
project（サスティナブルでヘルシーなうまい日本の魚プロジェクト）」
日本で漁獲されている水産物を「資源評価」・「海洋生態系」・「漁業管理」・「社会経済的な状況」の

4つの評価軸により総合評価し、健康と安全・安心に関する情報をあわせて提供することにより、消費者
が水産物を購入する際の判断材料となる情報を発信している。総合的な情報を提供することで、水産エ
コラベルの認証作業など持続的な水産物利用に向けた科学情報活用の推進も期待している。

•	農水省「ゲノム編集技術を活用した農作物品種・育種素材の開発」：ゲノム編集魚を含むゲノム編集作物
の安全性検証技術に関するプロジェクト。

•	ノルウェー「大規模水圏養殖研究プログラム（HAVBRUK2）」：2016年〜2025年の予定で実施され
ており、年額約15億円を予定している。基礎研究から産業での応用、社会的課題までを含む大規模な
プログラム。

•	中国「Aquatic 10-100-1,000 Genomics Program」：ゲノミクスベースの研究を集約的に進めるプロ
ジェクト。10種類の養殖魚をゲノム育種し、100種類の魚種で全ゲノムを解読し、1,000種類の魚種で
トランスクリプトームデータを取得することを目指している。

（5）科学技術的課題
日本におけるゲノム編集研究は先駆的な事例が多く見受けられるが、今後はノックアウトのみではなく、ア

ミノ酸の配列置換と分子構造と機能の予測により、ゲノム編集でノックアウト以外の育種を進めていくことも
重要である。これにはタンパク質工学的な研究を充実させ、少数のアミノ酸置換により、タンパク質の機能を
増強、改変する基礎研究が必要となる。このような基盤情報を充実させ、ゲノム編集で個体へと応用していく
ことが大切である。
ゲノム編集された魚について、環境省などは導入された細胞外で加工した核酸またはその複製物が残存して

いないことを確認すれば遺伝子組換え生物には該当しないと扱う方針を発表した。ゲノム編集等の操作をされ
た魚が成熟しない、つまり子孫を残すことができなければ、その扱いに関する制限は最小限にできる可能性
がある。魚類を成熟させない、つまり不妊化あるいは不稔化させる方法には、三倍体化する方法や成熟に関
わる遺伝子の機能をノックアウトする方法などがある。単純に不妊化あるいは不稔化してしまうと次世代を残
せなくなり、作出した品種が途絶えてしまうため、可逆的な不妊化あるいは不稔化技術を開発する必要がある。
卵質や受精率を低下させずに可逆的な成熟抑制を行うことができる技術開発が必要である。
ノルウェーのサケ養殖を中心に発展してきた養殖業の自動化、IoT化は日本の養殖業にとって大きな課題の

一つである。これらの基盤技術の大部分は、欧米で構築されたシステムが存在しており、サケ用のものについ
てはコマーシャルベースでハードと共に流通している。これらを日本の養殖対象魚種や台風にも耐えられるレ
ベルにファインチューニングして実用化するための技術開発が必須である。また、陸上循環養殖についても、
コストダウンのための技術開発が重要である。
養魚飼料に関しては、ヨーロッパのサケ・マス養殖ではすでに魚粉を使用しない飼料の利用が可能となって

いるが、コスト高になるため少量の魚粉を使っているのが現状である。これを可能としている要因のひとつに、
サケ・マスの栄養要求特性が日本の海水養殖魚に比べて魚粉の削減に向いていること、養殖対象種が少ない
ために研究開発から製造までの過程が多魚種を扱う日本よりも単純化できることなどがあげられる。逆に日本
の海水魚養殖では、対象魚種の肉食性が強くてタンパク質要求が高いこと、ブリ、マダイ、カンパチ、クロマ
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グロ、シマアジ、トラフグ、ヒラメなど多種類に対して、それぞれの栄養要求特性に応じて飼料を開発する必
要があることなどが問題点と考えられる。魚類の栄養学そのものが欧米を中心にサケ科魚類を対象として発
展してきた歴史があるが、日本の海水養殖魚には当てはまらない点も多くあると考えられる。既成概念にとら
われることなく、海水魚向けの配合飼料を低魚粉化しながら開発する必要がある。魚粉代替源としては、植
物原料だけでなく、家畜の処理残渣や昆虫などについても検討されてきている。微生物あるいは組織培養な
どによる代替原料の生産を含め、低コストの原料開発に期待したい。

（6）その他の課題
新たな養殖技術をサイエンスベースで開発してくために最も必要とされているものは基礎と応用の両者を理

解できる人材である。この20-30年間に養殖学研究は極めて細分化し、研究者の分子生物学志向が大きく進
んだ。その結果、現場の課題を抽出、解決できる研究者がアカデミアから減少している。本分野で日本が世
界をリードしていくためには、最新の分子・細胞生物学、生化学と現場の養殖学を高次元で統合できる人材
を教育、輩出していくことが不可欠であり、産官学が連携した長期的な人材養成システムが必要である。　　
また、研究者の現場からの解離の原因として、研究業績として論文数や競争的資金の獲得が評価指標とし

て広く採用されることが挙げられる。論文数や競争的資金の獲得は客観的な評価指標としては優れているが、
論文掲載も競争的資金の獲得も新規性が問われるものであり、養殖の現場で役に立つ養殖対象種を用いた研
究であっても、メダカやゼブラフィッシュですでに論文になっていると新規性がないと判断されることがある。
論文数や競争的資金の獲得だけでなく、産業への貢献度についても同じような重要性をもって評価できる仕
組み作りや、水産分野のような産業に直結している研究では新規性についての新たに判断基準が必要である
と感じる。
さらに、養殖対象魚種はその世代期間が長いため、従来の競争的資金の枠組みでは、魚類の世代をまたぐ

ような研究にはなかなか着手できないという問題があった。今後は競争的資金の研究期間を弾力的に、必要
に応じて長期化することも実用化を目指すうえでは重要である。
ゲノム編集のような新しい遺伝子操作技術の場合、その扱いに関する法整備が間に合わない状況が実際に

生まれている。それは日本だけでなく海外でも同様である。各省庁で個別に取り扱うと時間がかかり、国際競
争力の低下につながる恐れがあるため、複数の省庁で同時に審議を進めることができるような枠組みを構築
する必要がある。
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（7）国際比較

国・地域 フェーズ 現状 トレンド 各国の状況、評価の際に参考にした根拠など

日本

基礎研究 ◎ →

•	 海産魚を用いたゲノム編集に関しては、京大と近大、水産教育・研究
機構のグループが先駆的な研究を継続している。ミオスタチンノックア
ウトに関しては、技術的には既に量産可能であるが、ダブルマッスルの
表現型を消費者が受容するか、法整備の状況によって今後の方向性が
決まってくる。トラフグを中心にゲノム解析も進んでいる。

•	 代理親魚を用いた研究は海洋大、北大水産グループが先駆的な研究を
継続している。世代加速のための宿主作りについては海産魚、淡水魚
共に一世代を半年以下にする研究が始まっている。

•	 養魚飼料に関しては扱う魚種の問題もあり、盛んに研究されているも
のの十分な成果が得られていない。

•	 寄生虫の基礎研究では日本は世界のトップレベルを維持。

応用研究・開発 ◎ →

•	 クロマグロの人工種苗生産技術に関しては近大水産実験所のグループ
が世界的にも独走状態にある。種苗の質的改善も進んでおり、民間養
殖場への導入も着 と々進んでいる。

•	 ゲノム編集では、マダイで第4世代、トラフグでも第3世代が得られて
おり応用に向けた取り組みが進んでいる。

•	 養魚飼料の低魚粉化はまだ開発途上であるが、魚種別の検討が進めら
れている。飼料原料に昆虫タンパク質を用いようとするベンチャー企業
が数社ある。

•	 寄生虫対策では、薬剤治療法、DNAワクチン開発、耐性遺伝子マー
カーや耐性遺伝子の同定など進展が見られる。

米国

基礎研究 〇 ↘

•	 タイヘイヨウサケ属魚類の養殖事業において人工種苗を放流すると、
その放流個体の再生産能力が低下する複数の事例が報告されている
（オレゴン州立大）。養殖生産を進めるに際して慎重に検討すべき課題
である。

•	 ゼブラフィッシュを用いた基礎研究やニジマスを中心に栄養要求に関す
る研究が行われている。

•	 寄生虫研究はニジマスやアメリカナマズなどの淡水魚中心に進んでいる。

応用研究・開発 △ →

•	 民間のThe Center for Aquaculture Technologiesが養殖に必要な
育種や魚病診断、不妊魚開発に関する研究を商業ベースで進めている。
基礎研究と養殖技術をつなぐ架け橋的研究が業務の中心である。

•	 養殖生産が限定的であり、養魚飼料の応用も限られているが、水産用
に天然ガスから微生物発酵技術により代替タンパク質の生産を検討す
るベンチャー企業がある。

欧州 基礎研究 ○ ↗

•	 ノルウェーはあらゆる研究領域において、タイセイヨウサケ（アトラン
ティックサーモン）を用いた基礎研究で他国を圧倒している。ゲノミク
スの基礎研究は多くの大学、研究機関が参加しているが、養殖を目指
した基礎研究としてはNorwegian Institute of Food, Fisheries and 
Aquaculture Research （NOFIMA）が主導的役割を果たしている。
また、タイセイヨウサケのゲノム編集研究は海洋研究所がゼブラフィッ
シュ等で開発した技術の応用に成功している。

•	 英国のスターリング大学やスペインのラスパルマス大学で　ニュートリ
ショナルプログラミングの研究が進んでいる。
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応用研究・開発 ◎ ↗

•	 ノルウェーのサーモン養殖技術の開発は全ての分野で先駆的である。
特に養殖用の資材やシステム開発は他の追随を許さない状況にあり、
多くの国に導入されている。

•	 魚粉代替として植物性原料を用いた飼料の開発が、各飼料メーカーを
中心に進められている（Skretting等）。

•	 ノルウェーでの主要な魚病である寄生虫に対する技術開発では、体表
に寄生する寄生虫をレーザーで駆除する技術や生物的防除法が開発さ
れている。

中国

基礎研究 ○ ↗

•	 国家主導でゲノミクスベースの研究プロジェクトが進行中である
（Aquatic 10-100-1,000 Genomics Program）。この成果次第では、
日本にとって大きな競合国になる可能性がある。

•	 わが国や欧州とは異なり、粗放的な淡水魚を中心に養殖が行われてい
るため養魚飼料に関する動向はつかみにくい。

応用研究・開発 △ → •	 養殖生産量が急増。大部分は内水面におけるコイ科魚類の養殖である
が、海産魚（ヒラメやニベの仲間）の養殖量も増加しつつある。

韓国

基礎研究 ○ →
•	 米国留学から帰国した研究者が遺伝子解析などを中心に優れた研究を
進めている。

•	 養魚飼料に関する研究レベルは日本と大きく変わらない。

応用研究・開発 ○ →
•	 ヒラメ、ソイ養殖が盛んであり、その周辺技術（栄養、魚病、繁殖等）
に関する研究が進んでいる。

•	 スクーチカ等の寄生虫対策は日本と大差ないレベルにある。

タイ 応用研究 ◎ ↗

•	 民間の養殖会社であるCPフーズがハワイから導入したバナメイエビを
始祖集団として独自に育種を進めている。ゲノム情報を駆使した大規
模な育種であり、我が国の有用種の最先端育種を凌駕している可能性
がある。民間のため戦略の詳細は不明。

（註１）フェーズ

基礎研究：大学 ･ 国研などでの基礎研究の範囲

応用研究 ･ 開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲　

（註２）現状　※日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価

◎：特に顕著な活動 ･ 成果が見えている	 〇：顕著な活動 ･ 成果が見えている

△：顕著な活動 ･ 成果が見えていない	 ×：特筆すべき活動 ･ 成果が見えていない

（註３）トレンド　※ここ１～２年の研究開発水準の変化　

↗：上昇傾向、→：現状維持、↘：下降傾向

関連する他の研究開発領域

・農林水産分野における気候変動適応・緩和（環境・エネ分野　2.2.12）
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2.2.7	 畜産

（1）研究開発領域の定義
畜産は、動物を経済動物として飼養し、食料としての肉や乳、衣としての皮等を提供する産業である。高

品質で効率的な畜産物の生産は、家畜の育種と生産技術の向上によって支えられてきた。そこで、本項目で
は、家畜育種技術とその基盤となる生殖工学技術、および生産の持続性や環境負荷低減など新たな価値観に
基づく生産技術開発を中心に取り上げる。

（2）キーワード
家畜、ウシ、ブタ、ニワトリ、飼料、栄養、生理、形態、飼養学、生殖工学、代謝プログラミング、SNP

解析、ゲノム編集、成熟卵子産生、牛肉生産、SDGs、ESG投資

（3）研究開発領域の概要
[本領域の意義]
高品質で効率的な畜産物の生産には、育種による品種改良が欠かせない。優良形質を持つ品種の作出は、

日本においても19世紀から行われてきたが、現在ではゲノム情報を活用した高効率な育種が進められている。
牛などの大動物では、計画に従った交配を行うため、人工授精、精液の凍結保存、性判別、体外受精、胚
培養、胚移植などの生殖工学技術が不可欠であり、日本では乳牛や肉牛の98%以上は人工授精や胚移植に
より生産されている1）。こうした技術は、畜産領域の発展に寄与するばかりでなく、医学領域へと応用されて
いる重要な技術領域である。モデル動物を用いた研究からは、最先端の生殖工学の知見が日々蓄積している
が、実際の畜産の現場では、必ずしも全ての技術があらゆる動物種で実用段階にある訳ではなく、地道な応
用研究が必要である。
畜産における飼養研究では、品質や生産量向上をターゲットとした生産技術が優先され、動物の2次性徴

以降に高カロリーの穀物飼料を大量に与えることで成長を加速し、筋内脂肪の割合が高められてきた。一方
で、この生産方法により世界の穀物の3割、トウモロコシの7割が家畜飼料として消費されている。輸入飼料
に過度に依存する日本の牛肉生産では、BSE（牛海綿状脳症）等の発生に見られる食の安全性に関する問題、
集約的経営形態から排出される大量の糞尿処理問題、集約的な飼養形態における家畜福祉等の多くの問題を
抱えている。
ウシは植物のセルロース等を分解し、タンパク源としての食肉を生産する草食動物である。その機能を牧草

などの粗飼料で引き出す革新的な技術が確立されれば、穀物飼料の削減が期待される。課題解決の糸口とし
て、ヒトの疫学調査から派生した代謝プログラミングという概念に基づき、牧草などの粗飼料を有効活用する
肉牛の新しい生産技術が開発されつつある。
日本の畜産が国内外で優位性を築くためには、超エリート家畜の効率的な育種、従来の生殖工学技術で生

じている諸問題を解決する中長期的な対策、さらに、最先端の生殖工学技術の創出を実施すると同時に、生
産の持続性や環境負荷低減などに配慮した生産技術開発が必要である。

[研究開発の動向]　 
繁殖技術の進歩は「動物の体内で行われている生殖のシステムを壊さずに自由度を拡張する」というシンプ

ルな構造を持っており、具体的には「時間」と「場所」について人間が自由に扱える項目を増やしてきた。具
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体的には「雌の卵管内に適切なタイミングで精子を存在させる方法／雌の子宮内に適切なタイミングで胚（受
精卵）を存在させる方法」を追究してきたと言える。従って、最も単純な技術は、タイミングを合わせて雌個
体に精液を注入する人工授精である。人工授精の技術を出発点として、さらに生産効率を上げる目的で精子
や受精卵を凍結保存して時間を止め、体外受精や胚移植によって「時間」だけでなく「場所（移植先の雌も
含めて）」の自由度を高めてきた。操作項目が増えるごとに実用化までに時間がかかり改善の余地も増えてく
るが、現状として牛ではすでに体外受精と胚移植が広く普及しており、豚では技術としては一通り確立されて
いるものの一般への普及はこれから（人工授精が主）という状況になっている。
研究開発が求められているトピックはこれまでと変わらず、雌雄産み分け、産子数の増大、受胎率の改善、

作業の省力化等が挙げられる。

【育種】
乳用牛、肉用牛、豚、卵用鶏および肉用鶏を対象とした育種において、量的形質遺伝子座（Quantitative 

Trait Locus; QTL）解析が盛んに行われてきた。これは、親世代の遺伝子の交雑でF1を産出し、F1の雄と
さらに別の雌との交雑によりF2世代を産生し、F2世代で親の優れた形質を受け継いだ家畜と受け継がなかっ
た家畜のゲノム配列を解析し、ゲノム配列と量的形質（優良形質）との関連を解析するものである。当初、
QTL解析は責任遺伝子の絞り込みが困難であったことから、マイクロサテライトマーカーの多型などを利用し
て数十〜数Mbの解像度で量的形質との関係が評価されたが、次世代シークエンサーの普及により、1塩基
解像度でゲノム配列情報が得られるようになった。同時に、量的形質に関連する遺伝子の機能や1塩基多型
（Single Nucleotide Polymorphism; SNP）の情報が蓄積されてきたため、連鎖解析を行わずに量的形質
を評価できるようになってきた。また、SNPチップの開発により簡便なQTL解析が可能になった。 SNPチッ
プはQTL解析ツールとして確立されつつあり、今後は、信頼性の高いSNPやさらに優れた形質が表れる
SNPなどSNPの評価を進めて行く必要がある。

【生殖工学】
高品質で均質なウシを生産する上で、精液の凍結、人工授精および受精卵移植などの技術は不可欠な技術

となっている。乳用牛や肉用牛では50年前から人工授精が普及し、最近では、X染色体を持つX精子とY染
色体をもつY精子を選別・分取した精液が凍結して販売されている1）。精液の凍結保存はヒト不妊治療への
応用もあって、既に十分確立した技術であるかのように錯覚するが、豚では国内外を通じて長らく実用化でき
なかった。日本の大規模養豚場では人工授精が普及しているものの、凍結精液を用いると受胎率が低下する
ことから、凍結精液ではなく希釈精液が利用されてきたが、精液の冷蔵保存可能期間が短く、受胎させる為
に複数回の精液注入を行うなど多大な労力が必要であった。これに対して日本の研究者が、簡便でかつ80%
の高受胎率で、一度の分娩で10頭以上の子豚を産むことが可能な、精液の凍結・融解・保存方法を開発し
た2）。今後は、牛と同様にX精子やY精子を選別・分取する技術の確立が期待される。このように、ある種
の動物や家畜で既に確立している技術であっても、他の種で万能に利用できるわけではないので、動物種個々
の生殖技術を構築することが求められている。

【肉用和牛の生産】
日本で1年間に消費される牛肉94万トンのうち、約33万トン（35％）が国産である。いわゆる和牛の生

産量はそのうち15万トンであり（2019年、農林水産省生産局畜産部）、和牛の90％以上を占めるのが日本
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固有の黒毛和種である。神戸牛や松坂牛といった有名ブランド牛はこの中に含まれる。黒毛和種から生産さ
れる牛肉は、世界に類を見ない高い脂肪交雑度（いわゆる霜降り肉）を誇り、高級牛肉として世界に認知さ
れている。一方、繁殖基盤の弱体化に伴って肉用子牛の出荷頭数が減少し、肉用子牛の販売価格が高騰して
いる。また、配合飼料が高騰しており、日本の牛肉生産は苦境に立たされている。そこで、農水省が中心と
なって、肥育期間短縮により生産コストを下げる検討が進められている。2014年には29ヵ月であった黒毛和
種の平均出荷月齢は短縮傾向にあり、技術的には24か月での出荷が可能であるとする報告もある3）。早期出
荷を目指す各種の試みの中で子牛や肥育前期の飼養管理の重要性が指摘されている4）。

【ゲノム編集技術の応用】
医療用ブタ以外でもゲノム編集技術が家畜に応用され始めている。ブタの呼吸・繁殖障害症候群はウイル

ス感染によって発症し致死性が高い。このウイルスの受容体はブタの細胞表面で発現するが、2017年にイギ
リスのロスリン研究所で、受容体遺伝子の一部を欠損する受精卵がゲノム編集により作出され、誕生したブタ
は呼吸・繁殖障害症候群ウイルスに抵抗性を示した5）。イギリスではこのゲノム編集ブタを繁殖し、食肉とし
て市場に流通させることが検討されている。我が国でも、ゲノム編集技術と体細胞クローン技術を併用して、
牛の黒毛和種で発症するイソロイシルtRNA合成酵素（IARS）異常症の原因遺伝子の修復に成功している6）。
ゲノム編集技術はマウス以外の動物への技術移行が比較的容易であることから、今後は家畜への幅広い応用
が期待される。

【成熟卵子の体外産生】
家畜の育種・繁殖では、「雄」が遺伝資源の基盤となっている。これは、雄の生殖細胞である精子が、長

期間にわたって大量に産生され続けるのに対し、雌が成熟卵子を産生できるのはごく短期間で、その数も極
めて少ないことに起因している。しかし、当然ながら雄の遺伝的背景だけでなく、雌の遺伝的背景も子畜の
優良形質に重大な影響を及ぼす。実際、同じ精液を用いて生産された牛の枝肉のランクは母親のランクに依
存して上下する7）。そのため、優良な遺伝資源を有する雌の成熟卵子を量産することが可能になれば、超エ
リート家畜の増産につながると考えられる。雌では卵巣内に未成長の卵母細胞が数十万も潜在している。さ
らに胎子期の始原生殖細胞（Primordial Germ Cell：PGC）は増殖能があり、雌の遺伝資源として有効利
用できる可能性がある。そこで、これらの未成長卵母細胞やPGCから、体外培養で成熟卵子を産生する研究
が行われている。マウスでは、卵母細胞が分化する以前のPGCから成熟卵子の産生が可能であり8）、また、
ES細胞やiPS細胞からPGC様細胞を分化させ、これらから成熟卵子を産生することに成功している9）。卵母
細胞の培養技術、多能性幹細胞からPGC様細胞や成熟卵子を産生する技術は、日本人研究者が世界に先駆
けて確立したもので他国の追随を許していない。

【AIを活用した胚移植成績向上に向けた研究開発】
牛では受胎率が30年前と比較して10%程度低下している。家畜では受精卵移植後に妊娠不成立や流産を

招くと、その経済的損失が大きい。全農とソニーは共同でAIにより優良な胚を選抜することにより胚移植成
績を向上させる「牛受精卵AI解析システム」を開発し市販している。マウスでは、AIによって識別された受
精前後のマウス卵の品質の差異を解明しようとする研究も始まっている。
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【代謝プログラミングを活用した環境負荷の低い肉牛肥育技術の開発】
ヒトの疫学調査から、胎児期や生後の初期成長期に受けた栄養刺激により、その後の動物体の代謝システ

ム、生理および形態、種々の器官の構造形成に多大な影響を及ぼすことが明らかになりつつある10）。この概
念は代謝プログラミングと呼ばれ、医学分野では「成長過程の栄養状態や環境因子の作用に起因する疾患の
発生 （Developmental Origins of Health and Disease: DOHaD）」として、エピジェネティクス研究と密
接に関連しながら、実験動物を用いた基礎研究が進んでいる。反芻動物においても、妊娠期の栄養環境は、
胎仔の筋形成、脂肪形成および結合組織等形成に影響することが報告されている11）。しかし、妊娠期の栄養
が仔畜に与える効果は、胎盤構造の差異などの影響により、反芻動物でも動物種によって異なる12）。また、
代謝プログラミングは、胎児だけでなく、新生仔期においてもプログラミング効果が認められている。
ウシを用いた胎児期のプログラミングに関する研究では、母牛の放牧地の草地改良により妊娠中期から後

期の栄養を高めると、その子畜の成長、肥育後の出荷時体重や胸最長筋の柔らかさ、脂肪蓄積が向上する傾
向が示されている13）。
代謝プログラミングを肉牛生産に応用していく場合、妊娠した母牛を大きな牛群で、妊娠期のステージごと

に個体管理して、栄養を精密に制御していくことは現時点では物理的に困難である。広い放牧地をもつ米国
などで放牧飼養の母牛を栄養コントロールする場合、牛群に補助飼料を給与することは可能であるが、妊娠
期のステージを詳細に同期化させる難しさや気象の違い等、自然環境の変化も考慮せねばならず課題が多
い14）。
また、胎児期の子宮内の環境は、成熟後の非伝染性疾患（non-communicable disease: NCD）のリス

ク因子として認識され、DOHaD概念に関連して、妊娠中の様々なストレスとその子孫へのNCD、すなわち
心血管系の疾患、肥満や糖尿病等の代謝障害、神経認知障害等の発症リスクの関係を示す研究成果が発表
されている。胎児への種々の栄養環境等の暴露が、子孫の成熟後の健康にどのような影響をもたらすかにつ
いて、器官や組織の構造的変化に関連した経路や細胞老化の加速化、遺伝子発現に関するエピジェネティク
ス制御等のデータが出始めている15）。
当該分野における世界の情勢をみると、マウスに代表される齧歯類などの実験動物での知見が畜産動物（こ

こでは哺乳類、特にウシ、ブタ、ヒツジ、ウマ）の研究へと発展している。家畜の繁殖（生殖工学）のトピッ
クとしてマイクロRNA、細胞外微粒子（細胞外小胞）、ゲノム編集、幹細胞、シングルセルRNA-seq解析な
どが挙げられる。
マイクロRNAはすでに数多くの研究で取り扱われており、動物種としてはウシとブタが多い。米国、欧州、

中国からの論文が大部分を占めるが、なかでも中国はマイクロRNAを扱う研究に注力しており、特に従来か
ら研究が盛んなブタに関しては他国を圧倒する論文数となっている。
家畜繁殖におけるエクソソームの研究は欧州で活発に進められているが、ウシでは南米諸国からの論文も

多いという特徴がある。日本についてはマイクロRNAとエクソソームを扱った家畜繁殖の論文は、シェアこそ
小さいものの継続的に公表されている。
CRISPRを用いたゲノム編集も様々に活用されており、論文のシェアは米国が大きく、欧州や南米の研究も

活発である。ただし、ブタに関してはCRISPRを含む論文の数は日本および中国が多いという状況にある。
その他、家畜の幹細胞やシングルセルRNA-seq解析を扱った研究についても中国の論文が多い傾向にあり、

米国や欧州が続いている。
これらのトピックについて、実験動物については我が国から質の高い論文が数多く発表されており、そのよ

うな先端的な技術や知見が家畜研究で活用されることが期待される。
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（4）注目動向
[新展開・技術トピックス]
•	X精子とY精子の機能的な差を利用した雌雄産み分け法
広島大学の島田らによって開発された産み分け法であり、学術的に非常にインパクトの大きな発見であると

同時に家畜生産現場で強く求められている技術に一つの解答を提案したという点で特筆すべき成果である16）。
最初の論文ではマウスが材料だったが、最近の論文では牛の体外受精での応用も触れられている。将来的に
は人工授精への応用が考えられ、繁殖技術の一丁目一番地である人工授精と繁殖の応用技術の一番地である
雌雄産み分けの組み合わせにつながる技術である。

•	凍結精液の大量生産技術
牛の受胎率の低下が問題とされてすでに長いことから、人工授精自体を改善しようとする技術開発が続け

られている。産業技術総合研究所を中心に、牛の繁殖性を改善する凍結精液の大量生産技術が開発され
た17）。研究的要素としてはマイクロ流体技術の応用とそのためのデバイスのデザインと作出が含まれている。

•	牛精子のフリーズドライ
2020年に発表された、フリーズドライの牛精子を卵子に注入することにより子牛が誕生したという成果で

ある18） 。
マウス精子のフリーズドライと産子の作出は1998年に成功例が報告されていたが、哺乳類としてはラット、

ハムスター、ウマに続く成功例。人工授精どころか体外受精すら飛び越えて、卵子への注入が必要となること
から、技術的に生産現場レベルの実用性は低いが、遺伝資源保存の一形態としてその可能性が牛でも証明さ
れた。そもそもどの精液と雌牛の組み合わせを選ぶのかについてはゲノミック選抜が実施されており、その育
種での研究トピックとなっている。

•	ベトナム在来ブタの卵子の保存
卵子の保存に関する研究。凍結保存は、精子、胚（受精卵）、卵子の順に技術開発が進められてきたが、

最も困難であった豚の未成熟卵子のガラス化冷却保存が2014年に達成され（産子誕生）、可能か否かという
問題からどのように利用するかという問題へステップアップした。豚はもちろん牛の卵子の凍結保存も生産レ
ベルでの普及はまだだが、精子と卵子の両方を半永久的に保存できるようになったことで、生殖細胞の利用
に関する「時間」と「場所」の自由度は格段に高くなったことは間違いない。さらに、豚に関しては一歩進ん
で、希少品種の豚の卵子を生殖資源として保存する「ベトナム在来ブタ資源の遺伝子バンクの設立と多様性
維持が可能な持続的生産システムの構築（SATREPS）」プロジェクトが進められ、2020年春に終了した。

•	受胚牛側からの受胎率の向上と省力化
最高の品質の胚を選び、自由な時間に移植するとしても、受胚牛の状態が良好でなければ受胎性が低下し

てしまう。また、農業従事者の減少などに対応するために人工知能の利用を含む機械化（スマート化）が求
められている。例えば、受胚牛の選別では、ホルモン等の処置を計画的に行った上で、従来の観察に加えて
機械選別による効率化を目指す技術（カラードップラーを用いた受卵牛選抜によるET受胎率の改善）が報
告されている19）。
また、省力化に関しては、すでに民間の技術による市場も形成されつつあるが、発情検知や分娩予知のさ
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らなる高精度化を求めて技術開発が進められている20）。

[注目すべき国内外のプロジェクト]
•	2018年度から文科省の科学研究費の新学術領域研究で「配偶子インテグリティの構築」が採択された。
新しい個体を作り出すことは生命の根源的な活動である。これを支える配偶子は個体の中で作られる唯
一の次世代の細胞であり、その品質を高く保つことは次世代の健常性や、それ以降につながる種の存続
を保証するために必須である。本研究領域は、次世代をつくる能力を保証する配偶子の機能的な完成度
「配偶子インテグリティ」がどのように構築されるかを理解して再構築することを目指している。
•	2019年度から新学術領域研究「全能性プログラム：デコーディングからデザインへ」で生殖細胞の全
能性を解明しようとする研究が進められている。

•	受胎率を向上させる目的で、質の高い受精卵を選別する技術の開発は継続して実施されている。日本中
央競馬会「畜産振興への取り組み」、令和2年度「53．人工知能による牛体外受精卵の自動評価事業」。

•	オーストラリアでは羊や牛を用いた代謝プログラミングに関する研究が実施されている。国立のCSIRO
のPaul Greenwoodらが、オーストラリアの粗放的牛肉生産における発達プログラミングの効果とその
制御について研究を進めている。

•	国内では、鹿児島大学／九州大学のグループがウシを用いた代謝プログラミング研究を行っている。生
後の初期成長期、特に哺乳期と育成期の栄養環境により、代謝プログラミングを黒毛和種に応用するこ
とで、ヒトが消化できない植物資源（セルロース、ヘミセルロース等）からタンパク質生産および良質牛
肉の生産効率を革新的に向上させることに挑戦している。

 （5）科学技術的課題
種々の先端研究も基盤技術が整備されなければ普及は難しい。牛の受精卵移植技術は40-50%の率で子牛

を誕生させることに成功し、十分に経済的利益を生み出しているが、30年前と比較して受胎率は10%程度低
下している21）。AIによる胚の判定などの新規技術が生み出されているが、繁殖生理学的な解析により根本的
な原因究明やそれを克服する手法の開発は重要な課題と言える。
国内で肥育される肉牛は黒毛和種が圧倒的多数を占めるが、日本固有種である褐毛和種などは良質な赤身

肉を特徴としており、これらの育種や繁殖にも注目すべきである。
牛肉産業はグローバル化が進んでいる。また、過去に流出した和牛を元にして豪州と米国より世界中に精

子や授精卵が販売され、WAGYUとして多数飼育されている。日本でも長期的戦略をもって、和牛における
胎児プログラミングおよび新生児プログラミングを展開し、粗飼料を基盤とした日本式の飼養システムを構築
することが急務と考えられる。

（6）その他の課題
日本では畜産家が長年かけて育種してきた優良家畜が多数現存し、今後も育成されていくであろう。しかし、

和牛が海外から輸入されるという残念な事態が起きている。これらの遺伝資源の海外流出を食い止める施策
（国際的なパテントとその遵守の強化）も重要となってくる。

牛肉生産を視野に入れた、ウシを用いた研究成果の社会的要求は高まると思われるが、ウシの個体価格が
高く、最終的な産肉量や肉質まで検討するには3～4年の期間を要する。また、ウシの飼料費や管理する人
件費が高いこともあって、ウシなどの大家畜を本格的に扱う研究人材は著しく減少している。また、設備が
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整った農場も限られていることから、大学と公設畜産試験場が連携する、大家畜のための研究機関等の設置
等も考慮する必要があるかもしれない。

（7）国際比較

国・地域 フェーズ 現状 トレンド 各国の状況、評価の際に参考にした根拠など

日本

基礎研究 ◎ ↗ 生殖細胞の基礎研究は質・量ともに世界をリードしている。マウスの生
殖細胞、特に卵子ではますますリードは広がっている。

応用研究・開発 〇 ↗

粗飼料による肉牛飼養研究が展開されている。疾患モデルブタの研究も
盛んである。牛受精卵AI解析システムがほぼ実用段階に入っている。精
子に関して実用化が期待される大きな成果があった。家畜卵子の超低温
保存については世界最高レベルにある。

米国

基礎研究 ◎ → 実験動物を用いた代謝プログラミングの研究が盛んであり、多くの成果
が出ている。生殖工学の論文数では群を抜いている。

応用研究・開発 ◎ ↗
医療用家畜の応用研究が盛んである。家畜SNPチップが開発され、販売
されている。体外受精によるウシ胚の生産数はブラジルを抜いて世界一
になった。

欧州

基礎研究 ◎ ↗
ミュンヘン大学医学部が主催するEarly nutrition projectが欧州の代謝
プログラミング研究をまとめている。家畜繁殖におけるエクソソームの研
究が活発。生殖工学の分野では英国が欧州を牽引。

応用研究・開発 ○ →
Early nutrition projectで得られた成果が活用されている。英国では、
ゲノム編集ブタの研究で大きな成果が出ている。酪農の効率化について
応用研究が進んでいる。

中国

基礎研究 ◎ ↗
生殖工学の論文数では米国に次いで2位。生殖工学のブタの研究では論
文数を伸ばしており、特にマイクロRNAを扱う論文数は他国を圧倒する
状況にある。

応用研究・開発 ◎ ↗ 米国、欧州を抜いて世界一の畜産物生産国となっている。効率的な生産
管理や環境汚染防止対策に関して積極的な研究が進められている。

韓国

基礎研究 ○ → 後追いの研究が多く、生殖工学研究では存在感があまりない。

応用研究・開発 ○ →
「韓牛」と呼ばれる良質な霜降り肉を生産する肉牛について、筋内脂肪を
高めるための肥育法が研究されてきた。国立畜産科学院を中心に、ブタ
の育種も盛んである。イヌに代表されるクローン研究を継続している。

（註１）フェーズ

基礎研究：大学 ･ 国研などでの基礎研究の範囲

応用研究 ･ 開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲　

（註２）現状　※日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価

◎：特に顕著な活動 ･ 成果が見えている	 〇：顕著な活動 ･ 成果が見えている

△：顕著な活動 ･ 成果が見えていない	 ×：特筆すべき活動 ･ 成果が見えていない

（註３）トレンド　※ここ１～２年の研究開発水準の変化　

↗：上昇傾向、→：現状維持、↘：下降傾向

関連する他の研究開発領域

・農林水産分野における気候変動適応・緩和（環境・エネ分野　2.2.12）
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2.2.8	 林業

（1）研究開発領域の定義
林業とは主として森林で樹木、とくに針葉樹を伐採し、木材を生産、供給することを一般に指している。林

業に関わる科学的な研究開発は木質バイオマスの利用、加工、用途に関するもの、木質バイオマスの生産に
関するもの、さらにはデジタル化した森林情報やICTを活用したスマート林業に大別される。本稿では木質バ
イオマスの生産とスマート林業に焦点を当て概説する。

（2）キーワード
木質バイオマス、バイオリファイナリー、リグニン、バイオインフォマティックス、ゲノム編集、遺伝子組換え、

ゲノミックセレクション、スマート林業、オープンデータ

（3）研究開発領域の概要
［本領域の意義］

木質バイオマスの利用は、最近提唱されている「バイオエコノミー」の考え方の浸透や新興諸国の経済発
展とともに年々拡大している一方で、世界の森林面積は2000年以降毎年500万ha程度ずつ減少しており1）、
地球温暖化、気候変化の問題を悪化させている。こうした状況にゲームチェンジをもたらすため、また、人類
の持続可能な成長を継続させるため、林業分野での研究開発は世界レベルで喫緊の課題となっている。
林業上で利用可能な木質バイオマスについては森林蓄積としてその賦存量が評価されているが、現在、世

界全体での森林蓄積は約4,300億m3（比重を0.4として乾燥重量換算すると約1,700億トン）と見積もられ
ている。世界全体での林業活動による年間あたりの丸太生産量2）は約37億m3中の建材やパルプを生産する
用材利用量や、建材やパルプ等を製造する過程での木質バイオマスの副産を考慮すると、世界全体の林業と
関連産業の活動の中で、少なくとも乾燥重量として年間あたり10億トン以上の木質バイオマスが存在すると
推定される。
我が国は国土の7割が森林で覆われており、木材の利用期に達した約1千万haの人工林を持つ世界有数

の資源国である。その人工林からは年間あたり約3,000万m3の丸太が生産され、今後2025年までに丸太
の生産量として、さらに約1,000万m3（比重を0.4として乾燥重量換算で約400万トン）の増産を目指すこ
とが森林・林業政策に盛り込まれている3）。一方で、木材生産額は平成30年度約2,262億円4）で国内総生
産額GDP（547兆円）に占める林業の比率は0.04%4）であり、豊富な森林資源が活かされずに、手入れが
されずに放置された森林が増え、産業としての林業は衰退産業となっている。そこで、低い労働生産性や高
い労働災害率といった我が国特有の林業課題を解決するとともに、再生可能エネルギーや建築資材としての
利用の拡大、バイオ新素材やバイオプラスティック等の有用物質の製造など、多面的に木質バイオマスの需要
拡大を図っていくことが望まれる5） , 6）。これらの木質バイオマス利活用はバイオエコノミーに基づく持続性の
ある地域社会の実現化にも貢献でき、このことは「バイオマス利活用基本計画（2016）」、「バイオ戦略
2020」、「統合イノベーション戦略2020」、未来投資会議 7） , 8） , 9）等の指針とも合致している。

［研究開発の動向］
【木質バイオマスの生産】

木質バイオマスの生産性の向上にあたっては、木質全体の生産性を上げる他、木質バイオマスの用途に合
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わせた形質を持つよう植物を改良することや木質バイオマスを効率よく利活用することが挙げられる。

•	植物の育種
育種法には遺伝子組換え技術を使用するものとしないものとがある。非遺伝子組換えでの育種は、変異原

処理を行うものと選抜や掛け合わせ（交配）を基本とするものとに大別される。変異原処理の場合、処理世
代では変異がヘテロでしか導入されていないため、自家受粉した後代を得る必要があるが、スギやマツの仲
間を含む多くの実用植物では自家受粉の場合種子が発芽しにくいことが知られており、容易ではない。わが
国では重イオンビームによるスギの変異原育種が試みられている。量的形質（QTL）の選抜・交配育種にお
いては、樹木でも一塩基多型（SNP）やSSR（Simple sequence repeat）マーカーなどのDNAマーカー
を利用する育種（Molecular marker-assisted selection：MAS）が試みられ始めている。MASの基本は
表現型と連鎖しているDNAマーカーをQTLマッピングまたはゲノムワイドアソシエーション解析（GWAS）
によって同定し、以後はDNAマーカーを頼りに植物が小さくて形質を判断できないうちに選抜し、何らかの
世代促進技術（開花促進）と組み合わせて育種期間を短縮する。QTLマッピングでは人為交配によって得ら
れるF2集団の形質とDNAマーカーとの連鎖を解析する。様々な形質に関して効果のある変異座位（QTL）
と連鎖したDNAマーカーが特定されつつあるが、偽陽性も多く、効果の大きいQTLしか捉えられない。そう
した中で近年登場した新技術「ゲノミックセレクション」（GS）は、形質と利用可能な過半のDNAマーカー（典
型的にはSNPs）の計測値がそろっている集団において、形質の予測モデルをたて、次に、形質が不明な集
団においてDNAマーカーの計測値をもとに形質の予測値を算出して個体選抜を行う手法である。最近では、
マツ赤斑葉枯病抵抗性について高い確度で形質を予測し個体選抜できるようになったという報告がなされてい
る10）。予測モデルの構築には近年深層学習の手法も使われており、GSでは比較的寄与の小さいQTLも拾う
ことができるとされており、今後樹木の育種においても活用が期待される。
一方、遺伝子組換えを含む育種は、自然変異のバリエーションに縛られることはない点、他の生物の遺伝

子を導入して品種改良可能な点が非遺伝子組換えによる育種とは異なる特長である。ただし現状では、遺伝
子組換えが可能な樹種や系統は限られている。また社会受容への対応が必要である。

•	木質をターゲットとする植物の改良
木質バイオマスの生産性向上にあたっては、用途に応じた植物木質バイオマスの用途に関わらず、木質の

生産性自体を向上することは重要であり、育成しやすさ、成長の早さ、材密度（比重）高さなどが共通して
求められる。
木質生産性や材密度、強度の向上に直結する技術としては、二次細胞壁の形成の制御があり、日本のグルー

プによって同定されたマスター転写因子 11） , 12）の働きを制御することで、より厚い二次細胞壁を堆積させるこ
とができる13） , 14）。また、植物のアーキテクチャ（樹形、組織構造など）の制御 15-17）、二次成長（茎・幹が
太くなる成長）の制御 18） , 19）、環境ストレス、すなわち乾燥、高温、低温などの非生物ストレス20）と微生物、
ウイルスによる病気、害虫による食害など生物ストレス21-23）に対する耐性の向上も木質そのものの生産性に
関わる要因であり、改良のターゲットとなり得る。

•	リグニンをターゲットとする植物の改良
リグニンは木質バイオマスの成分分離、パルプ化、バイオエタノール製造等の主要な阻害要因となることが

知られている。リグニンはモノリグノールと呼ばれる芳香環を持つ化合物が多数重合して作られるが、基本と
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なるモノリグノールの構造の違いにより、大きく分けてGリグニン、Sリグニン、Hリグニンの3種類がある。
植物種ごとにその組成は特徴があるが、一般に木質に含まれる総リグニン量が少ないほど、また、Gリグニン
よりもSリグニンやHリグニンが多いほど木質バイオマスの成分分離がより容易になるとされている。10種類
以上ある酵素遺伝子をノックアウト、ノックダウンもしくはまれに過剰発現してリグニンを改変しようとする試
みが非常に多い。リグニン総量を減少させてしまうと道管にも影響が出てしまうことにより生育が阻害されて
しまうのが一般的であるが、総量はあまり変化せずに生育阻害を最低限に抑えつつ、セルラーゼによるセル
ロース糖化性（酵素糖化性）を最大50%程度高められるという報告が多数ある。また、最近ポプラにおいて
為された報告では10種類のリグニン合成に関与する酵素遺伝子について21種類のコンストラクトを用いてそ
れらの発現を変化させ（ほとんどはRNAiに近い手法による抑制）、約2000個体の組換え体を作出して、そ
のうち221個体について、遺伝子発現や代謝物などの各種オミクスデータ、各種木質バイオマスに関わる形
質を詳細に分析し、その結果をもとに特定の形質を特定の方向（たとえばリグニンを増やすあるいは減らす、
酵素糖化性を上げるまたは下げる、など）に変化させるにはどの遺伝子をどう操作すればよいかをシミュレー
ションにより網羅的に提唱している24）。
リグニンの改変は操作対象の植物が元来持っている遺伝子を操作するだけでなく、他の生物の遺伝子を導

入する遺伝子組換えが前提となる手法でも多数試みられてきている。たとえば薬用植物カラトウキ由来のフェ
ルラ酸をモノリグノールに付加する酵素遺伝子を発現させたポプラ25）、ウコン（ターメリック）由来のクルク
ミン合成にかかわる酵素遺伝子を発現させたシロイヌナズナ26）で、酵素糖化性向上することが報告されている。
また、でもこれらの他にも微生物などから様々な酵素遺伝子を導入してリグニン合成系を操作する報告がなさ
れている27-29）。
リグニン改変の取組みに対してリグニン以外の木質バイオマスの主要成分であるセルロースやヘミセルロー

スなど、多糖類の合成にかかわる遺伝子を操作する試みは相対的に少ない30） , 31）が、近年の研究により、ヘ
ミセルロース（キシラン）がリグニンとセルロースの双方と強固に相互作用して両者をつないでいることが明
らかになってきたことにより32） , 33）、ヘミセルロースの重要性 34）が認識され始め、今後の研究開発が期待さ
れる。

•	酵素によるバイオリファイナリー技術
木質バイオマスの有効利用には、セルロースに限らない木質バイオマスの全構成成分の利用を目指す必要

がある。例えば、一般的な木質バイオマスからは抽出したリグニンは工程に必要なエネルギー以上のエネル
ギーを供給でき、余剰分は燃焼させるのではなく、高付加価値な化学品として生産した方が全体としての採
算性が高まる35）。そこで、木質バイオマスのバイオリファイナリーには、リグニンの積極的な活用を目指した
考え方が導入されている。化学パルプを製造する方法では、従来の高温下での強アルカリ処理によるクラフト
パルプ化（KP）や亜硫酸液処理によるサルファイトパルプ化（SP）に代わって、長年にわたり研究されてき
たオルガノソルブ（Organosolvolysis）法36）が新たに見直され、この方法を発展させた我改質リグニンの
製造法 37） , 38）（森林総合研究所）やリグノフェノール製造法（三重大学）39）が注目される。
ヘミセルロースは、各種ヘミセルラーゼによる酵素分解で可溶性オリゴ糖や単糖に変換することで、機能性

糖やバイオ新素材等の原料として利用できる。ヘミセルロースは、リグニンと複雑で強固な複合体を形成して
いると考えられ40）、両者の分離が容易ではないことから、酵素を用いた温和な条件下でのリグニン・ヘミセ
ルロース複合体（Lignin Carbohydrate Complexes：LCC）を選択的に分解することが有効であると考え
られる。そのためには、LCCを構成する化学結合の解明とLCCの分解に関与する酵素の探索が必要であるが、
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LCCの構造については、近年、抽出や精製方法とともに各種NMR等を利用した情報が集められつつあ
る41-44）。今後、LCC構造中のグリコシド結合やエーテル結合等の分解に関与する酵素についての研究が期待
される。

【スマート林業】
研究開発の大きな流れは、北欧のフィンランドとスウェーデン、欧州のドイツとオーストリア、オセアニアの

ニュージーランド、北米のカナダとアメリカの林業先進国が創り出している。これらの国々は、国内に豊富な
森林資源を持ち、経済活動を重視した技術開発を進めており、木材や木製品の輸出により、林業GDPは3
〜4%と高く、国内の主たる産業として位置づけられている。
①レーザ計測による精密な資源把握
北欧を中心に1990年代から全国の森林資源調査方法を、人手によるサンプリング調査から樹高や材積を

計測可能な航空機レーザ計測を活用した森林のデジタル情報による精密な資源調査に変更した。レーザセン
サが小型・軽量化されており、ドローン搭載、地上での車両や携帯のモバイル計測技術との統合、3Dデジタ
ルデータからの単木資源管理、品等区分技術へと開発が進んでいる。これら取組みを精密林業 45-48）という。
②林業機械の開発
労働安全性と高い生産性を目指し、省力化や自動化による林業機械のオートメイションの作業仕組みを目

指しており、AIや通信、ロボットなどの最先端技術を取り入れながら林業ビジネスとして取り組んでいる50）。
③森林情報のデジタル化とオープンデータ
先進林業国では共通して、すべての森林情報は誰でも利用できるよう整備されている47） , 48） , 50）。精密な航

空レーザ計測データや人工衛星データなどのリモートセンシング画像情報や地形情報、林道や傾斜などの地
形情報、レーザ計測データから解析された精密な森林資源情報をインターネット上で、自由にダウンロードで
きる。その基盤情報を政府が支える仕組みになっている。これによって、森林所有者や林業事業体、トラック
輸送など伐採時期と収穫予想と収益を判断することができる。
④木材流通のサプライチェーン
森林情報デジタル化とオープンデータを活用して、川上（木材供給者）・川中（木材の運搬と製材業）・川

下（工務店や住宅メーカー）が木材流通のサプライチェーンの仕組みをつくり、それを動かすためのソフトウ
エア51） , 52）を開発して、広く運用されている。
我が国は国土面積に占める森林の割合が先進国ではフィンランドの次に高いが、木材自給率36.6%、林業

生産額2,262億円で国内総生産GDPの0.04%4）と極めて低い。伐採・搬出作業はチェーンソーによる伐倒
や重い丸太をワイヤで搬出する危険な作業であり、労働災害発生率の死傷年千人率は22.4で全産業平均の
9.7倍、林業の生産性（2.2m3/人・日）は林業先進国（20m3/人・日）の10分の1と低い。森林調査や
収穫作業など、人力と作業経験を重視した作業仕組みからデジタル化とオープンデータへの変革、関連ベン
チャー企業の育成等、産業化への道筋を立てていく必要がある。
フィンランドとスウェーデンは、平地林が多く、直接森林内に入り作業を行えることから高性能多機能林業

機械のハーベスタとフォワーダによる丸太（Cut to Length）収穫法で、収穫作業の生産性は約25m3/人・
日と高い53）。世界最大級の林業機械メーカーも多く、フィンランドには、農機具メーカーのジョンディア
（Johndeer）傘下の世界最大の林業機械工場ワラタ（Waratah）、ポンセ（Ponsse）、ケスラー（Kesla）が、
スウェーデンにはコマツフォレストABがある。ハーベスタで得られる伐採木の位置、丸太の寸法、曲がりの
品質、作業工程などの収穫情報データの国際的標準StanForD（Standard for Forest Data and 
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communication）の開発を行い、森林デジタルデータのビッグデータの一つとして、レーザ計測データとの
照合から、より正確な資源管理と収穫予測の技術開発を進めている54）。
ニュージーランドは、収穫期間（伐期）が25〜30年のラジアータ松の単一樹種による林業であり、伐採

するフェラーバンチャーと伐採木を集材するスキッダの全木（Tree-length）収穫法を用いている。緩斜地
では、生産性を上げるため、多機能のハーベスタを使用せずに、複数の林業機械（フェラーバンチャー、スキッ
ダ、土場で枝払い・丸太切りを行うプロッセッサ、丸太の径ごとに山積みするグラップル）の分業による伐採・
搬出作業（Ground-based harvesting）法を行い、生産性は30-50m3/人・日と極めて高い53） , 55）。山岳
の急傾斜地においても機械作業による収穫作業のケーブル・アシスト（Cable-Assist）やグラッブル搬器を
移動して伐採木を牽引するケーブルヤーダ（Cable Yarding）作業が確立されている55） , 56） , 57）。
カナダは、森林面積最大のスケールメリットを生かし、超大型の林業機械を導入して木材生産量を上げて

いる木材輸出国である52）。
アメリカは、1989年まで木材生産を増強していたが、資源量の枯渇してきた天然林の伐採減少とマダラフ

クロウなどの稀少生物・生態系の保全のため、木材伐採量は急減した。現在、技術開発としては、ドローン
による種子散布と計測、森林火災抑止のための防火技術などに取り組んでおり、センサやソフトウエアの開発
でドローン（UAV）や空間情報の計測センサ、地図化（マッピング）とGISの分野はアメリカが牽引している。

（4）注目動向
［新展開・技術トピックス］
•	糸状菌類の全ゲノム解析の進捗（1000糸状菌ゲノムプロジェクト）58）

米国エネルギー省（DOE）の傘下にある米国ジョイントゲノム研究所（Joint Genome Institute; JGI）
では、糸状菌類の分子系統解析と比較ゲノム解析を行うためのデータベースとしてMycocosmシステムを立
ち上げ、すでに1,000種以上の糸状菌の全ゲノム情報が収録されている。その中には、担子菌類に属する多
種の木材腐朽菌も含まれており、木質バイオマス分解に関与する植物細胞壁分解酵素とその関連遺伝子につ
いて広く検索を行うことができる。

•	バイオマス分解関連酵素に関するCAZYデータベースの充実
CAZYはCarbohydrate-Active enZYmesの略称で、糖質関連酵素及びその構造の一部である糖質結合

モジュール等をタンパク質構造に基づいて分類したデータベースである59）。公開は1998年とかなり歴史があ
るが、近年、Glycoside Hydrolases（GHs）、Glycosyltransferases （GTs）、Polysaccharide Lyases 
（PLs）、Carohydrase Esterases （CEs）、Cabohydrate-Binding Modules （CBMs）の5つのカテゴリー
に加えて、セルロース系バイオマスの構成成分に作用する酸化還元酵素を取り纏めたAuxiliary Activities 
（AAs）というカテゴリーを新たに設けてバイオマス分解関連酵素全体をカバーする活用性の高いデータベー
スとなっている。

•	ゲノム編集技術
遺伝子組換え技術の社会受容は林業分野においても大きな課題であり、遺伝子導入を行わずにゲノム編集

に必要なコンポーネントをタンパク質・RNA複合体（RNP）として物理化学的な手法で細胞に導入する技術
が注目を集めている。動物ではこのような方法が一般的であるが植物では未だに確実な方法は確立されてお
らず、日本のグループによって提唱されている遺伝子銃（パーティクルガン）で植物の茎頂分裂組織にRNP
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を撃ち込む手法 60）は今後の展開が期待される。

•	一次細胞壁等の活用
一次細胞壁は全ての植物細胞が持っている。スイッチグラスやポプラでは、主に一次細胞壁に含まれる多

糖類であるペクチンの生合成を抑制することで酵素糖化性、バイオエタノール生産性が上昇するとともに成長
が良くなることが報告されている61）。これまで、木質バイオマス生産に関して一次細胞壁の重要性は見過ご
されてきたと言っても過言ではないが、一次細胞壁も草本植物のように量があれば重要な資源になりうる。長
年不明であった一次細胞壁形成を制御する転写因子も最近同定されており、一次細胞壁形成をダイナミック
に制御することが可能になってきている62）。同様に麻の仲間や広葉樹の屈曲部位に形成されるG層と呼ばれ
る特殊な細胞壁も、応用可能性が高いにもかかわらずいまだその形成メカニズムが遺伝子レベルで明らかに
なっていないことから注目が集まっている。

•	異科接木
栽培技術に関しては、日本のグループによって発見・開発された異科接木の技術（iPAG）が注目される。

この技術は中間にタバコの茎を挿入すれば前後に異なる科の植物を継いでも癒合するもので、これまでの常
識ではあり得なかった接木の組合せを実現する63）。これは、特定の糖質分解酵素遺伝子がタバコで高発現し
ていることによるものであることから、この成果を応用することで将来タバコを介さない異科接木が実現でき
る可能性があり、今後の研究開発が期待される。

［注目すべき国内外のプロジェクト］
•	米国エネルギー省（DOE）
•	傘下のBioEnergy Technologies Office （BETO）では、バイオマス原料から、生物的、及び化学的
にバイオ燃料、バイオ製品や化学中間体を商業的に実行可能な変換技術を開発する支援を行っている
（2016年度実績 約94億円）。
•	バイオ燃料、バイオマス利活用などのバイオエネルギー研究に関し、ローレンスバークレー国立研究所
（LBNL）が主導するバイオエネルギー共同研究所（JBEI）など4つの研究組織に毎年合計40億円以
上を投じるプロジェクトを2017年から5年間の予定で実施している。

•	ソーク研究所「Harnessing Plants Initiative」
米国でも有数の私設生物学研究所であるソーク研究所は、民間などから40億円近くを集め、コルクなどの

主成分であるスベリンを根に大量蓄積させてCO2を貯留し、地球温暖化防止に貢献することを提唱しており、
革新的な試みとして今後の展開が注目される。

•	Forestry4.0
カナダ天然資源省が支援する民間組織FPInnovationsが事務局となり、林業先進国（北米、北欧、オセ

アニオア）では、林業分野に第4次産業革命のコア技術を活用したスマート林業に取り組んでいる9）。政府と
林産業一体となって、現状の不正確な森林資源調査、林業機械の稼働率の低さ、林業事業体同士の連携の
悪さ、柔軟性に欠けるバリューチェーン等の課題の改革を行っている49）。
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•	フィンランド　森林のバイオエコノミー
フィンランドでは2014 年に次いで、2019 年に新たなバイオエコノミー政策を策定した。エネルギー、食

糧、木質繊維、木造建築を生物資源へ置き換える仕組み、大学と連携してバイオエオコノミーの講義、世界
的な新技術を開発してイノベーションを進めている。2030 年迄には化石燃料を使用した住居暖房を止め、再
生可能エネルギーに変更することを目標としている64）。

•	�Efficient forestry by precision planning and management for sustainable environment and 
cost-competitive bio-based industry （EFFORTE）
2014年から開始されたEUとバイオベース産業コンソーシアムの37億ユーロ（4,440億円）の共同事業。

スマート林業をヨーロッパの森林と林業に適用することにより、EU内の森林のバリューチェーン全体の効率
と持続可能性の向上を目指す65）。

•	NEDO「バイオ燃料製造の有用要素技術開発事業」
セルロース系バイオマスから燃料を製造する技術において、バイオマス資源の生産技術、有用糖化酵素の

生産技術、有用微生物を用いた発酵生産技術の開発等を支援した（2013-2016年 約52億円）。

•	�内閣府戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）「地域のリグニン資源が先導するバイオマス利用システ
ムの技術革新（SIPリグニン）コンソーシアム」
木質バイオマスから機能性リグニンを抽出して、高付加価値素材の開発を支援した（2014-2018年、総額

約16億円）

•	新学術領域「植物の力学的最適化戦略に基づくサステナブル構造システムの基盤創成」（2018年〜5年間）
植物の構造特性、力学的性質を理解し、それを建築技術に生かそうという研究開発課題。木質バイオマス

研究とも関連性が高い。

•	JST未来社会創造事業「「ゲームチェンジングテクノロジー」による低炭素社会の実現」
木質バイオマス生産に関連する研究開発課題として、「雑種強勢の原理解明によるバイオマス技術革新」、

「超開花性による高バイオマス雑種オオムギ育種法の開発」、「ゲノム・転写・翻訳統合ネットワーク解析を通
じたバイオコール生産のための草本作物の木質化技術開発」、「リグニンからの芳香族ポリマー原料の選択的
生産」が進行中である。

•	木造構想ビル建築プロジェクト
木質バイオマス、特に樹木の最も重要な用途は建築資材および家具資材としての利用である。古くから木

造家屋の材料として用いられてきたが、近年では集成材などを使用して高層建築を木造あるいは鉄筋コンク
リートとのハイブリッドで建てる動きが先進国を中心に広がっている。こうした木造建築物は鉄筋コンクリート
造建築物に比べて炭素を4倍も貯蔵しており、材料製造時の二酸化炭素放出量も4分の1程度であるとされて
いる。日本では、木造（正確には鉄筋コンクリートとのハイブリッド）で350m級の高層ビルを建築する住友
林業（株）の「W350計画」が注目を集めている。ケンブリッジ大学の天然素材革新センターではロンドン
市と共同して、300m級の木造高層ビルを建築する計画を発表している。
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•	林野庁スマート林業構築実践事業（2018年度〜）
先進的な取組と国内での普及展開を推進するため、森林施業の効率化・省力化や需要に応じた高度な木

材生産等を可能にする「スマート林業」を実現する66）。
「スマート林業タスクフォースNAGANO」（2018〜2020年度）では、
長野県、信州大学、林業事業者などが産学官連携の協議会を構成し、レーザ計測やドローンを使った森林

資源の把握や木材の需給状況がネット上で分かるシステム開発を目指している67）。

•	�農林水産省革新的技術開発緊急展開事業（林業）「レーザーセンシング情報を使用したスマート精密林業
技術の開発」（2016- 2019年度）
信州大学、北信州森林組合、アジア航測、長野県、中部森林管理局、長野県森林組合連合会が産学官連携

して、森林情報の高度化、作業の省力化と持続的な木材生産性を向上させたスマート精密林業を開発する46）。

（5）科学技術的課題
•	形質形成メカニズムの解明と応用
QTLマッピングやGWAS解析によって木材の材質、成長性関連性のある遺伝子および遺伝要素（あるい

は連鎖したDNAマーカー）が複数提唱されている68） , 69）。例えばスギでは樹高、成長速度、材密度、強度
に関連していることが示唆されるSNPsがGWAS解析によって見出されている70）。しかし、関与が示唆され
ている遺伝子が真正であるかどうか、どのようなメカニズムで形質に関わるかは全くわかっていないケースが
ほとんどであり、今後の研究開発が期待される。

•	酵素を用いたLCCの選択的分解
木質バイオマスを構成する主要なヘミセルロースは広葉樹と針葉樹ではグルクロノキシランとガラクトグル

コマンナンとそれぞれ異なるため、両者ではLCCの構造も異なる。そのため、まず対象とする木質バイオマ
スのLCCの構造を解明しておくことが必要である。 LCC分解関連酵素の取得にあたっては、木材腐朽菌を対
象にそれらが生産する植物細胞分解酵素を網羅的に探索することが有効と考えられる。その際、JGIの1000
糸状菌ゲノム計画により多種の木材腐朽菌の全ゲノム情報が解読されてデータベース化されているので58）、こ
れを活用した各種オミクスや比較ゲノム解析等を組み合わせることで効率的に探索を進めることが可能であ
る71）。絞り込まれたLCC分解関連酵素は酵母菌や糸状菌の異種発現系を利用することで遺伝子組換え酵素
として取得しLCC構造の選択的分解に供することが出来る。

酵素を用いたリグニンの低分子可溶化
高分子成分であるリグニンを低分子化することにより可溶化する技術は木質バイオマスのバイオリファイナ

リーの構築において克服すべき研究課題の一つである。木材腐朽菌が生産する酸化力の強いペルオキシダー
ゼ等の酵素によってリグニンを構成するフェニルプロパン単位間のエーテル結合や炭素-炭素結合等を開裂で
きることは1980年代からの研究によってすでに知られているが72）、同時に起こる分解生成物間での再縮合
等により必ずしも選択的に反応を低分子化の方向に持って行けないことが未解決な課題となっている。一方、
自然界において、木材腐朽菌はリグニンを低分子化して、これを菌体内に取り込み資化しており、木材腐朽菌
が生産する多様な菌体酸化還元酵素等 73-75）がリグニン分解に与える効果について広く検討する価値が残さ
れている。
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【スマート林業】
•	森林情報のデジタル化とオープンデータ
日本では国や自治体が計測した森林の資源調査と収穫調査の現地調査データ、航空機やドローンによる

レーザ計測やデジタル画像、樹種分類などの解析画像が、公開されていないか、利用が限定されている。民
有林と国有林の地図や森林簿などの履歴に関するデジタル情報の相互利用とデータ統合も未実施である。
海外の林業先進国ではこれらがデジタル化、オープンデータ化され47） , 48） , 50）、誰もが無償で利用・閲覧で

きる体制や仕組みがあり、森林情報の共有により林業の高い生産性を支え、新技術開発によるイノベーショ
ンに役立てている。

（6）その他の課題
基礎研究の面においては、ジェノタイピングコストが課題となる。非遺伝子組換えによる育種においては、

全個体のジェノタイピングが前提となるゲノミックセレクションへのシフトが起こることが予想されるが、コス
トが十分安くなければ成立しない。また、遺伝子組換え技術の社会受容は大きな問題の一つであり、慎重な
対応が必要である。世界的に遺伝子組換え樹木の普及が進まない原因の一つとして、森林認証（FSC）の
問題がある。現在FSC認証を取得するには非組換え樹木を植林しなければならない。ゲノム編集により作成
した非組換え樹木がどういう扱いを受けるかは今後の林業に重要なポイントとなりうる。

林業との関わりにおいて木質バイオマスの利活用推進を行う場合、当初から、その経済収支と事業性の評
価を念頭に置かなければならない。汎用性プラスチックであるポリエチレンやポリプロピレンの1 kgあたりの
製品価格はほぼ乾燥正角材の価格166.8円/kg（比重0.4で換算）3）に近いが、これらを製造するための原
料であるナフサの価格は丸太価格33.8円/kg（比重0.4で換算）よりも一桁オーダーが低い。フィンランドの
林産企業UPMキュンメネ社が推進している木質バイオマスの多面的な利用を統合化した取り組み76）は良い
先導的な例と位置付けられる。
わが国ではいまだにスギ、ヒノキへの信仰が厚く、それ以外の木、とくに広葉樹を植林することには心理的

抵抗が大きいと思われる。しかし、ここまで山林が単一化したのはここ100年以内のことである。スギ、ヒノ
キは成長が遅く、材密度が低く強度も低めである。世界的にみるとスギ、ヒノキはマイナーな樹種であり、国
際競争力という観点からもスギ、ヒノキだけでなくマツの仲間や日本の風土に合った成長の早い広葉樹もバラ
ンスよく植えていくことが必要である。電力の固定価格買い取り制度（FIT制度）によりバイオマス発電への
木質バイオマスの利用が加速されているが、FIT制度終了後にもバイオマス発電を成り立たせるためには、原
材料費の低減が欠かせない。そういった観点からも用途に合わせて多様な樹種を植林していく必要がある。
木質バイオマスの全構成成分の多面的な高付加価値利用を目指すバイオリファイナリーの構築に向けては、

バイオマス科学、酵素科学、微生物学、分子生物学、バイオインフォマティックス等のバイオテクノロジー関
連分野からの人材確保と人材育成はもとより、有機化学、化学工学、さらに全体の経済性や事業性の評価を
行う社会学や経済学など分野横断的な取り組みが必要であり、研究コンソーシアムの立ち上げ等による人材
育成を積極的に進める必要がある。
スマート林業においては、大学における森林教育において、レーザ計測技術、デジタル情報やその共有技術、

3次元レーザ計測画像の解析技術等をはじめとする教育を実施する必要がある。また、産学官連携による研
究開発とオープンイノベーションの取り組みを進め、魅力ある産業に変えていくことも必要である。フィンラン
ドのヨエンスー市に見られる森林ビジネスのコア拠点作りは、企業や大学が集積した学際的なもので参考とな
る。
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日本の林業にまつわる研究開発は国際化が十分でないことも懸念材料である。アジア随一の森林大国とし
て、スウェーデンの取り組みのように国際的な研究コンソーシアムを構成し、アジアにおける林業研究を国際
的な枠組みの下で推進することが求められる。

（7）国際比較

国・地域 フェーズ 現状 トレンド 各国の状況、評価の際に参考にした根拠など

日本

基礎研究 ○ →

•	 1914年創立3,000名の会員を有する日本森林学会があり、国立・公
設試験場、大学の研究者数は諸外国よりも多く、森林生態系を含めた
自然科学、人文科学、社会科学を含む広く多様な分野で活躍している。

•	 植物細胞壁に関する研究、バイオリファイナリーやリグニンに関する研
究の質は高い。

•	 植物細胞壁研究の国際会議は2021年に日本で開催される予定である。

応用研究・開発 〇 ↗

•	 CNFやリグニンの利活用推進に向けた先進的な技術開発やコンソーシ
アムを立ち上げている。

•	 JST・ALCA事業や未来社会創造事業において、木質バイオマスに関
連する応用研究課題が複数進行していることから、活動・成果のレベ
ルは上昇傾向にある。

•	 伝統的育種の応用にかかる分野でスギに関しては日本独自の強みがあ
る。

•	 スマート林業については、国主導の応用研究・開発の取組みが開始。
海外研究機関や国際企業との連携協力は少なく、ビジネス視点での研
究開発や海外ジャーナルの論文は少ない。

米国

基礎研究 ◎ →

•	 DOEが中心となりバイオマス変換に関する基礎研究で貢献度の高い多
くの成果を挙げているが、近年応用研究によりシフトしている。

•	 国有林については、マダラフクロウの生息地保護や原住民の住権利等
で伐採量は減少しており、大規模森林所有の林業会社と投資ファンド
が林業の担い手となっている

応用研究・開発 ◎ ↗

•	 リグニン工学をはじめとして組換え樹木の野外試験まで幅広く研究開
発が行われており、極めて研究開発レベルが高い。

•	 バイオ燃料製造技術は、商業化に向けて先進的に多数の実証研究を推
進してきた。

•	 スマート林業についても、ベンチャーや企業を中心としたリモートセン
シング、レーザ計測、ドローンなどのセンシング機器とGISなどのソフ
トウエアの技術開発が世界をリードしている。

欧州 基礎研究 ◎ →

•	 北欧を中心に木質バイオマスのバイオリファイナリーに関する基礎研究
について成果を挙げている。

•	 フィンランド　ヨエンスー市、スウェーデン　ウメオ市では、企業や大
学を集積してR&Dに取り組む拠点が形成されている。

•	 スウェーデンのウメオ大学とスウェーデン農業科学大学が主導するウメ
オ植物科学研究センターには森林バイオテクノロジー研究センターが
設置されており、世界的に著名な研究者を多数擁する世界の林業研究
の中心地のひとつである。産業界との共同研究も多く行われている。
同研究センターでは、「木の成長と生産性」（29グループ）、「木材開発
と木材品質」（20グループ）、「多年生成長の季節および発達段階によ
る制御」（17グループ）という3つの研究テーマを掲げている。

•	 リモートセンシングとレーザ計測の被論文引用数で世界3位のフィンラ
ンド地理空間研究所（FGI）がある。

•	 ドイツとオーストリアは持続的な針葉樹人工林による林業経営を実施し
ており、基礎研究と教育がフライブルグ大学森林学部（UF）、ウィー
ン農科大学森林学部（BOKU）を中心に行われている。
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応用研究・開発 ◎ ↗

•	 Horizon2020を中心に先進的な実証研究を推進している。
•	 世界的な高性能林業機械メーカーのPonsse社、Waratah社、
Komatsu Forest社、スマート林業のAlbonaut社がある。

•	 ただし、育種においては、総じて遺伝子組換えに厳しい姿勢をとってい
る。

中国

基礎研究 〇 ↗

•	 米国、欧州からの帰国者を中心に近年顕著な成果が多数出始めている。
バイオリファイナリーやリグニンに関連する論文数も極めて多い。

•	 北京林業大学傘下に樹木の分子設計のための先進イノベーションセン
ターが2016年に設立され、毎年15億円以上の資金が投入されている。
ウルシ科植物などアジア特有の林産物に着目し、トランスクリプトーム
解析等を精力的に実施している。

•	 森林については、木材利用できる森林が少ないため、世界一の木材輸
入国であり、都市の環境林育成による大気汚染防止、環境林の研究が
多い。

応用研究・開発 ○ ↗

•	 バイオリファイナリーに関連する特許数が米国と同様にずば抜けて多く、
増加もしている。

•	 スマート林業のコア技術となるロボット、AI,ドローン、リモートセンシ
ング、レーザ計測などの先進技術について、海外で活躍する中国人研
究者の呼び戻しによる国内での人材育成を図っている。

•	 北京林業大学、南京林業大学などの林業専門大学では、コンピュータ
情報処理、スマート林業の基礎的なコア技術が学部段階で習得するカ
リュキュラムに10年前から変更されている。

韓国

基礎研究 ○ →

•	 外材の製材と紙パルプ産業が主で、バイオリファイナリーに関する研究
論文数は少なくないが、欧州からの帰国者でリグニンの生物学的機能
について独創的な成果を出している研究者を除いて、木質バイオマスや
リグニンに関連する研究論文は少ない。

応用研究・開発 △ → •	 森林資源量が限られており、林業が必ずしも中心産業でなく大きな動
きは見当たらない。

カナダ

基礎研究 ◎ ↗
•	 世界の森林面積の10%を占める豊富な森林資源を活用した林業、木
材産業が活発であり、林業分野で世界トップランキングのブリティシュ
コロンビア大学（UBC）がある。

応用研究・開発 ◎ ↗
•	 広大な国土の森林を管理する人工衛星によるリモートセンシングと航
空機レーザ計測による森林管理技術、生産性の高い大型林業機械によ
る伐採システム、世界一高い木造建築物等、世界をリードしている。

ニュー
ジーラン
ド（NZ）

基礎研究 ◎ ↗

•	 機械化により高い生産性を維持している。
•	 品種改良により植栽後25〜30年で伐採できるラジアータ松が人工林
面積の9割を占めている。

•	 スマート林業の基礎研究はカンタベリー大学（UC）林業学部が担っ
ている。

応用研究・開発 ◎ ↗

•	 林業機械の開発、急傾斜での伐採・搬出、複数の林業機械による伐
採工程のオートメイション研究で世界をリードしている。

•	 応用研究の開発は民営化された森林研究所（SCION）と林産業の世
界的企業TribleForest社、スマート林業のベンチャー会社Emesen社、
Interpine社が連携している。

•	 大規模森林所有の林業会社があり、実証的な新技術導入の担い手と
なっている。

•	 NZと豪州、カナダの林業先進国が国際林業技術会議（ForestTECH）
を2007年から開催している。
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（註１）フェーズ

基礎研究：大学 ･ 国研などでの基礎研究の範囲

応用研究 ･ 開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲　

（註２）現状　※日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価

◎：特に顕著な活動 ･ 成果が見えている	 〇：顕著な活動 ･ 成果が見えている

△：顕著な活動 ･ 成果が見えていない	 ×：特筆すべき活動 ･ 成果が見えていない

（註３）トレンド　※ここ１～２年の研究開発水準の変化　

↗：上昇傾向、→：現状維持、↘：下降傾向

関連する他の研究開発領域

・バイオマス発電・利用（環境・エネ分野　2.1.6）
・農林水産分野における気候変動適応・緩和（環境・エネ分野　2.2.12）
・農林水産ロボット（システム・情報分野　2.2.10）
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